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第1章 研究の背景と目的

第1章 研究の背景と目的

1-1はじめに 一本研究の背景一

近年,日本において市街地における土壌汚染に社会的な関心が集まってきており､土壌

汚染調査サイト数および土壌汚染確認サイト数はここ数年､急激に増加している1)｡これは,

2003年の土壌汚染対策法の施行,及びそれに伴う各自治体の条例の制定,土地取引におけ

る土壌汚染存在リスクへの認識が高まってきたこと, ISO14001等の観点から企業の社会的

責任が重要視されるようになったことといった理由から､土壌汚染のおそれがあるサイト

において土壌調査が実施されるようになったことが,主な要因である｡

このような土壌汚染に起因する人の健康リスクを防止するために,日本では2003年より

種種の化学物質について土壌汚染対策法に定められた,土壌含有量基準､土壌溶出量基準

が設けられている｡これらの基準値を超過する濃度の汚染物質が確認された場合は,なん

らかの対策が必要であるとしているが､取り組みはまだ始まったばかりである｡

一方､ 1980年代より､土壌汚染問題に取り組んでいるアメリカでは､土壌汚染に起因す

る人の健康リスクを防止する政策が原因となり､ブラウンフィールドと呼ばれる､ ｢有害物

質の存在,および､その存在の可能性によって,拡張･再開発･再利用が困難になってい

る不動産｣が､近年,大きな社会･経済問題を引き起こしている｡このようなブラウンフ

ィールドの増加は,地方自治体の垂削又の減少､治安の悪化､都市の魅力の低下,スプロー

ル化の進行といった現象を引き起こしており,地域社会に悪影響をもたらすだけでなく､

ブラウンフィールドの浄化･再開発に対する補助として巨額の公共費用が必要となってい

る｡アメリカでは,ブラウンフィールドの再開発プロジェクトに対する調査･教育費用の

補助だけで, 1995年-2004年で約800億円(7億USドル)が投入されている2)｡

このような､ブラウンフィールド間題への対応として､アメリカ環境保護局(以下､

u.s.E.P.A.)は,土壌汚染に起因する人の健康リスクがサイトおよびその周辺状況により､

大きく異なることに着目し,一律の基準値ではなく個別サイトごとの状況に応じた人の健

康リスク評価に基づいた浄化の必要性の検討､浄化目標値を設定する政策を採用している3)｡

また､前述したブラウンフィールドサイトの再開発の補助として､調査費用や教育費用を

助成する政策も採用している4 ｡

一方,日本では土壌汚染に対する本格的な取り組みが､近年,始まったばかりであり,

現在,一律の基準設定により,土壌汚染に起因する人の健康リスクを防止する政策を採用

している｡この政策の導入は､人の健康リスクを防止と土壌汚染地の管理という観点では､

1-1



第1章 研究の背景と目的

十分に目的を達していると考えられ,それ以前の規制がなかった状態と比較して大きな前

進であるo しかしながら.今後､土壌汚染に起因する人の健康リスクを防止する政策を推

進する過程で､米国と同様に､土壌汚染の存在,およびその可能性により生じるブラウン

フィ-ルドが増加するにより､ ①地域社会へ悪影響, ②再開発においても多大な公共費用

の投入が必要となる可能性､ ③事業者の所有地がブラウンフィールドとなることによる経

営への影響､が考えられるo しかしながら､土壌汚染が事業者.社会.経済へ与える影響

の評価はなされておらず､このような社会･経済面への影響を緩和する政策の導入による

効果についても検討もされていない｡

1-2 本研究の目的

木幡亡論文では､以上の背景を踏まえ,目的を以下のように設定した｡概念図を図ト1

に示す｡

① 土壌汚染の存在およびその可能性により生じるブラウンフィールドが､事業者･地域社

会･経済に与える影響を評価するモデルを作成し､日本のデータを適応することで,棉

来､日本における影響の大きさを定量的に評価するo

② ブラウンフィールドが､事業者･地域社会･餐済に与える影響を緩和する政策の一つと

して､日本において土地利用や周辺状況を勘案した詳細な人の健康リスク評価の手法を

構築し､人の健康リスク評価を基にした政策を導入した場合の,対策費用削減効果につ

いて検討する.

目的⑨:影響大きさの評価

環境リスク

ヒトの健康影書

==:コ

経済･社会への影響

事業者への形V

(地域)社会への形書

経済への影響

目的②:解決方法の評価

図1-1土壌汚染に起因する影響の変遷と本研究の対象
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第1章 研究の背景と目的

1-3 本研究の論文の構成

本論文は7つの章から構成される(図1-2)｡

第1章

第2章

第3章

第4章

第5章

第6章

研究全体の背景と目的､および本研究の各章で行った研究内容の概略

を述べた｡

土壌汚染に関する概要を整理し､土壌汚染に起因する人の健康リスク､

およびそれを防止するための日本の政策について述べる｡また,この政

策により生じる可能性があるブラウンフィールド間題とそれが事

業者･社会･経済に与える影響の概要について述べた｡

土壌汚染の存在,もしくはその存在可能性により生じるブラウンフィ

ールドが,事業者･社会･経済に与える影響を定量化するモデルを作成

し､日本のデータを適応することで,将来,日本における影響を定量的

に評価した｡

本章は, Brown丘elds2006､不動産学会平成18年度秋季全国大会およ

び環境経済政策学会2005年会での講演内容､不動産学会誌に投稿中の論

文内容､および未発表の内容を含んでいる｡

2, 3章で述べたブラウンフィールド間題を解決するための政策を整理

したo本章は,環境新聞2006年10月12日付けに寄稿した論文内容を含

んでいる｡

ブラウンフィールド間題を解決するための政策の一つとして,鉛汚染

土壌の直接摂取による人の健康リスクを対象とし,土地利用を考慮した

詳細な人の健康リスク評価手法の導入による土地利用毎の管理目標値の

算出と､対策費用削減効果について検討した｡

本章は, Society of Risk Analysis 2006 Annual Meeting､環境科学会

2005年会で講演した内容および環境科学会誌に投稿し､受理､掲載され

た論文内容を含んでいる｡

ブラウンフィールド間題を解決するための政策の一つとして, VOC汚

染地下水の飲用による人の健康リスクを対象に､周辺状況を考慮した人

の健康リスク評価の導入による､対策費用削減効果について検討した｡

本章は､地下水学会2006年秋季大会で講演した内容および､土壌環境

センター技術ニュースに投稿し,受理,掲載された論文の内容を含んで

いる｡
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第7章

事業者･社会･経済影

響の定量的な評価に

関する研究

解決方法に関する

研究

第1章から第6章をまとめて本研究の総括を述べ､今後の課題につい

て検討した｡

1章:研究の背景と目的

2章:土壌汚染に起因するリスクの整理

3章:土壌汚染に起因する事業者
会･経済影響の定量的な評価

4章: 3章の問題を解決する方法の整理

5章:解決方法1

直接摂取のリスクに対する人の
健康リスク評価の導入による対
策費用削減効果

6章:解決方法2

汚染地下水の飲用に対する人の
健康リスク評価の導入による対
策費用削減効果

7章:総括

図1-2 本研究の構成
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第2章 土壌汚染に起因するリスクの分析と日本の現状

2-1 2章の概要と構成

第2章では､土壌汚染に関する概要を整理し,土壌汚染に起因する直接的なリスクとそ

の防止方法､および,その防止過程で生じるブラウンフィールド間題が事業者･社会･経

済に与える影響の3つについて述べた｡

最初に2-2にて,土壌汚染に起因する環境への直接的な影響として,人の健康リスク,坐

態系リスク,生活環境リスクについて述べる｡次に､ 2-3では､日本における人の健康リス

クの防止するための法規制および対応について述べ､ 2-4では､土壌汚染に起因する人の健

康リスクを防止する政策により生じるブラウンフィールド間題と､それが事業者･社会･

経済に与える影響についてアメリカの事例をもとに述べ,アメリカの対応について述べる｡

そして,最後に2-5で,総括をした｡
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2-2 土壌汚染に起因する直接的なリスク

2-2-1土壌汚染の発生原因

土壌汚染の発生原因は､製造された有害物質を含む製品､原材料および廃棄物の製造･

使用･処理･処分の過程での表層土壌への付加であるc 発生場所は主に使用場所のはか､

保管場所,廃棄物置場.廃棄物埋め立て跡地などであるo一度,地中に付加された有害物

質は.地中に浸透し,時には地下水帯まで到達し､地下水汚染を引き起こす1)c土壌汚染の

発生原因と拡散状況の概念図を図211に示すo

土壌中に浸透した有害物質は､不飽和帯(土壌帯)では.鉛直方向を主移動方向とし,

横方向の移動はほとんど起こらないoそのため,土壌汚染の平面的な範囲は発生した場所

に付近に限定されるo しかしながら､不飽和帯を通過し､地下水帯に達すると,地下水汚

染を引き起こす.有害物質は,地下水の流れとともに移動し,横方向の移動が主となるo

地~F水中に付加された有害物質は､地下水の流れに沿って大規模に広がることもあり､時

には数百m,数knも下流側に到達することもあるQ

また､土壌･地下水といった地下環境においては､有機物が少なく微生物の活性が低い

ため,難分解性の物質は､長期間,土壌･地下水中に残留する傾向にあるo

園2-1土壌汚染の発生原因と拡散状況の概念図

2-2
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第2章 土壌汚染に起因するリスク分析と日本の現状

2-2-2 土壌汚染に起因する人の健康リスク2)
3)

化学物質による土壌汚染に起Egする人の健康リスク評価は,一題引こ図2-2に示される手

順で実施されるo まず､サイトアセスメントを実施し､リスク評価対象物質の選定および

その濃度を把握するo次に､暴露評価によって暴露対象(例えば人)が体内に摂取する対

象物質の量を把握する.また,毒性評価によって､対象物質の毒性について調査し,体内

負荷量と健康影響(用量反応関係)に関する情報を収集する.そして,最後にリスク評価

において､エンドポイントとする健康への影響を選択し､その毒性が発現しない体内負荷

量(発がん性物質の場合は､許容できる発がん率に達しない体内負荷量)と,暴露評価で

算出された摂取量を比較して1)スクの有無,大小を評価する.

サイトアセスメント

Biiiiiiiiii_-2=M
Jt拝辞価

･:

リスク評価

図2-2 化学物質による土壌汚染に起因する人の健康リスク評価

汚染土壌に含まれる有害物質の人体への主な暴露径路を図2-3に示す.主な暴露経路は､

汚染土壌の直接摂取の経路および汚染地下水の摂取の経路である｡汚染土壌の直接摂取の

経路として､汚染された土粒子の吸引による摂取､汚染された土壌との接触による皮膚摂

敬.および経口摂取が考えられるo また,汚染地下水の摂取の経路として,汚染地下水の

飲用やシャワー,浴室での使用等の経路が考えられる｡

また,これ以外に､表流水へ流出した汚染地下水の利用,魚類や植物への蓄積による経

口摂取､揮発性が高い物質が土壌中から揮発した成分の吸引摂取も考えられるが,本研究

の対象物質(土壌汚染対策法に定められた物質)および一般的な市街地における土壌汚染

においては､これらの暴露経路による寄与率が低いため4'､リスク評価においては考慮され

ないことも多い｡
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図2-3 土壌汚染の人体への暴露経路5)

2-2-3 土壌汚染に起因する生態系のリスク

土壌汚染に起因する生態リスクに関しては､大きく二つの評価対象がある｡一つは､土

壌中の生態系への影響であり､もう一つは図2-3に示すような拡散経路において,地下水

を経由して､表流水中や海水中に化学物質が流入し､水域の化学物質の濃度が上昇するこ

とで､水域生態系に影響を与える場合である｡

土壌生態系への影響について日本での研究事例はあるものの6),現在の日本ではこれを防

止するための法的な規制はない｡

また､水生生物の保全に関しては, 2003年に河川,湖沼および海域を対象に､亜鉛に関

して環境基準の設定がされ7)､これをもとに亜鉛の排水基準の強化がなされた｡しかしなが

ら､現在､土壌･地下水汚染からこれらの影響に対しての法的な規制はない｡

このように生態系へのリスクを防止するための法規制がないことから,事業者･社会･

経済に影響を与える可能性が低いと考えられた｡そのため,本研究では,生態系のリスク

に関しては考慮しないものとする｡

2-2-4 土壌汚染に起因する生活環境リスク

土壌汚染に起因する生活環境の影響に関しては,表層土壌の臭いや飲用地下水への着色,

臭いの付加等が考えられる｡現在､日本では､法規制はないものの,油に関しては生活環

境に関する観点から, 2006年にガイドラインが定められた8)｡
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しかしながら､ガイドライン中には規制値に関する記載はなく,また､法的拘束力を持

たないことから,生活環境のリスクを防止するために事業者･社会･経書酌こ与える影響を

評価することは困難なため､本研究では､生活環境のリスクに関しては考慮しないものと

する｡

2-3 日本における土壌汚染に起因する人の健康リスクの防止

本節では,土壌汚染に起因する人の健康リスクを防止するために,日本で考慮されてい

る暴露経路､規制物質,調査対策の契機および対策方法について述べる｡

2-3-1規制対象となっている暴露経路

現在,日本では図2-3に示した暴露経路のうち,汚染土壌の直接摂取および汚染地下水

の飲用の経路を主な暴露経路として,これらの経路に関する人の健康リスクを防止する政

策を採用している(図2-4)o判断基準としては､汚染土壌の直接摂取による人の健康リス

クを防止するため､土壌汚染対策法における指定基準として土壌含有量基準が､汚染地下

水の飲用による人の健康リスクを防止するため,土壌溶出量基準が定められている.また.

環境基本法により地下水環境基準が設定されている(表211)a

⑨汚染土蛾のiE捷摂取に ②汚染地下水の飲用に

よるヒトの健康リスク よるヒトの健康リスク

地下水の

兎t一方向

迦

EiSigiiEm

●

ヒトの健康リスクを防ぐために･
･ ･

◎土頼含有t基gL
審諾霊宝…辞

園2-4 日本における対象とされる暴露経路と基準値
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2-3-2 日本での規制物質

日本では市街地における土壌汚染については,土壌汚染対策法(2003年)により､ 25項

目について指定基準が設けられている(表2-1)｡これらの指定基準を超過する濃度が確認

された場合,土壌汚染対策法では対策が必要としている｡また､ダイオキシン類対策特別

措置法(2000年)により,土壌中のダイオキシン類の含有量についての環境基準が､ 1,000

pg-TE(〕/g以下と定められている｡

農用地の土壌汚染については,農用地の土壌の汚染防止等に関する法律(1970年)によ

って､銅､カドミウムおよび批素について規制が定められている｡

土壌汚染対策法における土壌含有量基準,及びダイオキシン類特別措置法の環境基準は､

汚染土壌の直接摂取の暴露経路を,土壌汚染対策法における土壌溶出量基準および環境基

本法における地下水環境基準は汚染地下水の飲用の経路を対象に,人の健康リスクを防止

する観点から定められているo また,農用地に係る規制は､植物へ蓄積した有害物質を摂

食する経路を対象とした人の健康リスクを防止する観点および作物の生育阻害の観点から

定められている｡

本研究では､市街地における土壌汚染について対象としているため,土壌汚染対策法に

定められている25項目の指定基準について対象としたo
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表2-1土壌汚染対策法における基準設定物質とその基準値およぴ)環境基本法における

地下水環境基準

項目 土壌溶出量基準値 土壌含有量基準値 地下水環境基準

第
1

種
特
定
有
害
物
質

トリクロロエチレン 0.03mg/l以下 0.03mg/1以下

テトラクロロエチレン 0.01mg/1以下 0.01mg/1以下

ジクロロメタン 0.02mg/1以下 0.02mg/1以下

四塩化炭素 0.002mg/l以下 0.002mg/1以下

1,2-ジクロロエタン 0.004Ⅲg/1以下 0.004mg/1以下

1,1-ジクロロエチレン 0.02Ⅲg/1以下 0.02mg/1以下

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/1以下 0.04mg/1以下

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/1以下 1mg/l以下

1,l,2-トリクロロエタン 0.006mg/1以下 0.006mg/1以下

1,3-ジクロロブロペン 0.02Ⅲg/l以下 0.02mg/1以下

ベンゼン 0.01Ⅲg/1以下 0.01Ⅲg/1以下

第
2

種
特
定
有
害
物
質

カドミウム及びその化合物 0.01mg/1以下 150mg/kg以下 0.01Ⅲg/1以下

シアン化合物 検出されないことa 遊離シアンとして

50mg/kg以下

検出されないことb

鉛及びその化合物 0.01Ⅲg/1以下 150mg/kg以下 0.01mg/1以下

六価クロム化合物 0.05mg/1以下 250mg/kg以下 0.05mg/1以下

批素及びその化合物 0.01mg/1以下 150mg/kg以下 0.01mg/l以下

水銀及びその他の水銀化合物 0.0005mg/1以下 15mg/kg以下 0.0005mg/1以下

セレン及びその化合物 0.01Ⅲg/l以下 150mg/kg以下 0.01mg/1以下

ふつ素及びその化合物 0.8Ⅲg/l以下 4000mg/kg以下 0.8mg/l以下

ほう素及びその化合物 1.0Ⅲg/l以下 4000mg/kg以下 1.Omg/1以下

第

:≡≡
有

有機燐化合物 検出されないこと1 検出されないこと1

PCB 検出されないこと1 検出されないこと1

チウラム 0.006mg/1以下 0.006mg/1以下

シマジン 0.003Ⅲg/l以下 0.003mg/1以下

チオペンカルブ 0.02Ⅲg/1以下 0.02mg/1以下

a

｢検出されないこと｣とは,定められた測定方法により測定した場合において,その結果が当該方法の定量限界を下回

ることをいう｡
b
r検出されないこと｣とは,定められた測定方法により測定した場合において､その結果が当該方法の定量限界を下回

ることをいう｡
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2-3-3 対策方法

土壌汚染対策法では,土壌汚染調査の結果,指定基準に適合しない状態であれば､土壌

汚染対策が必要であると規定されている｡対策方法については､基準を超過した物質､項

目により異なる｡

土壌汚染の対策方法についての考え方は大きく二つある｡一つは基準値を超過した土壌

を基準値以下(土壌の入れ替えも含む)にすることで､リスクの原因を除去する方法(以

下,完全浄化)であり,もう一つは,汚染土壌を残置した状態でもリスクがないように管

理する方法である｡後者のはうは､暴露経路を遮断する方法や､モニタリングを併用して

行わる(以下,リスクマネジメント対策)｡実際の対策費用は,完全浄化の費用が1m3の汚

染土壌あたり3万円-6万円程度必要なことと比較して,リスクマネジメント対策のはうが

安価である(リスマネジメント方法によって費用は大きく異なる)0

実際に､土壌含有量基準を超過した場合､つまり,汚染土壌の直接摂取のリスクがある

と判断された場合は､表212に示す対策が認められている10)｡ここでは､汚染土壌の除去､

つまり,完全浄化以外に,汚染土壌を残置した状態でも立ち入り禁止,舗装および盛土等

の暴露経路を遮断してリスク管理を実施する対策が認められていることが､大きな特徴で

ある｡

また,土壌溶出量基準を超過した場合､つまり､汚染地下水等の摂取によるリスクがあ

ると判断された場合は,表2-3に示す対策が認められている10)｡ここでも､直接摂取のリ

スクと同様､汚染土壌の除去以外に､汚染土壌を残置した状態でもモニタリング､および

原位置封じ込め等,暴露経路を遮断してリスク管理を実施する対策が､対象地の条件によ

って認められている｡

前述したように,対策単価は､汚染の除去が最も高く､暴露経路の遮断方法になるにつ

れて安価になり,モニタリングや立ち入り禁止措置が最も安い｡しかしながら､多くの場

令,最も費用がかかる汚染土壌の掘削除去が採用されている11) 12)｡これは､掘削除去以外

の方法では,汚染土壌がサイトに残地されることになるが,土地購入者が対象地に汚染土

壌が残存することを嫌うためである｡健康リスクがない状態であっても､汚染土壌が残存

することを嫌う理由について詳細な研究はないが,汚染土壌の残存により､土地の資産価

値に影響がでる可能性､もしくは将来､残存した汚染土壌に起因するリスクを把握できな

いことが主な原因ではないかと思われる｡
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第2章 土壌汚染に起因するリスク分析と日本の現状

表2-2 汚染土壌の直接摂取のリスクに対する対策方法10)

対策の考え方 対策方法 通常の土地 盛土では支障がある土地

暴露経路の遮断

立入禁止 ● ●

舗装 ● ●

盛土 ◎ ●

土壌入換え ○ ◎

汚染の除去 土壌汚染の除去 ○ ○

)注) 1. ｢盛土では支障がある土地｣とは､住宅やマンション(1階部分が店舗等の住

宅以外の用途であるものを除く｡)で,盛土して50cmかさ上げされると日常生活

に著しい支障が生ずる土地

2.特別な場合(乳幼児の砂遊び等に日常的に利用されている砂場等や､遊園地等

で土地の形質変更が頻繁に行われ盛土等の効果の確保に支障がある土地)について

は､土壌汚染の除去を命ずることとなる｡

【凡例】

◎:原則として命ずる措置

○:土地の所有者等と汚染原因者の双方が希望した場合に命ずることができる措置

●:土地の所有者等が希望した場合に命ずることができる措置

表2-3 汚染地下水等の摂取によるリスクに対する対策方法10)

対策の

考え方'

対策方法

′≡､…嚢棄嚢撃豪華妻坤~一筆ニ穫特定者春機窯筆書考撃蚕室筆嚢整:'//ゴミ.㌔

喜…喪衰喪章轟鍵呑gf) (I垂Jt専)

二三..≡.-▲/:.★▲---

,吉∴_

事二溶出I革準)栄) 第重義車重嚢奉牽ミ
.i-:

芋肇奉 重義壷 i=I.≡ 示達呑
三三蒜≧÷勺

豪華/?≡…::L
ミ≡覇芸主:養.k-≡1:A

暴露経路

遮断

原位置不溶化.不溶化埋め戻し × × ● × × ×

原位置封じ込め ◎ × ◎ ◎)※※) ◎ ×

速水工封じ込め ○ × ○ ○)※※) ○ ×

遮断工封じ込め × × ○ ○ ○ ◎

汚染の除去 土壌汚染の除去 ○ ◎ ○ ○ ○ ◎

モニタリング 地下水質の測定 現在に地下水汚染が発生していない場合に適応可能

) ※) ｢第二溶出量基準｣とは､土壌溶出量基準の10-30倍に相当するものである

)紺)汚染土壌を不溶化し､第二溶出量基準に適合させた上で行うことが必要.

【凡例】

◎:原則として命ずる措置

○:土地の所有者等と汚染原因者の双方が希望した場合に命ずることができる措置

●:土地の所有者等が希望した場合に命ずることができる措置

×
:技術的に適用不可能な措置
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第2章 土壌汚染に起因するリスク分析と日本の現状

2-3-4 調査の契機

2-3-4-1 調査の契機

日本において､土壌汚染調査が実施されるのは､主に5つの契機があるo 各契機を以下

に示すo

(丑土壌汚染対策法4条による契機

土壌汚染対策法4条で定められている調査命令といわれるもので､土壌汚染により人の

健康被害が生ずるおそれがある土地があると諌めるときは,当該土地の土壌汚染の状況に

ついて､当該土地の所有者等に対し調査を求めるものであるo

(診土壌汚染対策法3条による契機

土壌汚染対策法3条では,水質汚濁防止法もしくは下水道法の有害物質使用の特定施設

を廃止する際には土壌汚染状況調査が必要となり､調査の結果､指定基準に適合しない状

態であれば､土壌汚染対策が必要であると規定されているo ただし､当該土地について次

に予定されている利用方法からみて土壌汚染により不特定多数に人の健康に闘わる被害が

請じるおそれがない場合,つまり工場や事業所として利用する場合は.適応の猶予措置が

ある｡

図2-5に環境省による平成16年度までの土壌汚染対策法3粂における調査実施数と,描

予数について示すo現在のところ､調査が実施されたのは,全数の約14%にとどまり約85%

近くのサイト13)調査が実施されていないことが確認されたo

経
過
措
置
適
用
件

数

調
査
猶
予
件
数

調
査
結
果
報
告
数

国2-5 土壌汚染対策法3条の適応事例における調査実態`3)
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第2章 土壌汚染に起因するリスク分析と日本の現状

③地方自治体の条例による契機

東京都､名古屋市､愛知県などの地方自治体は､条例により土壌汚染対策法では対象に

ならない､過去に有害物質を取り扱いが確認されたサイトや､現在の土地所有者の以前の

土地所有者による土壌汚染の可能性があるサイトについても､対象となるように条例を定

めている｡これらの自治体においては､全ての土地改変ではなく,大規模な土地改変(例

えば3000m2以上(東京都､名古屋市,愛知県))を対象としていることが多い｡

④土地売買における調査

上記の法･条例に該当しない場合でも,土地売買を実施する前に､土壌汚染の可能性に

ついて評価することが一般的となっている｡その結果,土壌汚染の可能性があるサイトで

は実際の土壌調査が実施されている｡これは､不動産仲介業者､建設業者､ディベロッパ

ー(都市開発者)の間で､土地売買における土壌汚染のリスク(調査を実施しなかった場

合に,土壌汚染が後日確認された場合の対策費用負担のリスク)が認識されてきたためで

ある｡

⑤ISO14001およびcsRの観点からの調査

前述までの調査は､ ①を除き､土地売買､事業所廃止時が契機となっているが､稼働中

の事業所においても､ 1SO14001やCSR (企業の社会的責任)の観点から､自主的に土壌調

査を実施する事例が増えている｡

このような契機があるが,いずれの場合においても､基準超過が確認された場合は､対

策を実施するのが一般的である｡

211l



第2章 土壌汚染に起因するリスク分析と日本の現状

2-3-4-2 調査の契機の内訳

ここでは､調査が実施される契機毎の調査数について､記載するo 土壌環境センタ-の

会員企業による平成17年度の統計結果を図2-6に示す14'o実際に土壌調査が実施されたサ

イトのうち､土壌汚染対策法(契機①, ②)は.全体の5%､条例･要綱(実機③)は,全

体の15%,そして自主調査(契機④､ ⑤)が全体の80%を占めていることが確認された｡

ここで土壌汚染対策法の契機自体は図2-5に示したとおり,実際の調査数の6倍程度あるが,

そのほとんどが猶予という形で実施されていないことが確認されたo

また､自主調査の内訳を図2-7に示す14)o契機④にあたる土地売買､土地資産評価が全

体の75%を示しており､契機⑤にあたるISO.土地改変における自主的な調査が全体の20%

程度であることが確認されたo

以ヒのことから､現在の日本においては､自主的な調査が大部分であること､土壌汚染

対策法においては,猶予措置の数が多いことが確認された｡

土壌汚染対策

法･245サイト･ 条肝要軌

自it91'訂ト
4170サイト.
80%

国2-6 平成17年度の契機別土壌調査数】4)

1

2%8it63%
E)土地売買

■土地改変

□土地資産評価

ロISO等

■その他

□不明

図2-7 平成17年度の自主調査の契機別土壌調査数L4)
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第2章 土壌汚染に起因するリスク分析と日本の現状

2-4 人の健康リスクから社会･経済影響へ-ブラウンフィールド間題一

日本では､土壌汚染に起因する人の健康リスクを防止するため､ 2003年より土壌汚染対

策法で設定された土地利用及び周辺状況によらない一律の基準で規制が始まった｡土壌汚

染対策法が適応される事例は非常に限定されているが,土壌汚染対策法が適応されないサ

イトにおいても､東京都や神奈川県､愛知県､名古屋市､大阪府等の地方自治体では,独

自の条例を制定し､土壌汚染に対する規制を始めているDそのため､土壌汚染調査数は､

土壌汚染対策法の施行前後より急激に増加している(図2-8)
15)o
自主的な調査を含むと､

2005年には約5,000サイトにおいて土壌汚染調査実施されたという報告もあり14),土壌汚

染調査数は今後も増加すると考えられるo

重言
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図2-8 自治体に届出があった土壌汚染調査数と基準超過事例致15)

また,土壌環境センターは､日本には土壌汚染の調査が必要な汚染の可能性があるサイ

トが約90万サイト,その中で実際に土壌汚染があると想定されるサイトが約30万サイト

存在すると推定している【6).また, E]本はアメリカと同様にかつて製造業が盛んであり､か

つ､現在,毎年l万サイトもの製造業の事業所が閉鎖されていることから17),今後､土壌調

査数､汚染確認数は､増加していくと考えられる.

このように土壌汚染調査数および土壌汚染が確認されたサイト数が急激に増加する中で,

土壌汚染の存在もしくはその存在する可能性が原因となり,事業所跡地が再開発されず遊

休地となる｢ブラウンフィールド｣と呼ばれるサイトが,日本において徐々に増加してい

るo
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第2章 七壌汚染に起因するリスク分析と日本の現状

例えば,環境省の統計では､土壌汚染調査時に工場･事業場敷地もしくは跡地であった

サイトで､現在は工場･事業場跡地である(つまり,ブラウンフィールドとなっていると

考えられる)サイトは2004年までの累計で451サイトあり､ 2003年から122サイト増加し

ている'5) 'nDまた,前節で述べたとおり,土壌汚染対策法3条に該当する事例において､

調査の猶予を選択しているサイトが全体事例の85%､件数では2003年-2004年度の間に

1000サイトにも達しているo これらの全てがブラウンフィールドではないが､その多くは

土壌汚染もしくは土壌汚染の存在の可能性により.土地利用に何らかの制限がかかってい

る可能性があるo

このような規制および対策の義務化によって,ブラウンフィールドが発生･増加し､事

巣者･社会･経済に対して悪影響をもたらすことが近年,懸念され始めている｡

本節では. 1980年代より土壌汚染問題に､そして1990年代よりブラウンフィールド間題

に直面し,それらに取り組んできたアメリカの事例より､ブラウンフィールドの発生要因

と影響を分析した｡加えて､このようなブラウンフィールド間題が､特に日本においてど

のような影響を及ばす可能性があるのかについても考察した｡土壌汚染問題の重心の移動

に関する概念図を図2-9に示す｡

主体【住民】 佃吋 【地方自納】
ヒトの健康影V

r企業軽骨への影■

･市有地がブラウン
フィールド化

悶‡F:Tgok.;go:～:h7

対応 一基準備の設定
･対策の載積化

E-j
種営への影響
･所有地が売却できない

･担保価値の低下

~~~~~■l

地域社会への形V

i,F.1_R,Th･'完訂巨
■l

社会への影y l
･スプロール化 .

･治安の茅化
･税収の等化 I

社会経済への形V
目的:ブラウンフィールド再沌弗

方法:fI開発への7k助(公共キFIlを任用)

主体:政府

図2-9 土壌汚染問題の重心の移動
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第2章 土壌汚染に起因するリスク分析と日本の現状

2-4-1ブラウンフィールド間題の発生

アメリカでは, 1978年に起きたラブカナル事件を契機に土壌汚染に対する取り組みを始

めている｡ラブカナル事件cにおいては､過去の汚染原因者に費用負担を求めることができ

る法律がなかったため､これを解消する法律としてスーパーファンド法が1980年に制定さ

れた｡

スーパーファンド法は汚染原因者だけでなくその後の土地所有者等にも浄化責任を求め

たため､デヴェロツパー､再開発事業者,新規工場建設を計画している事業者は,土壌汚

染の可能性がある中心部の工場跡地を嫌い,郊外のグリーンフィールドと呼ばれる未利用

地に進出した｡アメリカでは製造業の衰退が1970年代より始まっており､これがブラウン

フィールド数の増加に大きく影響した.その結果,アメリカの都市中心部に存在した多く

の工場跡地が再開発されないままブラウンフィールドとして残地されるようになった｡

2-4-2 社会への影響

土壌汚染問題に1980年代より取り組んできたアメリカでは､全米で約40万-100万サイ

トのブラウンフィールドが存在すると推定されており19)20)､現在もその数は増加している｡

このようなブラウンフィールドの存在は､その多くが存在する都市中心部,およびその周

辺の地域社会に対して､次のような悪影響を及ぼすことが報告されている｡

ブラウンフィールドが存在する都市中心部においては,遊休地の増加による治安の悪化､

再開発の停滞による地域の雇用･垂削又･人口の減少とそれに伴う都市自体の活気の低下と

いった影響が報告されている｡一方で,ブラウンフィールドが存在する都市近郊において､

グリーンフィールドと呼ばれる自然が多く残り,かつ土壌汚染の心配がないエリアでの､

無秩序な開発による自然破壊で進んでいる21)｡

このようにブラウンフィールドの存在は､地域社会に対して活力の低下をもたらしてい

c

Love Canal事件

1978年米国･ニューヨーク州ナイアガラフォールズ市の住宅地･学校等において,大雨により地下から有

害化学物質が漏出し住民が退去した事件oこの土地は､もともと運河(建設途中で放置)跡地に､ある化学会

社が1940年代から1952年まで､この運河に2万数千トンにもおよぶ各種化学物質を合法的に投棄した後､

そこを土で覆い､市に売却した経緯があった｡ 1960年頃からその周辺で汚水の揺曳や悪臭が漂い､住民の

がん発生率が高くなり､呼吸障害や神経系の異常を訴える人が増え,妊婦が流産することも増えるように

なり､ 1978年の豪雨をきっかけに有害化学物質が漏出し､健康上の理由から住民は退去せざるを得なくな

った｡州と連邦政府は住宅の買い上げ､有害化学物質の除去を行ない,一部では浄化が完了しているが､

多くの土地は現在も浄化が継続している｡住民は化学会社に対して訴訟を起こしたが､過去の汚染原因ま

で遡及できる法律が存在しなかったため,責任を追及することができず､スーパーファンド法が制定され

るに至った｡
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第2章 土壌汚染に起因するリスク分析と日本の現状

る｡そのため､現在,アメリカの各自治体では､都市中心部の再活性化を目的としたブラ

ウンフィールドの再開発に力を入れている｡

2ヰ3 経済への影響

ブラウンフィールドの再生には､多大な調査･対策および再開発促進の費用が必要であ

る｡アメリカでは1995年から,約4300のブラウンフィールドサイトの再開発において､

u.s.E.P.A.が840億円(7億usドル, 1サイトあたり約2000万円)の予算を投入している｡

ここの予算は､ブラウンフィールドサイトの調査費用および再開発に伴う教育費用にのみ

用いられており､浄化費用および再開発費用は含まれていない｡アメリカでは,浄化およ

び再開発は,あくまでサイトの所有者が自発的に行うため,その浄化費用は所有者が支払

っている｡これらの自発的な汚染浄化と再開発には約6000億円(50億usドル､
1サイト

あたり約1億4000万円)の民間の資金が必要であった｡

また, u.S.E.P.A.は, 2004年-2033年までの期間に､約15万サイトが州主導もしくは民

間企業主導により調査､浄化が進むとしており,その浄化には3兆6,000億円(300億uS

ドル)の費用が必要だとしている19)｡このような民間企業主導の再開発を進めるためには,

前述したブラウンフィールドの調査費用および教育費用を公共費用から捻出する必要があ

るため､ブラウンフィールドサイトの再生には､多大な公共費用が必要となってくる｡

一方,日本では､米国と異なり,利用できる土地の面積が限定されている｡そのため､

ブラウンフィールドとなることにより､土地自体が利用できなくなる(利用できる土地が

減少する)もしくは低利用となることで,社会全体としての損失が出る可能性が高い｡

2-4-4 事業者への影響

アメリカでは,既にブラウンフィールド化しているサイトをいかに再開発するかが大き

なテーマであり､また､日本と比較すると土地自体の価値はそれはど高くない｡そのため､

現在､有害物質を使用しており事業を継続している事業者のリスクについては､ほとんど

言及されていない｡

しかしながら､土壌汚染に起因するブラウンフィールドが､最初に影響を及ぼすのは現

在､有害物質を使用しており事業を継続している事業者のリスクである｡これは,事業者

の所有地がブラウンフィールドになった場合､当該地を売却できなくなり,売却益を得る

ことができないためである｡また､ブラウンフィールドにならないようにするためには,

土壌汚染対策費用を支払う必要があり,当初の土地の価値の一部しか利益を受け取れない､

もしくは土壌汚染対策費用が土地の価値を上回る場合もあることが想定される｡
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日本では､土地を担保として金融機関より融資を受けている中小事業者が多いため､所

有地がブラウンフィールドとなった場合,企業経営の観点からは大きな経済的損害を及ぼ

すことが想定される｡また,すでに一部で土地を担保にした融資を渋る傾向も出てきてい

る｡

2-4-5 アメリカの対応

アメリカでは､ブラウンフィールドの再開発を進めるために､汚染サイトの土地利用や

周辺の状況に基づいた人の健康リスク評価による個別サイト毎の浄化必要性の判断や浄化

目標値の設定による対策費用を削減する方法の導入や22), 2002年にSmall Business Liability

protectionAct法23)によって､ブラウンフィールドを｢汚染の存在,もしくはその存在する

可能性によって,再開発,再利用,拡張が困難になっている不動産｣と定義し,前述した

ようなブラウンフィールド再開発における調査･教育費用の補助,善意無過失の買い手や

隣地汚染からのもらい汚染に対する買い手や所有者の保護措置などが規定されている23)｡
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2-5 総括

前節までに述べてきたとおり､土壌汚染に1980年より土壌汚染問題に取り組んできたア

メリカでは,規制開始から時間の経過とともに,人の健康影響のみならず､それを防止す

るための政策に起因するブラウンフィールド発生により､社会･経済に与える影響に焦点

が当てられるようになってきている｡

アメリカでは､このような社会･経済への影響に対して､ ①人の健康リスク評価による

個別サイト毎の浄化必要性の判断や浄化目標値の設定による対策費用を削減する方法の導

入､ ②ブラウンフィールド再開発のおける調査･教育費用の補助や､善意無過失の買い手

や隣地汚染からのもらい汚染に対する買い手や所有者の保護措置などの対応を取っている｡

一方､日本では. 2003年に土壌汚染対策法が施行され､人の健康影響を防止するための

基準の設定をしたところであり､この法規制が,今後,事業者･社会･経済に対してどの

ような影響を与えるかについては不明である｡また､事業者･社会･経済影響が生じた場

令,それを緩和する政策についても検討されていない｡

しかしながら､日本には土壌汚染調査が必要な汚染の可能性があるサイトが約90万サイ

ト,その中で実際に土壌汚染があると想定されるサイトが約30万サイト存在すると推定し

ている16)oまた,日本はアメリカと同様にかつて製造業が盛んであり,かつ,現在,毎午l

万サイトもの製造業の事業所が閉鎖されている現状を勘案すると17)､将来ブラウンフィー

ルド数が増加し､アメリカと同様にブラウンフィールドに起因する事業者･社会･経済に

対する影響及ぼす可能性が高いと考えられる｡

そこで3章では､ブラウンフィールドが事業者･社会･経済に与える影響を評価するモ

デルを構築し,日本におけるブラウンフィールドの影響の定量的な評価を行なった｡

また､ 4章において､これらのブラウンフィールドに起因する事業者･社会･経済への影

響を緩和するための対応の検討を､ 5章-6章において､これらの対応の一つとして､人の

健康リスク評価の導入による対策費用削減効果について検討した｡
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第3章 土壌汚染に起因する事業者･社会･経済への

影響の評価

3-1 3章の概要と構成

土壌汚染の存在,もしくはその存在可能性により生じるブラウンフィールドが､事業者･

社会･経済に与える影響を定量化するモデルを作成し､日本のデータを適応することで､

将来,日本における影響を定量的に評価した｡

最初に3-2にて,日本におけるブラウンフィールド間題の現状の概要と既往研究について

述べる｡次に､ 3-3では､本章の目的を述べ,ブラウンフィールドによる事業者､社会､経

済への影響を評価する指標について定義する｡また, 3-4では,ブラウンフィールドの一般

的な定義と､本研究におけるブラウンフィールドの定義を､ 3-5では評価モデルを､ 3_6で

はモデルで使用するデータについて述べる｡そして, 3-7-3-9では評価結果を述べる｡具体

的には､ 3-7では事業者に対する影響の評価結果を､ 3-8では社会に対する影響の評価結果

を､ 3-9では日本経済に対する評価結果を述べる｡最後に3-10で,総括をし､ 3-11で本推定

に関する注意事項について述べた｡

本章は, Brownfields2006 (315,3-6,3-8)
,不動産学会平成18年度秋季全国大会(315,3-6,3-7)

および環境経済政策学会2005年会(3-5,3-6)での講演を内容,不動産学会誌に投稿中の論

文内容(3-5,3-6,3-8),および未発表の内容(3-7,3-9)を含んでいる｡
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3-2 ブラウンフィールドに関する定義と既往研究

3-2-1
一般的なブラウンフィールドの定義

ブラウンフィールドが指す意味は国や分野により異なるが､一般には､ ｢土壌汚染の存在

もしくはその存在する可能性が原因となり､事業所跡地が再開発されず遊休地､もしくは

低利用地となっているサイト｣と認識されている｡法によりブラウンフィールド定義が定め

られているアメリカでは､ 2002年にSmallBusiness LiabilityProtectionAct法1)によって｢汚

染の存在､もしくはその存在する可能性によって,再開発､再利用,拡張が困難になって

いる不動産｣と定義している｡

一方､欧州ではブラウンフィールドの定義は､アメリカの定義より広義になる傾向にあ

るが､明示されたものはない｡例えば､ Alkerらは､ブラウンフィールドの定義について,

様々な角度から分析をし,ブラウンフィールドに関連する5つの要素を挙げている2)｡その

要素とは, ① ｢土壌汚染が存在もしくは存在する可能性があり｣, ② ｢かつて(商業･工業

的に)利用されており｣､現在, ③ ｢利用されておらず｣､ ④ ｢放置されており｣､ ⑤ ｢都市

もしくは郊外に位置する｣としており､この中の②､ ③､ ④､ ⑤が必須条件としている｡

そのため, Alkerらの定義では,土壌汚染の可能性がないサイトでも他の条件を満たせば､

ブラウンフィールドと呼ばれることになる｡

以降､本研究で扱うブラウンフィールドは, ｢土壌汚染の存在もしくはその存在する可能

性が原因となり,事業所跡地が再開発されず遊休地,もしくは低利用地となっているサイ

ト｣という､アメリカの定義を基本とする｡

3-2-2 ブラウンフィールドの位置付け

土壌汚染の可能性がある土地(以下, potentially Contaminated Site : PCS､)は､実際に事

業所を廃止する場合に,土壌汚染に関する事項により図3-1に示した4つの土地に分類でき

る｡

① ｢土壌汚染の存在する可能性が原因となり生じるブラウンフィールド｣ (以下､調

査前ブラ

これは､調査が実施される前にブラウンフィールド(売れない土地)となるケースで

ある｡このケースは､土地の需要よりも土地の供給が多い地域(つまり､土地が余って

いる地域)で発生すると考えられる｡ PCS以外に,汚染の可能性がない代替地が多数存

在する場合､土地購入者はpcsの購入を選択しないと考えられる｡そのため,土壌調査
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を実施する前の段階(つまり､土壌汚染の有無が不明の状態)で､代替地が選択され､

その結果､土壌汚染の存在する可能性があるだけで､売却できず,遊休地もしくは低利

用地であるブラウンフィールドサイトとなるo土地売却者は､この状況を打開するため

には.所有地について土壌調査を実施しなければならい｡

残りの3つは､実際に土壌調査が実施された場合に分類される.これらのサイトの多く

は,土地の需要が供給よりも多い地域において.発生すると考えられるo

② 土壌汚染がない土地:

pcsにおいて､土壌調査を実施した結果､土壌汚染万場記されなかったサイトである.

③ 土壌汚染があるが浄化･再開発できる土地:

pcs において,土壌調査を実施した結果,土壌汚染が確認されたサイト(以下,

contaminated Site : CS)であり,かつ土壌汚染対策費用が土地価格に対して対策費用負

担者の許容できる割合(以下, AcceptableBurdenRatlO : ABR)よりも低いため､浄化･

再開発が可能なサイトである｡

④ ｢妾際の土壌汚染の存在が原因となり生じるブラウンフィールド｣ (以下,調査後

ブラウンフィールド) :

pcsにおいて､土壌調査を実施した結果､ csであり､かつ土壌汚染対策費用がABR

を超えたことから､売却･再開発等が断念されたサイトである｡

図3-Ⅰブラウンフィールドの発生要因による分類
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全てのPCSにおいて土壌調査が実施された場合､ pcs, cs､および調査後ブラウンフィ

ールドの数は､図3-2のような関係にあると考えられるo一方､現実には､土地の需要より

供給が上回っている地域があれば､ pcsにおいて調査が実施されないため,図313に示すよ

うな分布となる可能性が高い｡

PCS (土壌汚染の可能性があるサイト)

国3-2 全pcsが調査された場合のPCS､ CS､調査後ブラウンフィールドの分布概念図

■

l
.
l

1

_

_

_

1

土地の供給>需要 土地の需要>供給

E=‡ E

国3-3 一部のPCSが調査された場合のPCS. CS,調査後ブラウンフィールドの分布概念

図(全てのサイトの調査が実施されれば､図312の状態となる)
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3-2-3 ブラウンフィールド数に関する既往研究

既往研究におけるアメリカのブラウンフィールド数の推定結果,方法について表311にま

とめたo全米での推定値は, u.s.E.P.A.3)およびsimons4)らにより算出されており､ 50万-

100万サイトとなっている｡ U.S.E.P.A.の推定方法は､詳細は記載されていないが､現存す

る調査前ブラウンフィールド化したサイト数を推定している｡また, simons らによる推定

方法は､土地利用の変遷より､現存する調査前ブラウンフィールド化したサイト数を推定

している｡

一方､日本の土壌汚染サイト数等に関する統計値を表3-2に示す｡日本では,ブラウン

フィールド化したサイト数についての研究はないものの,工場跡地で土壌調査がされた汚

染が確認された後に現在も工場跡地であるサイトや,土壌汚染対策法3条に該当したが調

査の猶予を受けているサイトを合計すると,約1,400サイト程度5)6)であり､アメリカと比

較して少ない｡これは,土壌環境センターが土壌汚染の可能性があるサイトとして推定し

た90万サイトに比較して､実際に土壌調査が実施されているのは､その1%-2%であるこ

とが主な原因と考えられる7)
8
)
｡

1980年代から土壌汚染問題に取り組んでいるアメリカと比較して､日本では2003年に土

壌汚染対策法が施行され,まだ数年しか経過していない｡そのため､人の健康影響を防止

するための法規制が､今後,事業者･社会･経済に対してどのような影響を与えるかにっ

いては不明である｡しかしながら､現在､毎年1万サイトもの製造業の事業所が閉鎖され

ている現状を勘案すると9),将来､土壌調査数の増加とともに､ブラウンフィールド数が増

加し,アメリカと同様にブラウンフィールドに起因する事業者･社会･経済の問題が発生

する可能性が考えられる｡

ブラウンフィールド数に関する既往研究では､現在の調査前ブラウンフィールド数に関

する研究が主であり3) 4)､調査後のブラウンフィールド数､潜在的なブラウンフィールド数

を推定に関する研究はない｡
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表3-1アメリカにおけるブラウンフィールド数の推定に関する研究

対象 サイト数 方法 年度 調査者

現存する(調査 50万-100万サイト

前)ブラウンフイ (35万-70万サイト 方法は記載なし 2004 U.S.E.P.A.3)

-ルド
が汚染有)

現存するブラウ

ンフィールド

244の市町村で実際のブラ U.S. ConfTerence of

24,000サイト ウンフィールド数を数え 2003 MayorslO)

た

現存するブラウ

ンフィールド

31の大都市で土地利用の

75,000サイト 変遷からブラウンフィー1998 Sim｡ns4)

ルド推定

i/P誓/13,L7:ウ50万-60万サイトミ空≡芸芸冨望｡推定,1998 Si-ons4,

表3-2 日本における土壌汚染サイトに係る統計値

対象 サイト数 方法 年度 調査者

志若君荒可能性90万サイト慧霊芝k9kT'{ニング業等2000
土壌環境センタ

_7)

亨冒霊的な汚染サイ30万サイト諾志諾諾諾雀率の2000
土壌環境センタ

_7)

実施された土壌調 3,677サイト 1975年-2005年に自治体

査数 (1906サイト汚染有) に届出があった件数
2006 環境省11)

実施された土壌調

査数
9560サイト

2004年､ 2005年に土壌環

境センター会員企業の統 2006

計

土壌環境センタ

Iゞ)

調査後ブラウンフ

ィールド?

(工場跡地で土壌 451サイト

調査がされた後に

現在も工場跡地)

1975年-2005年に自治体

に届出があった件数
2006 環境省2)

調査前ブラウンフ

ィールド?

(土壌汚染対策法3

条に該当したが調

査の猶予を受けて

いるサイト)

983サイト
2003年-2005年に自治体

に届出があった件数
2006 環境省‖)
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3-3 本研究で対象とするブラウンフィールドの定義

本研究では､前述のブラウンフィールドの分類のうち,すべてのPCSにおいて調査がさ

れたと仮定して,その場合の調査後ブラウンフィールド数を対象とした(図3-2に示した調

査後ブラウンフィールド)0

そのため､本研究の推定値は, ｢実際に土壌汚染がない,もしくは対策費用が許容比率以

下のため,調査をすれば調査後ブラウンフィールドにならないが,土地の供給が需要を上

回っているため調査をしていない"調査前ブラウンフィールド=の数｣,は含まれていな

いことに注意が必要である｡

以下､本研究における｢ブラウンフィールド｣を,以下の条件を満たしたサイトと定義

する｡

本研究におけるブラウンフィールドの定義

① pcs (potentiallyConta血natedSite :土壌汚染の可能性があるサイト)である

② 土地の需要と供給に係らず､全てのPCSにおいて土壌調査されたと仮定(調査

前ブラウンフィールドは考慮しない)

③ pcsがCS (Contaminated Site :土壌汚染が確認された汚染サイト)になる条件

として,土壌汚染が存在する

④ csがブラウンフィールドになる条件として,土地価格に対する土壌汚染対策費

用の比率が,土壌汚染対策費用負担者の土地価格に対して土壌汚染対策費用を

許容できる比率(AcceptableBurdenRatio (以下､ ABR))を上回るサイト※ (例

えば,土地価格が10億円,土壌汚染対策費用が3億円のサイトでは､土壌汚染

対策費用負担者のABRが0.3未満であれば､この土地はブラウンフィールドと

なり, ABRが0.3以上であれば､売却できることとなる｡))

3-4 本研究の目的と評価指標

本章では､土壌汚染に起因したブラウンフィールドによる日本の事業者･社会･経済へ

の影響を定量的に評価することを目的とした｡そのための指標を以下に記述する｡
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3-4-1事業者への影響の評価指標

土壌汚染に起因したブラウンフィールドによる事業者への影響の評価指標として､ ｢業種

別,地域別のブラウンフィールド発生確率｣を用いる｡これは事業者が所有地であるPCS

(本研究では､ pcs として全ての製造業,ガソリンスタンド､クリーニング店を対象とし

ている:後述)を廃止し土壌調査を実施した場合に､ブラウンフィールドになる確率であ

る｡加えて,ブラウンフィールド発生確率を推定することで,個々の事業者の所有地がブ

ラウンフィールドになりやすい要素を分析し､影響が大きい要因を特定するo

3-4-2 社会への影響の評価指標

土壌汚染に起因したブラウンフィールドによる社会への影響の評価指標として,潜在的

なブラウンフィールド数を用いる｡ここで潜在的なブラウンフィールド数とは,対象地域

の全てのPCSが廃止され,土壌調査が実施された場合に､その地域において調査後ブラウ

ンフィールドとなるサイト数である｡社会への影響の指標として､潜在的なブラウンフィ

ールド数を用いる理由は､ブラウンフィールド数の増加は､ 2-4-2で述べたように､治安の

悪化,再開発の停滞による地域の雇用･税収･人口の減少とそれに伴う都市自体の活気の

低下といった社会への影響の原因となるからである12)0

まず､日本全体の潜在的なブラウンフィールド数を推定し､アメリカのブラウンフィー

ルド数と比較することで,日本においてブラウンフィールド間題の影響の大きさを相対的

に評価した.次に,地域(都道府県) ･業種･規模別に算出し､ブラウンフィールドが問題

となりやすい都道府県･業種･規模を推定した｡

3-4-3 経済への影響の評価指標

土壌汚染に起因したブラウンフィールドによる経済への評価指標としては, ｢日本におけ

る潜在的なブラウンフィールドの面積､およびこれらの汚染を浄化するために必要な費用｣

を用いる｡これは,ブラウンフィールド間題が生じた場合に未･低利用地となる面積を把

握し,浄化に必要な費用を算出することで､将来,日本において生じる経済への影響の大

きさを把握する｡

これは,日本の全てのPCSが廃止され､土壌調査が実施された場合に,発生するブラウ

ンフィールドの面積であり,ブラウンフィールドを再活用するために必要な費用である｡

318



第3章 土壌汚染に起因する事業者･社会･経済への影響の評価

3-5 モデル

ここでは, 3-4節で定義したブラウンフィールドについて. 3-3節で述べた指標を算出す

るためのモデルの全体像について述べる(図3-4)｡各計算の詳細については,以降の小節

で説明するo

まず, ①事業者への影響を評価するために､ PCSに土壌汚染が発生する確率およびcsが

ブラウンフィールドとなる確率をそれぞれ算出し.これを乗じることでブラウンフィール

ド発生確率(以下､ BF発生確率)を算出したo ここで, BF発生確率は､地価を変数として

算出､および都道府県別の地価の分布を考慮した都道府県別のBF発生確率を算出した｡

また. ②社会への影響を評価するため､地域AのBF発生確率に地域AのPCS数を乗じ

ることで,地域Aの潜在的なブラウンフィールドサイト数を算出したo ここで,潜在的な

ブラウンフィ-ルドサイト数は､日本全体,払道府県毎,業種別および事業所規模別に算

出した｡

最後に, ③経済への影響を論じるため.この潜在的なブラウンフィールドサイト数に対

して､面積,汚染土量および対策費用を乗じることで､潜在的なブラウンフィールドサイ

トの面積､浄化費用等を算出できるo これらの潜在的なブラウンフィールド面積､および

ブラウンフィールドサイトの浄化費用は､日本全体で算出した｡

表3-3に算出する各指標のレベルを示したo

彪Vを与える書* 形Vを与ぇる事I

地域士 #程

草書
地域差

∫-
- I- -

･Jl暮tへの七V
I
--･

事t札I

監｢t--::-:,:;-:7･@[h-BB:-YO･"-:+…F#:::00:
-

､
______⊥__x__J1～BFサ.トの酬ヒ*1l

I

l

l

ヽ

サイト両横

汚染土t

■llllll■ ー ■- - ■■ - - - lllllllll■
- -

-

図3-4 モデルの概念図
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表3-3 算出する指標のレベル

対象 評価指標 対象レベル

事業者ヘの影響 ブラウンフィールド発生確率
個々の事業者

都道府県別

社会ヘの影響 ブラウンフィールド数

日本全体

都道府県別

業種別

事業者規模別

経済への影響
ブラウンフィールド面積 日本全体

ブラウンフィールド浄化費用 日本全体

3-5-1 PCSに土壌汚染が存在する確率

PCS (土壌汚染の可能性がある土地)に土壌汚染が存在する確率は,以下の数式3-1で算

出できる｡

ho

-(若〕
数式31.

ここで, ho･.業種oのPCSにおいて土壌汚染が発生する確率, ao:業種oのPCSで土壌汚

染調査を実施した際に､土壌汚染が確認されたサイト数, bo:業種oのPCSで土壌汚染調

査を実施したサイト数,
o:業種であるo

本研究では､土壌汚染は一般に移動性が低く局所的に存在することから, PCSに土壌汚

染が存在する確率は,周辺の汚染地等から対象となるPCSに土壌汚染が広がってくる可能

性は低く, pCSにのみ依存すると仮定し, pCSに土壌汚染が存在する確率(ho)には地域差

はないとした｡実際には､人口密度､事業者の規模､環境に対する姿勢等により､土壌汚

染発生確率は影響受けると考えられるが､ここでは考慮しないこととした｡
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3-5-2 CSがブラウンフィールドとなる確率の算出方法

3-5-211 CSがブラウンフィ-ルドとなる確率の算出方法(個別サイト)

本研究では､ CS (土壌汚染が確認されたサイト)がブラウンフィールドとなるのは､土

地価格に対する土壌汚染対策費用の比率が､ ABRを超過した場合と定義した(図3-5)｡個

別サイトごとの､土地価格に対する土壌汚染対策費用の比率の確率密度分布は次式で算出

できる｡ここでは､個別のCSがブラウンフィールドとなる確率を計算するため,土地価格

を変数としている｡

jo(k)-
io x Cost

数式3-2

ここで､ jo (k) :業種oの土地価格に対する土壌汚染対策費用の比率の確率密度関数(円

/円)､ io :業種oのCSにおける単位面積当たりの想定汚染土量の確率密度関数(m3/m2)､

cost:単位汚染土壌当たりの対策費用(円/m3)､ k:単位面積当たりの土地価格(円/m2)

である｡

なお,単位汚染土壌当たりの対策費用は,汚染土壌量によって変化すると考えられるが､

ここでは定数として取り扱う｡また,土地価格についても,土地の面積､立地等により変

化すると考えられるが､ここでは定数として取り扱う｡

次に､土地価格に対する土壌汚染対策費用の比率の確率密度分布(jo (k))が, ABRを超

過する確率,つまりCSがブラウンフィールドとなる確率は､次式で計算できる｡

BFo(z,k) =

prob(jo(k)
>

z)
数式3-3

ここで, z:ABR (円/円), BFo (z,k) :業種oのCSがブラウンフィールドとなる(jo (k)

がzを超過する確率)である｡
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3-5-2-2 CSがブラウンフィールドとなる確率の算出方法(地域)

対象地域の全csにおける,土地価格に対する土壌汚染対策費用の比率の確率密度分布は

次式で算出できる｡ここでは､対象地域のCSがブラウンフィールドとなる確率を計算する

ため､土地価格に対象地域のCSの確率密度分布を用いる｡

jo,w

lo X Cost

i･I)
I.～

数式3-4

ここで,jo,w:菜種o,地域wの土地価格に対する土壌汚染対策費用の比率の確率密度関数(円

/円)､ kpw:地域wの単位面積当たりの土地価格の確率密度関数(円/m2)､ w･.対象地域､で

ある｡

次に,対象地域の全csにおける,土地価格に対する土壌汚染対策費用の比率の確率密度

分布(jo,w 6',k))がABRを超過する確率､つまりCSがブラウンフィールドとなる確率は､

次式で計算できる｡

BFo,w(z) -
prob(jo,w'z)

数式3-5

ここで, z:ABR (円/円), BFo.I.. (z) :菜種o.地域wのCSがブラウンフィールドとなる

(jo,wがzを超過する確率)である｡
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3-5-2-3 CSにおける単位面積当たりの汚染土壌量の算出

ここでは､ csがブラウンフィールドとなる確率の算出(数式312,数式314)に必要なCS

における単位面積当たりの想定汚染土量の確率密度関数の算出方法について述べる｡

汚染サイトにおける想定汚染土量を算出することは､非常に難しい｡その理由は大きく3

つある｡一つは､汚染物質の種類､使用量,使用年数,使用方法,管理方法により､土壌

中に付加されている汚染物質量は異なることである｡二つ目は､水文地質状況により､土

壌中に付加された汚染物質の拡散状況が異なることである｡最後は,各国により規制物質､

基準値や分析方法が異なるため､ "汚染土壌"の定義が各国によって異なることである｡

本研究では､各国による基準値･分析方法の違いについては､日本の基準値での汚染土

壌量を前提するため考慮しないこととし,付加された汚染土壌物質およびその拡散状況に

ついては,サイト毎に異なることを前提として,統計的な処理を用いて表現したo

まず,実際のCSにおける単位面積当たりの汚染土量を次式で計算し,単位面積当たりの

汚染土量の分布を得た.

xo･n

-〔岩〕
数式3-6

ここで, xo,n :業種oの汚染サイトnにおける単位面積当たりの汚染土量(m3/m2)､ co,n :莱

種oの汚染サイト乃での汚染土量(m3),Ao,n:業種oの汚染サイトnの面積(m2),である｡

次に,得られたxo,nの分布に,最も適合する確率密度関数をフィッティングすることで､

CSにおける単位面積当たりの想定汚染土量の確率密度関数を得た｡

io = jit(dis(xo)) 数式3-7

ここで､ io:業種oのCSにおける単位面積当たりの想定汚染土量の確率密度関数(m3/m2)､

dis (xo) :業種oの実際のxoの頻度分布(m3/m2)である｡
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3-5-3 ブラウンフィールド発生確率

pcsがブラウンフィールドとなる確率は､ pCSがCSとなる確率とCSがブラウンフィー

ルドとなる確率の積で得られる｡個別サイトにおけるブラウンフィールド発生確率の計算

式を数式3-8に,対象地域のブラウンフィールド発生確率の計算式を数式3-9示す｡

BFRisko(z,k) = BFo (z,k)x ho

BFRisko"(z) = BFo,w(z)x ho

数式3-8

数式3-9

ここで､ BFRisko (z,k) :菜種o.地価がkのサイトにおける､ ABRがzの場合の､個別サ

イトブラウンフィールド発生確率､ BFRisko,帆, (z) :菜種o,地域wにおける, ABRがzの

場合の､サイトブラウンフィールド発生確率である｡

3-5-4 潜在的なブラウンフィールド数の推定

対象地域の潜在的なブラウンフィールド数は,対象地域の業種毎,事業所規模別のPCS

数に､都道府県･業種毎のブラウンフィールド発生確率を乗じることで算出できる｡

BFNo",A (z)= BFRisko,w (z)x PCSNo,w,A 数式3-10

ここで, BFNo.w.A (z) : ABRがzの場合の,芙種o.地域w.事業所の規模Aの潜在的な

ブラウンフィールド数, pcsNo.叫d:菜種o.地域w.事業所の規模AのPCS数, A:事業所

の面積もしくは従業員規模,である｡
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3-5-5 潜在的なブラウンフィールド面積の推定

対象地域の潜在的なブラウンフィールドの面積は,対象地域の地域別､業種毎､事業所

の規模毎のブラウンフィールド数に,地域別の事業所の規模毎の平均面積を乗じることで

算出できる｡

BFA叫γ,A (z) - BFNo,w,A (z)× Areaw,A 数式3-ll

ここで､ Bl%.w,A (z) : ABRがzの場合の,菜種o,地域w.事業所の規模Aの潜在的な

ブラウンフィールド面積, AneaA
:事業所の規模Aの平均面積,である｡

なお,対象サイトがブラウンフィールドとなる場合,対象地全体がブラウンフィールド

となると仮定した｡

3-5-6 潜在的なブラウンフィールドサイトの浄化費用の推定

対象地域の潜在的なブラウンフィールドの浄化費用は,対象地域の地域別,業種毎､事

業所の規模毎のブラウンフィールド面積に,対象地域のブラウンフィールド化した平均的

な土地の想定汚染土量および対策単価を乗じることで算出できる｡

BFCosto,w,A (z) = BFAo",A (z)x iBFo,w x Cost 数式3-12

ここで､ BFCosto.w,A (z) : ABRがzの場合の､業種o,地域w.事業所の規模Aの潜在的

なブラウンフィールドの浄化費用､ iBFo,w:菜種o,地域wの対象地域のブラウンフィール

ド化した土地の想定汚染土量の期待値(m3/m2),であるo
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第3章 土壌汚染に起因する事業者･社会･経済への影響の評価

3-6 使用データ

本研究では､解析の対象とする業種として､製造業､ガソリンスタンド,クリーニング

店を選択した｡これらの業種が日本におけるPCS (土壌汚染の可能性がある土地)の約9

割を占めていることから,廃棄物処分場､自動車整備業,研究施設,自衛隊･米軍基地等

については,今回は考慮しなかった｡

製造業の事業所数は､最も多かった1983年と比較して､ 2003年度にはその約1/3に当た

る約25万サイトの事業所が廃止され,その多くは土壌調査が実施されないまま,別の用途

に利用されている｡これらのサイトについても土壌汚染の可能性があるPCSとして該当す

ると判断したことから､ pCS数については,製造業,ガソリンスタンド､クリーニング店

の数が,過去および現在で最も多かった年度のPCS数を用いた｡また,地価については､

平成17年度地価公示を用いて評価した｡
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第3章 土壌汚染に起因する事業者･社会･経済への影響の評価

3-6-1 土壌汚染存在確率に関するデ-夕

3-6-1-1製造業に関するデータ

製造業における土壌汚染存在確率のデータは､環境省6)の統計データを基本に算出した.

2004年までに地方自治体に報告があった土壌汚染調査結果より､製造業の業種毎に算出し

た土壌汚染存在確率(ho)に係るデータ6)､および1998年から2003年の期間に減少した事

業所数13)に対する同期間に報告された土壌汚染調査数5,) 14)の割合(以下､調査報告率)を

製造業の業種毎にまとめたものを表3-4に示す｡

製造業の業種毎の土壌汚染が存在する確率は,飲料･飼料･たばこ製造業および木材･

木製品製造業を除いて､ 60%-100%の範囲であった｡また,調査報告率は,最も高い化学

工業で13.3%､最も低い衣服･その他繊維製品製造業で0.03%､全業種平均で0.52%と業種

により異なった.調査報告率が低い業種は､資料等調査の結果,有害物質を使用していな

いと判断された場合､土壌汚染調査の結果,汚染がないと判断された場合においては,地

方自治体に報告していないケースが多いためと考えられる｡そこで､本研究では平均値よ

り調査報告率が低い場合は,なんらかの調査を実施したが汚染の可能性もしくは汚染がな

いと判断されたと仮定して､次式で補正した｡

DPo1998-2003
>DP[三?a9/8-2003,

ho'-ho

DPo1998-2003 ≦DI:三?a918-2003,ho--ho x
DP
1998~2003

0

DISニ?a918I
2003

数式3-13

ここで, DP1998~2003 : 1998年から2003年の業種oの調査報告率､ DP(三?a9/8-2003‥ 1998年か(フ

ら2003年の全製造業の調査報告率, ho':業種oの補正後の土壌汚染存在確率､である｡

補正の結果を,表3-4に示す｡ここで,補正後の土壌汚染存在確率が50%未満の業種を､

汚染の可能性が少ない製造業1, 50%以上の業種を汚染の可能性が高い製造業2とし,平均

値(製造業1 : 11%､製造業2:67%)を用いて以降の解析を行った.

そのため製造業に関しては,数式3-8,数式3-9におけるhoに補正後のho'を用いた.

3-17



第3章 土壌汚染に起因する事業者･社会･経済への影響の評価

表3-4 製造業の業種ごとの土壌汚染存在確率と調査事例報告率

業種(製造業)
調査事例調査報告率13)土壌汚染存在確率

数5'14)(bo)DPo1998-2003(ho)補正酎'(hu,)補正後

国

食料品 160.14%69%19%

飲料.飼料.たばこ 30.19%33%12%

繊維工業 260.12%85%20%

衣服.その他の繊維製品 70.03%100%6%

木材.木製品 110.03%45%j%

追
業 家具.装備品 30.10%100%20%

1

パルプ.舵.紙加工品 50.14%60%17%

出版.印刷.同関連産業 230.10%83%17%

なめし革.同製品.毛皮 60.12%83%20%

その他 90.05%78%7%

合計 1090.09%76%11%

国

プラスチック製品 190.32%79%50%

化学工業 16413.31%66%※66%

石油製品.石炭製品 134.49%69%※69%

ゴム製品 130.50%62%60%

窯業ー土石製品 500.66%78%莱78%

鉄鋼業 592.46%75%※75%

追
業 非鉄金属

904.90%68%※68%

2

金属製品 2360.71%67%※67%

一般機械器具 980.49%72%69%

電気機械器具 2521.29%65%※65%

輸送用機械器具 1533.10%65%※65%

精密機械器具 531.73%79%※79%

合計 1,2001.13%68%67%

全体 1,3090.52%69%46%

※ )武器製造業については,事例数が少ないため対象外とした｡また､ ※は補正をしないことを示す｡

※ 太字は製造業1,製造業2の中の最大値を,イタリック体字は最小値を示す｡
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第3章 土壌汚染に起因する事業者･社会･経済への影響の評価

3-6-1-2 ガソリンスタンド･クリーニング店に関するデータ

クリーニング店における土壌汚染存在確率のデータは,環境省6)の統計データより､ガ

ソリンスタンドにおける土壌汚染存在確率のデータは,首都圏の自治体に届出が確認され

たデータ15)より算出した｡算出された土壌汚染存在確率を表3-2に示す｡

ガソリンスタンドについては､調査事例数が全数ではないため､調査報告率による補正

は実施しなかった｡また,クリーニング店は､調査報告率が0.92%であり,製造業の平均を

超えていたいため,ここでは補正は実施しなかった｡

表3-5 ガソリンスタンド･クリーニング店の土壌汚染存在確率と調査事例報告率

業種(製造業) 調査事例数(bu)調査報告率土壌汚染存在確率(ho)

ガソリンスタンド15) 5133%

クリーニング店6) 1470.92%61%
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3-6-2 PCSにおける想定汚染土量に関するデータ

PCSにおける想定汚染土量に関するデータは､首都圏の製造業の跡地で実際に土壌汚染

調査が実施され土壌汚染が確認された165事例15)より得た｡

想定汚染土量は,有害物質の使用量,期間,物質等に大きな影響を受ける｡そのため､

想定汚染土量に関するパラメータ(xn)の分布は,土壌汚染存在確率が50%未満である汚染

の可能性が少ない製造業(以下,製造業1)､ 50%以上である製造業(以下､製造業2)､ク

リーニング店･ガソリンスタンドの3つに分けて算出し､その分布を確率密度関数として

対数正規分布にフィッティングした｡ここで､クリーニング店(n-8)､ガソリンスタンド

(n-14)については母数が少なく,かつ､ヒストグラムが類似していたため,両者の事例

を合わせたデータにより解析を実施した.

その結果を表3-6に示す｡製造業1に関しては幾何平均値o.17m5/m2を､製造業2に関し

ては幾何平均値o･23m3/m2､クリーニング店･ガソリンスタンドに関してはo.89m3/m2を得

たo製造業1､製造業2､およびクリーニング店､ガソリンスタンドの合計したxnのヒスト

グラムと確率密度関数を図3-6-図3-8に示す｡

表316 想定汚染土量に関するパラメータ

GM GSD

(幾何平均値) (幾何標準偏差)

P値 N

製造業1

製造業2

クリーニング店･

ガソリンスタンド

o.17 m3/m2 5.9

o.23 m3/m2 6.0

o.89 m3/m2 3.0

0.64 18

0.08 125

0.35 22
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単位面積当たLJの汚染土量(m3/n2)

園3-6 単位面積当たLJの汚染土量のヒストグラムと確率密度関数(製造業1 )
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国3-7 単位面積当たりの汚染土量のヒストグラムと確率密度関数(製造業2)
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図3-8 単位面積当たりの汚染土量のヒストグラムと確率密度関数(クリーニング&ガソリ

ンスタンド店)
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3-6-3 土壌汚染対策費用データ

現在の土壌汚染対策法では,対策方法は汚染土壌を除去する方法や汚染土壌を残したま

まリスクを管理する方法等が認められており16),対策方法により対策単価も大きく変わる｡

土壌環境センターの統計によると､対策方法として汚染土壌の掘削除去が最も多く採用さ

れており,全体の75%に上る2)｡そのため､本章では､対策方法として掘削除去を想定した｡

現在,掘削除去後,埋め立て処分を実施すると汚染土壌1m3当り45,000円-55,000円(比

重1.8g/cm3で算定)の処理費用がかかるといわれている17)｡これは､汚染土壌量および処分

地との距離によって変化する｡汚染土壌量が少ない場合､工事費が割高になるため単価は

上昇する｡また,処分地と汚染地の距離が離れていれば､単価は上昇する｡近年処理単価

が徐々に安価になっていることを勘案し､単位汚染土壌当たりの対策費用としては40,000

円/m3を用いた.
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3-6-4 土地価格データ

土地価格は,個別サイトについて算出する場合(数式312)は､変数として100円/m2-100

万円/m2までの値を採用したoまた､地域について算出する場合(数式314)は,平成17年

地価公示(国土交通省)のデータを用い､都道府県毎の地価の分布に対して､対数正規分

布を仮定した確率密度関数をフィッティングし､各都道府県のPCSの土地価格の分布とし

たo

製造業およびガソリンスタンドに関しては,位置する可能性が高いと考えられる工業専

用地､準工業地,商業地のデータを.クリ-ニング店については､商業地のデータを用い

て解析を行った18'｡使用したデータを､図319,図3-10､表3-7に示す.

｡♂

図319 都道府県別の地価の幾何平均値の分布(工業専用地､準工業地､商業地) (円/m2)

製造業1,製造業2､ガソリンスタンドに使用

!
80(柑0(I
70(柑00

600(】0(I

5(10000
408000

3000【10

2000DO
100000

o9

図3-10都道府県別の地価の幾何平均値の分布(商業地) (円/m2)クリ-ニングに使用
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表3-7 解析に使用した地価の確率密度関数(円/m2)

工業専用地,準工業地,商業地を含む商業地のみ

GM(幾何平均値)(鮒;S*D偏差)GMGSD
-.J.= 52,5592.465,l392.2

青森県 57,3492.170,4681.9

岩手県 91,1981.996,1691.9

宮城県 86,7872.9106,7122.9

秋田県 54,1652.055,1762.1

山形県 55,0311.959,2981.9

福島県 53,1401.962,5931.8

茨城県 57,6201.766,6601.6

栃木県 67,7561.884,3591.7

群馬県 67,2191.774,8321.7

埼玉県 166,3482.2209,1732.2

千葉県 100,7352.8141,4292.9

東京都 645,1682.7801,5342.7

神奈川県 244,1861.9311,5181.7

新潟県 65,3012.074,5141.9

富山県 60,7412.182,9691.8

石川県 83,8021.997,4492.0

福井県 86,6581.897,1141.8

山梨県 63,9451.666,7611.6

長野県 74,2231.979,3521.8

岐阜県 73,8131.783,0771.7

静岡県 103,4703.4121,1941.7

愛知県 129,0412.0170,6452.0

三重県 59,1601.875,9411.6

滋賀県 63,5052.075,1201.9

京都府 197,4922.0245,7302.0

大阪府 212,9242.2324,9342.0

兵庫県 152,1992.2199,3952.1

奈良県 103,0481.8126,0071.8

和歌山県 98,9401.6104,5821.6

鳥取県 61,3321.865,5951.9

島根県 63,7362.165,1972.1

岡山県 80,3851.999,9391.9

広島県 142,4282.4185,4302.2

山口県 69,5461.882,8881.7

徳島県 117,1122.0154,2941.7

香川県 84,1042.0102,8121.9

愛媛県 91,7952.0108,0191.7

高知県 117,6092.1121,7812.0

福岡県 117,9202.6147,1522.5

佐賀県 66,8641.873,5331.8

長崎県 93,0192.1103,9072.1

熊本県 94,0542.4108,4592.3

大分県 83,0221.893,922l.8

宮崎県 57,4121.960,3461.9

鹿児島県 84,3022.584,0662.6

沖縄県 108,8621.8114,3551.7

3-24



第3章 土壌汚染に起因する事業者･社会･経済への影響の評価

3-6-5 PCSサイト数

製造業のPCSサイト数は,工業統計調査｢産業編｣より,過去および現在で,製造業の

事業所数が最も多かった1983年(780,253サイト)のデータ14'を用い,業種臥都道府県

別に算出した｡

また､本研究ではガソリンスタンドのデータは.資源エネルギー庁｢エネルギー生産･

需給統計年報=石油･石炭･コークス｣より事業所数が最も多かった1997年のデータ】9)

を､クリ-ニング店のデータは,厚生労働省｢衛生行政業務報告｣より事業所数が最も多

かった1975年のデータ20)杏.施設数から取次所の数を減じて算出したo

また,本研究では前述したように､ PCSとして製造業,ガソリンスタンド,クリーニン

グ店のみを考慮し,廃棄物処分場､自動車整備業,研究施設､自衛隊･米軍基地等は考慮

していないo

oO

0 400km

-..一.__｣_
]

国3-11都道府県別のPCS数の分布
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第3章 土壌汚染に起因する事業者･社会･経済への影響の評価

表318 業種･都道府県毎のPCS数

pcs数

都道府県名 合計 製造業1製造業2ガソリンスタクリーニング

ンド店

北海道 18,493 9,8083,8373,0991,749

青森県 6,117 3,303935921958

岩手県 6 3,1781,512950543

宮城県 9 5,0312,4281,276780

秋田県 6 3,9931,255796537

山形県 9 5,2812,703884506

福島県 13,403 7,1893,9961,368850

茨城県 17,700 6,8187,7861,9911,105

栃木県 18 9,5436,3921,365865

群馬県 20 9,0808,7191,317995

埼玉県 43 16,19522,8392,1282,644

千葉県 18 7,7(叫7,0372,4261,774

東京都 112 51,92347,9542,7509,778

神奈川県 31,543 8,32117,7212,0033,498

新潟県 23,975 lO,83910,5881,556992

富山県 8 3,7413,356652537

石川県 16 ll,0233,982711580

福井県 EE 7,4652,932531365

山梨県 ll 7,0842,964654384

長野県 19,197 7,5349,3941,479790

岐阜県 29,134 15,44711,444l,304939

静岡県 36 19,08113,6212,0431,975

愛知県 70 34,70129,2593,0393,259

三重県 13,941 6,4215,6291,130761

滋賀県 9,585 5,5763,073606330

京都府 34 27,0945,3478961,424

大阪府 86 35,59643,5512,2664,589

兵庫県 36 16,61015,1591,8872,690

奈良県 9 6,3202,239544442

和歌山県 8,763 6,0861,443688546

鳥取県 3,332 1,843789425275

島根県 4 2,6191,079621253

岡山県 14 88183,8711,237610

広島県 18 8,9916,2731,5051,466

山口県 7,188 3,6021,982930674

徳島県 6,137 3,9901,060653434

香川娯 8 5,0352,311656492

愛媛県 9 5,6522,20999584l

高知県 4,956 2,6591,l73650474

福岡県 20,037 10,4455,3092,0522,231

佐賀県 4 2,0221,519607314

長崎県 6 3,5161,890821714

熊本県 7 4,0501,7181,397563

大分県 5 2,8781,133840468

宮崎県 5 2,840930896579

鹿児島県 10 6,5921,383l,425715

沖縄県 3,868 2,090907479392

合計 898,387 445,627334,63159,44958,680
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3-6-6 ABR (土地価格に対する土壌汚染対策費用の許容負担率)

ABRは,土壌汚染対策費用負担者の環境に対する考え方､経済状況によって変化すると

考えられる｡

ここでは,妥当なABRの値を想定するために､土壌汚染が存在した工場跡地で､実際に

土地が売却された54サイトにおよび､売却ができていない2サイトの､土地価格と土壌汚

染対策費用の関係を調べたoその結果を図319に示す｡

本計算では,土壌汚染対策費用は汚染土量に掘削除去を前提とした対策単価40,000円を

乗じて算出し,土地の価格は､土地面積に土地の単価を乗じて算出した｡土地の単価は,

そのサイトの住所より,そのサイト近傍の土地価格として,平成17年路線化図より算出し

た.土地単価は､幾何平均値222,000円(幾何標準偏差: 2.0､範囲: 20,000円-1,200,000

円)であり,想定汚染土量は, 0.21m3/m2 (幾何標準偏差: 5.7)であったo

この結果､土壌汚染対策費用が土地価格に対して3割以下であれば全てのサイトが売却

されていることが確認されたが､ 3割以上であれば,売却がされていないサイトが6サイト

中､ 2サイト存在することが確認されたo

また､この条件(土地単価は,幾何平均値222,000円(幾何標準偏差: 2.0)､想定汚染土

量は, o.21m3/m2 (幾何標準偏差: 5.7))を用いて,本研究でのモデルを用いて推定された

土壌汚染対策費用/土地価格の確率密度関数と,この事例のヒストグラムを比較したもの

を図3-14に示す｡このサイトでの土壌汚染対策費用/土地価格の分布は.推定値とよく適

合していることから､この結果は､全体を代表している可能性が十分考えられる｡

以上のことから, ABRが0.3を超えた場合,土地を売却しなかった事例があることが確

認された｡また, ABRが0.3以下の場合は､土地を売却していることが確認された｡

よって､本研究では,ブラウンフィールドと判断されるABRとして0.3を採用し,重度

のブラウンフィールドサイトとして､ABR-1.0(土地価格まで土壌汚染対策費用を許容する)

で算出される値を用いた｡
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図3-13土壌汚染が存在した工場跡地で､実際に土地が売却された54サイトにおよぴ､売

却されていない2サイトにおける土地価格と土壌汚染対策費用の関係
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土壌汚染対策費用/土地価格

図3-14本研究でのモデルを用いて推定された土壌汚染対策費用/土地価格の確率密度関

数と､本事例のヒストグラム
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3-6-7 事業所の規模別面積

ここでは,数式3-11で用いる事業所の平均面積について記述する｡従業員数が30人以上

の製造業の事業所平均面積は,工業統計調査｢用地用水編｣より､過去および現在で､製

造業の事業所数が最も多かった1983年(780,253サイト)のデータ21)を用い､業種別､都

道府県別に算出した｡面積については,敷地面積および建築面積を用いてそれぞれ算出し

た.表319に､使用した事業所の規模別単位面積の全国の平均値を示す.

また,従業員数が30人以下の製造業の事業所については､敷地･建築面積に関するデー

タ得られなかったため､ 30人以上の事業所の全国平均のデータより､ 1従業員あたりの建

築面積(46m2/人)を算出し,それに従業員数の平均を乗じて建築面積を推定した｡なお,

敷地面積は､ 4人未満, 4-9人の事業所に関しては､ 30人以上の事業所における500m2未

満の建築面積と敷地面積の比率を, 10119人､ 20-29人の事業所に関しては, 1000m2～3000 m2

未満の比率を用いて推定した｡

ガソリンスタンドおよびクリーニング店の面積は､首都圏の自治体に届出が確認された

データ15)より平均値を算出し,敷地面積と建築面積は同じと仮定した｡

表3-9 製造業の事業所の規模別面積(全国平均値)

.□1事業所あたリの面積(m2/事業所)

敷地面積建築面積

製

追

4人未満 12792

4-9人 444322

10-19^ 1,094690

20-29人 2,1231,150

30人以上

500mz未満 318231

500m2-1,000m2未満 767484

莱 1,000m2-3,000m2未満 1,9441,053

3,000mz-5,000m2未満 3,925l,850

5,000m2-1万m2未満 7,2473,082

1万m2-3万m2未満 17,3396,264

3万m2-10万m2未満 51,78615,220

10万m2以上 339,95170,654

ガソリンスタンド 667同左

クリ-二ング店 1,218同左

※ 30人以上の製造業については､各都道府県別に算出し､計算している
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3-6-8 ブラウンフィールドサイトの想定汚染土量

ここでは､数式3-12で用いるブラウンフィールドサイトの想定汚染土量の期待値につい

て記述する｡通常の汚染サイトの想定汚染土量は､表3-6に示した幾何平均値および幾何

標準偏差でその分布が表現される｡しかしながら,ブラウンフィールドサイトは,表3-6

に示した値よりも大きくなり,かつ､対象とする地域､業種によって異なる｡

そこで,本小節では,ブラウンフィールドサイトの想定汚染土量の期待値について､実

際に都道府県毎,業種毎に計算した.その結果を表3-10に示す.

また,土壌汚染サイトの想定汚染土量は､製造業1で0.43 m3/m2,製造業2で0.67m3/m2､

クリーニング店､ガソリンスタンドで, 1.38m3/m2であったo
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表3110 ブラウンフィールドサイトの想定汚染土量の期待値(m3/m2)

都道府県+++++ 製造業1 製造業2 ガソリンスタンド クリーニング店

1.6 1.7

1.7 1.8

2.1 2.1

2.0 2.1

1.6 1.8

1.6 1.8

I.6 1.7

1.7 1.8

1.8 1.9

1.8 1.9

2.9 2.8

2.2 2.2

6.2 6.1

3.6 3.4

1.8 1.9

1.7 1.8

2.0 2.0

2.0 2.I

1.7 1.8

1.9 1.9

I.9 1.9

2_2 2.2

2.5 2.4

1.7 1.8

1.7 1.8

3.2 3.0

3.3 3.2

2.7 2.6

2.2 2.2

2.1 2.2

1.7 1.8

1.7 1.8

1.9 2.0

2.7 2.6

1.8 1.9

2.4 2.3

2.0 2.0

2.1 2.1

2.4 2.3

2.4 2.3

1.8 1.9

2.1 2.1

2.1 2.1

2.0 2.0

1.7 1.8

2.0 2.0

2.3 2.3
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317 結果1事業者に対する影響

3-7-1 ブラウンフィールド発生確率と土地価格､ ABRの関係

PCS (土壌汚染の可能性がある土地)がブラウンフィールドとなる確率(ブラウンフィー

ルド発生確率)について土地価格および業種の影響を図3-15に示す｡ここで､土地所有者

のABR (土地価格に対して土壌汚染対策費用を許容する割合)については, 3-6-6の議論に

より, 0.3を用いた｡

ブラウンフィールド発生確率は,いずれの業種でも地価が100万円/m2では1%以下と低

いが,地価が安くなるにつれて､上昇する｡地価が10万円/m2になると製造業1では3%と

低いが､製造業2,ガソリンスタンドでは16-20%,クリーニング店では34%となる｡さら

に地価が安くなり, 1万円/m2になると製造業1では8%と,製造業2では49%,ガソリンス

タンドとクリーニング店では,上限値近くの33%, 60%となる｡ここで上限値とは土壌汚染

が存在する確率である｡

ガソリンスタンドとクリーニング店では,地価が1万円/m2以下の場合､土壌汚染が存在

した場合は､ブラウンフィールドとなることが確認された｡また,製造業1､製造業2の場

合は,地価が1000円/m2以下の場合に､土壌汚染が存在するとブラウンフィールドになる

ことが確認された｡

また,図3-14-図3-17に業種別のブラウンフィールド発生確率とABRの関係を､いくつ

かの土地価格の場合について示した｡製造業1, 2は地価が1000円/m2以下の場合,ガソリ

ンスタンドとクリーニング店は地価が1万円/m2以下の場合､ ABRの値に係らず､ブラウン

フィールド発生確率は上限値付近であることが確認された｡また,それ以上の地価の場合

は､ ABRによる影響を大きく受けることが確認された｡
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1一 製造業l _ガソリンスタンド
- 製造業2 --クリーニング店

100 1.000 10,000 100,000 1,000,00 10,000.0

0 00

地価(円/m2)

国3-15 BF発生確率の地価･業種による遠い(ABR-0,3)
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図3-16 製造業1のBF発生確率とABR

100%

80%

毒60%
廿1
盟
誌 40%

20%

0ヽ

0.0 0.1 D.2 0.3 04 05 06 07 0.8 0.9 10

ABR(円/円)

oo o. o2

0･3芸｡(o;5,RO;6
0･7 0･8

0･9.0[亙亘亘]

園3-17 製造業2のBF発生確率とABR

図3-18 GSのBF発生確率とABR

GS:ガソリンスタンド､ CL:クリーニング店を示す｡

園3-19 CLのBF発生確率とABR

土地価格100円/m2
土地価格1,000円血2
土地価格10,000円血Z
土地価格100,000円血2

土地価格1,000,000円ノm2
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3-7-2 BF発生確率の地域差

業種別のBF発生確率東京､東京を除く3大都市圏,その他の地域での平均値を表3-ll

に､都道府県別のBF発生確率図3-20-図3-23に示す｡ここで､土地所有者のABRにつ

いては､ 3-6-6の議論により､ 0.3を用いた｡

製造業1は4つの業種の中で最も低く､全都道府県でブラウンフィールド発生確率が5%

以下である(図3-20)｡また,製造業2とガソリンスタンドは同様の傾向を示し, 15%-25%

の範囲の多くの道府県がある(図3-21､図3-22)｡そして,クリーニング店は､ 4つの業種

の中で最も高く,多くの道府県が25%-45%の範囲にある(図3-23)0

次に､地域による差をみると､いずれの業種でも地価がもっとも高い東京が最も低く､

製造業1で0.3%､それ以外の業種は3-6%であり,次いで神奈川,大阪,京都といった3

大都市圏が低い結果となった｡また､製造業2では北海道が25%で,ガソリンスタンドで

は福島県が24%で､クリーニング店では秋田県が44%で最も高い結果となった｡地域別で

見ると,表3-11にあるように,東京都と上記以外の都道府県では､ BF発生確率に6-10

倍程度差があることが確認された｡

このように,製造業1以外は,地域によりBF発生確率に大きな差が生じることが確認さ

れ,主に地価が安い地域で高い傾向にあることが確認された.また,業種別ではクリーニ

ング店が最も高く,次いで製造業1,ガソリンスタンド､そして製造業1が極端に低い結果

となった｡

表3-ll PCSがBFとなる確率の地域差

製造業1

東京都 0.3%

1%

3%

東京以外の3大都市圏を含む

都道府県

上記以外平均

製造業2 GS CL

3% 4% 6%

12% 13% 19%

20% 20% 36%

※ここで東京以外の3大都市圏を含む都道府県とは､千葉県､神奈川県､埼玉県､愛知県､

兵庫県､大阪府､京都府を指す｡
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国3-20製道業1の都道府県別の8F発生確 図3-21製造業2の都道府県別の

率(ABR-03) BF発生確率(ABR-0.3)

園3-22 ガソリンスタンドの都道府県別の 図3-23クリーニング店の都道府県別の

BF発生確率(ABR-0.3) BF発生確率(ABR-0.3)
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3-7-3 影響評価結果からの考察

本節では,土壌汚染に起因したブラウンフィールドによる事業者への影響の評価指標と

して､事業者の所有地であるPCSがブラウンフィールドとなる確率を､土壌汚染対策費用､

土地価格およびABRから算出するモデルを構築し,業種別､都道府県別に算出した.

3-7-3-1事業者が受ける影響

本節の結果から,土壌汚染に起因したブラウンフィールドによる事業者への影響は,莱

種･地域により大きな差があることが確認された｡

影響が大きい事業者は､ 3大都市圏を除いた道県におけるクリーニング店(図3-23)､製

造業1 (図3-21)およびガソリンスタンド(図3-22)である｡現在､土壌汚染調査が実施

されているのは主に首都圏および大阪府､愛知県といったBF発生確率が低い地域である｡

しかしながら,今後､ 3大都市圏を除いた道県においても土壌調査数が増えると考えられ

今後,このような地域では､ブラウンフィールドとなるサイトが急増する可能性が示唆さ

れた｡また,これらの地域･業種において, PCSを所有している企業は､売却時に所有地

がブラウンフィールドとなることで売却できなくなる可能性が示唆され､企業経営へ影響

を与える可能性が高いことが確認された｡

一方,製造業1に関しては,全ての都道府県でブラウンフィールド発生確率が5%以下で

あり､事業者にとってリスクは少ないと考えられる(図3-20)｡

クリーニング店のブラウンフィールド発生確率が高くなる理由は､ ①汚染の発生確率が

61%と最も高い製造業2の67%についで高く､ ②想定汚染土量の幾何平均値が0･89m3/m2

と製造業2の0.23m3/m2と比較して4倍程度高いためと考えられる｡図3-15に示したよう

に､土地価格が3000円/m2-100万円/m2の範囲であれば,ブラウンフィールド発生確率は,

クリーニング店が最も高い値となるo

3_7-3-2 ブラウンフィールド発生確率に関する諸外国との比較

ブラウンフィールド発生確率に影響を与える要因として,最も大きいのが地価である｡

図3-15に示したように,ブラウンフィールド発生確率は､地価により大きく変動する｡日

本平均的な地価の範囲は､ 1000円/m2-100万円/m2の範囲であり､ブラウンフィールド発生

確率が変動する範囲であることが確認された｡

日本の地価は世界的に見て非常に高い水準にあり22)､この結果は,土壌汚染が存在した場

合でも日本では自主的に浄化が進むことが多いことを示唆しており,ブラウンフィールド
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が発生する確率は低い国であると考えられる｡しかしながら,地価が安い国(例えば100

円/m2)の場合は,土壌汚染が存在した場合,ほぼ確実に､土壌汚染対策費用は土地価格に

対するABRを超えるため､土壌汚染の存在するサイトがブラウンフィールドとなることを

意味していると考えられる｡これは､アメリカ等の地価が安い国では土壌汚染の可能性が

あるというだけで,当該サイトがブラウンフィールドとなる理由と考えられる｡

欧米の国の対策単価は日本とは大きく変わらない｡しかしながら,対策単価自体が安い

国では､ブラウンフィールド発生確率は低下することに注意が必要である｡

3-8 結果2 社会に対する影響の評価

3-8-1 日本における潜在的なブラウンフィールド数

日本における潜在的なブラウンフィールド数およびcs数の推定結果を表3-12に示す｡

土壌汚染サイト数は, 331,612サイトと推定され 全pcs (土壌汚染の可能性がある土地)

の37%であったo また, 3-6-6の議論より, ABR (土地価格に対して土壌汚染対策費用を許

容する割合)が0.3で計算した潜在的なブラウンフィールド数は80,030サイトで全pCS数

の9%程度であった｡また､土壌汚染対策費用が土地価格を超過する重度の潜在的なブラウ

ンフィールドサイトは, 26,597サイトと推定されたo

業種別では､製造業2が最も多く46,824サイトであり､次いでクリーニング店､ガソリ

ンスタンドとなり, pCS数が最も多い製造業1が最も潜在的なブラウンフィールドサイト

数が少ないという結果になった｡

表3-12 日本の潜在的なブラウンフィールド数

pcs数 CS数
潜在的なブラウンフィ 重度の潜在的なブラウン

-ルド(ABR-0.3) フィールド(ABR-1.0)

製造業1

製造業2

ガソリンス

タンド

クリーニン

グ

445,627 51,113 (11%)

334,631 225,086 (67%)

59,449 19,618 (33%)

58,680 35,795 (61%)

8,419 (2%)

46,824 (14%)

10,545 (18%)

14】242 (24%)

2,148 (0.5%)

15,284 ( 5%)

4,131 ( 7%)

5,034 ( 9%)

898,387 331,612 (37%) 80,030 ( 9%) 26,597 (3%)

3139



第3章 土壌汚染に起因する事果者･社会･経済への影響の評価

3-8-2 地域別の潜在的なブラウンフィールド数

都道府県別の潜在的なブラウンフィールド数(ABR:0.3の場合)を図3124に､重度の

汚染を持つ潜在的なブラウンフィールドサイト数(ABR : 1,0の場合)を図3-25に示す｡

潜在的なブラウンフィールド数は､最も少ない沖縄県では361サイト､最も多い愛知県

では5,841サイトと推定され,地域により最大で約15倍の差があることが確認されたo
ま

た､潜在的ブラウンフィールド数が2,000サイトを越えた16都道府県は､全て北海道､関

東､中弧 北信越､近畿に位置しており､このエリアで全体の約75%を占めている｡

また､土壌汚染対策費用が土地価格を超過する重度の潜在的なブラウンフィールドサイ

トは､愛知県で最も多く約1,500サイト存在するという結果が得られたo

-
-

~>:

JI I JJ

国3-24都道府県別の潜在的なブラウンフ 園3125都道府県別の重度な潜在的なプラ

イ-ルド数(ABR-0.3) ウンフィールド数(ABR-1･0)
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3-8-3 業種別の潜在的なブラウンフィールド数

業種別の潜在的なブラウンフィールド数(ABR･.0.3の場合)を図3-26に示すo最も潜

在的なブラウンフィ-ルド数が多いのがクリーニング店で全体の18%を.. 2番目は製造業

2の金属製品製造業で全体の16%を. 3番目はガソリンスタンドで全体の13%を､ 4番目は

製造業2の一般機械器具製造業で全体の12%を占めていることが確認されたo また､製造

業1は全体に少なく､最も多いのが繊維工業においても全体の2%であったo
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図3-26 業種別の潜在的なブラウンフィ-ルド数
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3-8-4 規模別の潜在的なブラウンフィールド数

事業所の規模別の潜在的なブラウンフィ-ルド数(ABR: 0.3の場合)を図3127に示すD

事業所の規模は､小規模製造業事業所(敷地面積が1000m2以下,もしくは従業員規模が30

人未満),中規模製造業事業所(敷地面積が1000m2-10000m2)､大規模製造業事業所(敷地

面積が10000m2以上)の3つ､およびガソリンスタンド,クリーニング店に分類した｡

潜在的なブラウンフィールド数は,小規模製造業事業所(敷地面積が1000mヱ以下､もし

くは従業員鬼模が30人未満)が全体の64%を占めていることが確認された｡また,ガソリ

ンスタンド.クリーニング店も,ほとんどが小鬼模製造業事業所と同じ曳模と考えられる

ことを勘案すると､潜在的なブラウンフィールドのうち､ 95%のサイトは小規模な事業所と

なるo

中規模製造業事 大規模製造業事

小規模製造業事

業場
64%

国3127 規模別のブラウンフィ-ルドサイト数
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3-8-5 考察

本節では,土壌汚染に起因したブラウンフィールドによる社会への影響の評価をするた

め, ｢日本における潜在的なブラウンフィールド数｣および｢地域･業種･規模別の潜在的

なブラウンフィールド数｣を算出した｡

3-8-5-1影響が大きい地域･業種･事業所規模

本節の結果､潜在的なブラウンフィールド数が多いのは,愛知県､大阪府､埼玉県,静

岡県,新潟県をはじめとした北海道,関東､中部,北信越､近畿地方であった(図3-24)｡

これらの地域では､ブラウンフィールドの増加により,遊休地の増加による治安の悪化,

再開発の停滞による地域の雇用･税収･人口の減少とそれに伴う都市自体の活気の低下等

の悪影響が懸念される｡

また,潜在的なブラウンフィールド数が多い業種としては､金属製品製造業､クリーニ

ング店,ガソリンスタンド,一般機械器具製造業であり,この4業種で全体の59%を占め

ている(図3-26)｡さらに､事業所の規模別で確認すると､小規模製造業事業所(敷地面積

が1000m2以下,もしくは従業員規模が30人未満)およびクリーニング店,ガソリンスタ

ンドで全体の95%を占めているという結果が得られた(図3-27)｡本モデルでは､事業所の

大きさによって､ BF発生確率に係るパラメータは変えていないため､小規模事業所におい

てブラウンフィールドが多い原因は,日本において小規模事業所数が多いことが原因であ

る｡このような潜在的なブラウンフィールド数が多い地域の自治体,前述の業種の業界団

体については､ブラウンフィールド数が増加し､社会に影響を与える前に,何らかの対応

をとることが望ましい｡

3-8-5-2 年間の発生数の推定

現在､日本ではここ10年間の平均値で見ると,製造業1,2で年間約1.8万サイト､ガソ

リンスタンドが年間約1400サイト,クリーニング店が年間約900サイト減少しており,の

年間約2万サイトのPCSが廃止されている｡また､ 2005年には年間約5000サイトで土壌

調査が実施されている｡ PCSがブラウンフィールドとなる確率が全pCSの9% (表3-12)

という点から年間のブラウンフィールド発生数を推定した｡

その結果､全ての減少したPCSが土壌調査をされ,全国にPCSが存在している比率と同

率で減少すると仮定すると､年間約1,700サイト､土壌調査がされているサイトで考えると,

年間約450サイトのブラウンフィールドが誕生している可能性がある｡土地改変時におい
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て面積等により土壌調査を義務付ける条例がない都道府県も多いことから､後者がより現

実に近い値と考えられる｡

なお､実際には,大規模な製造業事業所は,企業の社会的な責任の観点から土壌汚染対

策費用に係らず,対策を実施する可能性が高い｡また､小規模の事業所は,法･条例にか

からない場合も多く､土壌調査を実施せずに用途転換している事例も多いと考えられるこ

とから,この数は少なくなる可能性がある｡

また､ここでの推定値は､土地の供給が需要を上回っている際に､生じると考えられる

調査前ブラウンフィールド数は含まれていない｡そのため､土地の供給が需要を上回って

いる地方においては,年間のブラウンフィールド発生数が増える可能性がある｡

3-8-5-3 潜在的なブラウンフィールド数のアメリカとの比較

本節の結果､日本における潜在的なブラウンフィールド数は､ 80,030サイトと推定され

た｡この推定値は､アメリカの現存するブラウンフィールド数の推定値である50万サイト

-100万サイト3)4)と比較して6分の1から12分の1程度である｡これは､前節で議論し

たとおり,日本の土地価格がアメリカと比較して高いため22)pcsがブラウンフィールドと

なる確率が低いこと,米国では調査前ブラウンフィールドも含めて既存ブラウンフィール

ド数を算出していることが主な要因と考えられる(図3-15)｡そのため,全米で起こってい

るブラウンフィールドに起因する社会の問題が,日本で同様の規模で起こる可能性は低い

と考えられる｡しかしながら,本研究で算出された潜在的なブラウンフィールド数は､あ

くまで調査後ブラウンフィールドであり､土壌調査を蹟踏することにより土壌汚染の可能

性が原因となって発生するブラウンフィールド(調査前ブラウンフィールドのうち､汚染

がないサイト､もしくは汚染が存在しても許容比率以内に対策費用が収まるサイト)を含

めると,その数は増加する可能性があることに注意する必要がある｡

また､潜在的なブラウンフィールド数については,地域差が大きいことが確認されてお

り(図3-24)､関東､中部､近畿,北信越といった地域の潜在的なブラウンフィールドが多

い都道府県では,アメリカと同様の社会の問題が起こる可能性があると考えられる｡

3-8-5-4潜在的なブラウンフィールド数の地域差の要因

このような潜在的なブラウンフィールド数の地域差が発生す

る要因は,主に地域のPCS数の差にあると考えられる｡

図3-28に示した地価別に潜在的なブラウンフィールド数(製造業1､ 2)とpcS数を関

係によると､潜在的なブラウンフィールド数は､ pcs数が多い都道府県で多くなっている
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ことが確認できるo これは､東京都を除いた地価範囲(幾何平均値5-24万円/m2)と比較

して, PCSの変動する範囲(3,000-79,000サイト)と大きいため､ PCSの影響が大きく反

映されたものと考えられるo また,東京都は,地価の幾何平均値が64万円と大阪府の2.8

倍であるため､ pCS数が99,900サイトと最も多いが,潜在的なブラウンフィールド数は大

阪府の半分以下であるo

点
｣
g
r
l
霊
増
築

3.000
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#
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i卓
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0
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(拡大版)

図3-28地価別の潜在的なブラウンフィ-ルド数とPCS数の関係(製造業1､ 2)
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3-9 結果3 経済に対する影響の評価

3-9-1潜在的なブラウンフィールド面積

日本における潜在的なブラウンフィールドの面積を表3-13に示す｡日本におけるPCS(土

壌汚染の可能性がある土地)の面積が約17.3万haに対して､サイトの敷地面積で計算した

場合で約9%に当たる約1.6万haが､建築面積で計算した場合で約4%に当たる約o.66万ha

が､潜在的なブラウンフィールドの面積と推定された｡これはpcsが全て廃止され,土壌

汚染調査を実施した場合の数値である｡

都道府県毎の潜在的なブラウンフィールドの面積(敷地面積で計算)を図3-29に示す｡

潜在的なブラウンフィールドサイト数と同様に,地域差が確認されたo また､事業所の規

模毎の潜在的なブラウンフィールドの面積(敷地面積で計算)を図3-30に示す｡ブラウン

フィールドサイト数としては全体の2%程度である大規模事業所が(図3-26)､全ブラウン

フィールド面積の61%を占めており､逆にブラウンフィールド数では全体の66%を占める

小規模事業所の面積は､全ブラウンフィールド面積の17%であった｡

表3-13 潜在的なブラウンフィールドの面積

潜在的なブラウンフィールド面積

業種 pcs面積

敷地面積で計算 建築面積で計算

製造業1

製造業2

ガソリンスタンド

クリーニング店

94,769 ha

68,951 ha

3,965 ha

7,147 ha

2,106 ha

ll,210ha

703 ha

1,734 ha

633 ha

3,547 ha

同左

同左

合計 174,832 ha 15,753 ha 6,617 ha
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｡♂

図3-29 都道府県毎の潜在的なブラウンフィールドの面積(敷地面積で計算)

中規模楽造業事
業場

6%

図3-30 規模別のブラウンフィールドサイト面積(敷地面積で計算)
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3-9-2 潜在的なブラウンフィールドの汚染浄化費用

日本における潜在的なブラウンフィールドの浄化費用およびcsの浄化費用を表3-14に

示す｡潜在的なブラウンフィールドを再利用するために必要な浄化費用は約5.8兆円-13

兆円と推定された｡また,全CSを浄化するために必要な浄化費用は､約8.0兆円-17.5兆

円と推定され､ブラウンフィールド浄化費用はその75%程度を占めている｡

事業所の規模毎の潜在的なブラウンフィールドの浄化費用(敷地面積で計算)を図3131

に示す｡ブラウンフィールドサイト数としては全体の2%程度である製造業大規模事業所が,

全ブラウンフィールド浄化費用の59%を占めており､逆にブラウンフィールド数では全体

の66%を占める製造業小規模事業所の浄化費用は､全ブラウンフィールド面積の18%であ

った｡小規模事業所(小規模製造業事業所､クリーニング店､ガソリンスタンド)のブラ

ウンフィールド浄化費用は約3.6兆円-4.5兆円と推定された｡図3-32､図3-33に都道府

県別の小規模事業所(小規模製造業事業所､クリーニング店､ガソリンスタンド)の潜在

的なブラウンフィールドの浄化費用を示す｡

全事業所でみると､最も浄化費用が高いのは愛知県で約1兆円,次で茨城県､大阪府が

約0.7兆円となっており,ブラウンフィールド面積が大きい都道府県で多くなっている.一

方､小規模事業所でみると,最も浄化費用が高いのが､東京都､大阪府,愛知県で約0.3兆

円となった｡

表3-14 潜在的なブラウンフィールドと汚染サイトの浄化費用

業種 潜在的なブラウンフィールドの浄化費用 CSの浄化費用

製造業1

製造業2

ガソリンスタンド

クリーニング店

o.4兆円-1.2兆円

3.2兆円-9.6兆円

o.6兆円

1.6兆円

0.6兆円-1.8兆円

4.3兆円-12.6兆円

o.7兆円

2.4兆円

合計 5.8兆円-13兆円 8.0兆円-17.5兆円

※浄化費用の最大値は,汚染サイトの面積に敷地面積を用いた場合で､最小値は建築面積を用い

場合である
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国3-31規模別のブラウンフィールドサイト浄化費用(敷地面鏡)

国3132 潜在的なブラウンフィ-ルドサイトの浄化費用(全事業所､敷地面積)

｡♂

国3-33 潜在的なブラウンフィールドサイトの浄化費用(製造業､小規模事業所､クリー

ニングサイト､ガソリンスタンド､敷地面積)
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3-9-3 考察

本節では,土壌汚染に起因したブラウンフィールドによる経済への影響の評価をするた

め､ ｢日本における潜在的なブラウンフィールドの面積｣,および｢ブラウンフィールドサ

イトの汚染を浄化するために必要な費用｣を算出した｡

3-9-3-1潜在的なブラウンフィールドの面積

潜在的なブラウンフィールドの面積は､ 6,617ha-15,753haと推定された.具体的には,

川崎市の面積(14,435ba)の同程度から半分程度の面積である｡

日本の都市的利用(宅地･事業所用地等)がされている面積は約183万haであり23)､潜

在的なブラウンフィールドの面積は都市的な利用の約o.4-1%程度に当たる｡また,事業所

用地は約16万haであり､その4-10%程度に当たることが確認された｡もちろん,この値

は､全てのPCSが廃止され､土壌調査がされた場合の推定値である｡現在,日本では年間

約o.5万サイト(全pcsの0.6%)で土壌調査が実施されていることから､これらの全てが

pcsであると仮定すると,年間40ha-90haのブラウンフィールドサイトが誕生している可

能性がある｡

しかしながら,大規模事業所は,大企業が所有している可能性が高いため,このような

サイトでは土地価格に関係なく､企業の社会的な責任の観点から浄化を実施するため,ブ

ラウンフィールドにならない可能性が高い｡従って,実際の潜在的なブラウンフィールド

サイトの面積は,大規模事業所を除いた約2,580ha-6,143haと推定される｡これらの土地が

未利用地として､放置される可能性が高く,年間13ha-34haのブラウンフィールドが発生

している可能性がある｡

3-9-3-2 潜在的なブラウンフィールドの浄化費用

潜在的なブラウンフィールドの汚染浄化費用は5.8兆円-13.0兆円と推定され,全汚染サ

イトの浄化費用である約8.0兆円-17.5兆円の75%程度となった｡全汚染サイトの浄化費用

は､土壌環境センターによる推定値24)である13兆円と同じレベルであることが確認された｡

サイト数では､ cs数(331,612サイト(表3-12))に対してブラウンフィールド数(80,030

サイト(同表))は24%程度と少ないが,浄化費用の点では全CSの浄化費用の75%程度を

占めている｡これは､ブラウンフィールドとなるサイトについては､汚染土量が多いサイ

トが多いことが原因であると考えられる｡

一方､事業所の規模別で見ると､全ブラウンフィールド浄化費用の59%は10,000m2以上

3-50



第3章 土壌汚染に起因する事業者･社会･経済への影響の評価

の製造業大規模事業所である｡前述したように,大規模事業所は,企業の社会的な責任の

観点から土壌汚染対策費用に係らず浄化を実施する可能性が高く,ブラウンフィールドに

ならない可能性が高い｡そのため､実際の潜在的なブラウンフィールドサイトの汚染浄化

費用は､ 3.6兆円-4.5兆円と推定される｡ブラウンフィールド化したサイトを再利用する

ためには,国もしくは地方自治体などが､これらの費用を負担する必要が出てくる｡

また,都道府県別でみると小規模事業所について潜在的なブラウンフィールドサイトの

浄化を､地方自治体が主体となって実施した場合､ 1,000億円以上必要な都道府県が15道

県あり,大阪府,愛知県および東京都は約3000億円を超える費用が必要となる｡例えば,

この金額は､東京都の予算が平成18年度予算が6兆円規模､大阪府の予算が3兆円規模を

考慮すると,非常に大きな額と考えられる｡

3-9-3-3 浄化費用のアメリカとの比較3)

ブラウンフィールドの1サイト毎の浄化費用でみた場合､アメリカでは2400万円/サイト

(約15万サイトを浄化)､日本では,小規模事業所(クリーニング店,ガソリンスタンド

含む)のみの場合､約6700万円/サイトとなっており､日本の方が高い結果となっている｡

これは,アメリカでは､汚染状態が酷いサイトはNPL (NationalPrioritySite)やスーパー

ファンドサイトに登録され､これらは連邦政府が浄化するため,ブラウンフィールドサイ

トには含まれないことが原因と考えられる｡
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3-10 総括

本章では,土壌汚染および土壌汚染が存在する可能性が原因となり､事業所跡地が再開

発されず遊休地となるブラウンフィールド間題が,事業者､社会､そして経済に及ぼす影

響を推定するモデルを構築し,将来の影響について評価した｡その結果､多くの事業者､

一部の地域にとって重大な影響を与える可能性が懸念され､また､その浄化費用を地方自

治体が負担する場合は､多大な浄化費用が必要なことが確認されたo その結果をまとめる

と以下のようになる｡

(丑事業者への影響

事業者への影響として,所有地であるPCS (土壌汚染の可能性がある土地)がブラウン

フィールドとなることで,売却できず､経営に悪影響を及ぼす可能性について評価した｡

その結果､ pcsがブラウンフィールドとなる確率は､業種および地域(地価)により大き

な差があることが確認され､業種ではクリーニング店が最も高く､はとんどの都道府県で

25%以上であったo また､製造業2およびガソリンスタンドについても､地方(3大都市圏

を除いた道県)においては15%以上の都道府県が7割を占めていた｡

以上のことから､クリーニング店､土壌汚染の可能性が高い製造業(製造業2)､ガソリ

ンスタンドに関する事業を行い,かつ, 3大都市圏以外の地域においては土地を所有してい

る事業者は､土壌汚染に起因して経営への影響を受ける可能性が高いと判断される｡

②社会への影響

特定の地域におけるブラウンフィールドの増加は,治安の悪化,再開発の停滞による地

域の雇用･税収･人口の減少とそれに伴う都市自体の活気の低下等の悪影響を及ぼすこと

が懸念されている｡日本における潜在的なブラウンフィールド数は, 80,030サイトと,覗

在のアメリカのブラウンフィールド数と比較して少ないことが確認された｡しかしながら､

近畿､東海,関東､北信越地域の各都道府県では､潜在的なブラウンフィールド数が2000

サイトを越す地域が多数存在し､愛知県,大阪府では5000サイトを越えると推定されたo

これらの地域ではブラウンフィールドの増加による社会のへの悪影響が懸念される｡また､

年間のブラウンフィールド発生数としては､ 450サイト程度と推定されたo
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③経済への影響

土壌汚染に起因したブラウンフィールドにより未利用となる面積およびブラウンフィー

ルドサイトの浄化を国･自治体が実施した場合.必要な公共費用を推定することにより､

経済への影響を評価した｡

日本における潜在的なブラウンフィールドの面積は､大規模事業所は所有企業が土地価

格に係らず自主的に浄化すると仮定すると､約2,580ha-6,143haと推定され､年間, 13ha

-45haのブラウンフィールドが発生している可能性が示唆された｡

全事業所のブラウンフィールド浄化費用は, 5.8兆円-13.0兆円と推定され,全汚染サイ

トの浄化費用である約8.0兆円-17.5兆円の75%程度を占める｡ブラウンフィールドとなる

サイトは､汚染土量が多いサイトであることが確認された｡また,小規模事業所(小規模

製造業事業所､クリーニング店､ガソリンスタンド)のブラウンフィールドサイトの土壌

汚染浄化費用は､ 3.6兆円-4.5兆円と推定された｡

これらの日本における小規模事業所のブラウンフィールド浄化費用は､アメリカの2004

午-2033年にかけてブラウンフィールドサイトの浄化に必要とされている3.6兆円(300億

usドル)とはぼ同金額である｡このことは､日本のブラウンフィールドサイト数はアメリ

カと比較して少ないものの,浄化費用は同程度かかる可能性が示唆された｡なお､地域別

では小規模事業所のブラウンフィールドサイトの浄化費用が多い大阪府､愛知県､東京都

では,約3,000億円もの浄化費用が必要になる可能性が示唆された｡

次章以降では､このようなブラウンフィールド間題を解決するための方法とその効果に

ついて検討する｡
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3-11 本推定に関する注意事項

なお,本研究における推定値は､以下の点に注意が必要である｡

一つ目は,対象としたブラウンフィールドの定義である｡本研究では､すべてのPCSに

おいて土壌調査が実施された場合の,調査後ブラウンフィールド数を対象とした｡そのた

め､本研究で推定されたブラウンフィールド発生確率,発生数は､土地の供給が需要を上

回っている場合(土地が余っている場合)に､土壌調査が実施されない状態で､土壌汚染

の可能性のために売却できない調査前ブラウンフィールドの数は含まれていない｡調査前

ブラウンフィールドを含めると､土地の供給が需要を上回っている地方においては､ブラ

ウンフィールド発生確率､発生数が増える可能性がある｡

二つ目は,土地の価値に平成17年地価公示を使用していることである｡国土交通省によ

ると､三大都市圏では地価は上昇または横ばいであるのに対して､地方圏では依然として

下落が続いているとあり25)､潜在的なブラウンフィールドの予測数は, 3大都市圏では今後

減少する傾向にあると考えられるが､地方圏では､今後､予測数が増える可能性がある｡

三つ目は,本研究では, pcsとして製造業､ガソリンスタンド,クリーニング店のみを

勘案しており､製造業以外で土壌汚染の可能性がある自動車整備業,廃棄物処分場､研究

所等の数を考慮していないことに注意が必要である｡土壌環境センターによると､日本に

おいて製造業以外の土壌汚染の可能性があるサイトとして70,000サイト程度存在している

1)｡これらのサイトを考慮することで､潜在的なブラウンフィールド数は1割程度､増加す

る可能性がある｡

また､本研究ではpcs数として,全国の事業所数が最大となる年度の値を使用している

が､都道府県毎,業種毎の最大値を用いることでPCS数がさらに増加すると考えられる｡

また､各年度毎の減少した数については考慮していないことから､これらを加えることで

さらにPCS数が増加すると考えられる｡

四つ目は､地域の潜在的なブラウンフィールド数の計算の単位として都道府県を用いて

おり､ pcsの土地価格が､地価公示価格の確率密度分布に従うと仮定している｡しかしな

がら､実際には､各都道府県内において,土地価格が安い地域にPCSが集中している可能

性がある｡そのため本研究により､潜在的なブラウンフィールドが多いと判断された都道
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府県については､より狭い範囲で分析をすることの望ましい｡

五つ目は,対策単価は掘削除去を前提としているため､より安価な対策が採用されるこ

とにより､潜在的なブラウンフィールド数は減少する点である｡

3-12 本推定のパラメータの信頼性

ここでは､本推定で用いているパラメータの信頼性について検討した｡

表3-15 潜在的なブラウンフィールドと汚染サイトの浄化費用

パラメータ 信頼性(5段階評価) 理由

(力士壌汚染存在確率に関
するデータ

製造業2､CL4 データの信頼性は中程度､データ数は多い○

製造業1,GS3 データの信頼性は中程度､データ数は少ない○

②pcsにおける想定汚染
土量に関するデータ

製造業24 データの信頼性は中程度､データ数は多いo

それ以外の業種3 データの信頼性は中程度､データ数は少ない.

③土壌汚染対策費用デー
夕

4

経験的に､現段階での掘削除去の費用としては適

切であるoただし他の対策方法を考慮した場合､

より安価になる可能性がある○

④土地価格データ 4

データ数が多く質が高い統計に基づいている○た

だし､平成17年度の値であること,地方ではnが

少ないことが問題である○

⑤pcsサイト数 4

データ数が多く質が高い統計に基づいているoた

だし､一部考慮していない業種があるoまた､都

道府県別.業種別の最高pcs数ではなく､目本に

おける全数の最高pcs数を使用しているo

⑥ABR(土地価格に対する
土壌汚染対策費用の許容

負担率)

2

データ数が不足しており､また推定方法について

も十分とはいえない○本推定に使用している値は

暫定値であり､実際には状況に応じて大きく変化

すると考えられる○

⑦事業所の規模別面積 3

データ数が多く質が高い統計に基づいているoた

だし,PSC数が過去最大であつた1983年のデータ

を用いており､近年の事業所の大規模化について

は考慮されていない○

⑧ブラウンフィールドサ
製造業24

推定方法については､妥当性が高いと思われる○

イトの想定汚染土量
それ以外の業種3 主に元データである②の信頼性に依存するo

信頼性は1が最も低く､ 5が最も高いとした｡
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第4章 ブラウンフィールド間題の解決方法に関する検討

4-1 4章の概要と構成

4章では､ 2, 3章で述べたブラウンフィールド間題を解決するための政策を整理する｡

最初に4-2にて本章の目的を､次に､ 4-3では,調査後ブラウンフィールドヘの対応を述べ

る.そして414では参考として､調査前ブラウンフィールドへの対応を,最後に4-5では総

括をした｡

なお,木章は,環境新聞2006年10月12日付けに寄稿した論文内容を含んでいる｡

4-2 目的

4章では､ 3章で対象とした調査後ブラウンフィールドを対象に､ブラウンフィールド間

題が及ぼす影響を緩和するための政策について整理することを目的とした｡

4-3 調査後ブラウンフィールドヘの対応

調査後ブラウンフィールド(314-2で定義)は､土地価格に対する土壌汚染対策費用が,

土壌汚染対策費用負担者が支払ってもよいと考える対策費用よりも多い場合に発生する｡

そのため,調査後ブラウンフィールドを再開発するために,以下の3つの政策が考えられ

る(図4-1)｡

一つ目は､土壌汚染対策費用負担者の支払える土壌汚染対策費用に対して,対策費用の

補助をすることで浄化を促す政策である｡二つ目は,何らかの方法により土壌汚染地の土

地価値を上昇させ,土壌汚染対策費用負担者が得られる利益を増加させる政策である｡三

つ目は､対策以費用そのものを減ずる政策である｡

以下の小節において､各方法について詳細に記述する｡

調査後ブラウンフィールドヘの対応

① 土壌汚染対策費用の補助

② 土地の価値を上昇

③ 土壌汚染対策費用の削減
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国4-1調査後ブラウンフィールドヘの対応方法の概念図
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4-3-1 補助金

補助金により土壌汚染対策費用の補助をすることは､最も単純な対政策である｡

アメリカでは､ブラウンフィールド再開発においては､前節で述べた調査費用に関して

は補助金を出すが､土壌汚染対策費用や再開発に関しては基本的に補助しない｡一部例外

として､スーパーファンドサイト等､重度の土壌汚染が存在し,浄化が急がれるサイトに

ついては,対策費用をファンドから捻出することもある｡

一方､日本においても補助金の制度はある｡補助金が交付されるのは､土壌汚染対策法

に基づいた措置命令がなされた土壌汚染サイトにおいて,浄化責任者が汚染原因者ではな

く,かつ対策費用の負担能力がない場合に限られており､このようなサイトは非常に少な

いと考えられる｡

この政策については,汚染原因者責任の問題､公的資金の私有地への投入,汚染費用負

担者の負担割合､財源の確保の問題が生じ､必要な金額も､ 3章での推定結果によると小規

模事業所のブラウンフィールドサイトの浄化費用には､ 3.6兆円-4.5兆円と非常に高額に

なるため､現在の制度により柔軟性を持たせるためには,工夫が必要であると考えられる｡

しかしながら､中小企業においては,その資力が乏しいことから所有地を浄化できずに

売却できない事例が多々出てくると考えられる｡このような場合､後述の二つの方法では

対応できない事例も出てくると思われることから,現段階から,業界団体や地方自治体が

補助金の財源の確保を議論する必要があると考えられる｡

4-3-2 土地の価値の上昇

二つ目は､土地の価値を上昇させることにより,土壌汚染対策費用を捻出しても所定の

利益を確保できるようにする政策である｡土地の価値を上昇させる方法として,複数のサ

イトを組み合わせることによる大規模な開発の実施や､土地の用途地域の変更による新た

な価値の創造などが考えられる｡しかしながら､この政策は､サイト自体の状況および周

辺の状況に大きく左右され,適応できるサイトが限定されること､また､特定の企業のみ

利益を得る可能性があることから,問題を抱えた自治体毎の対応が重要であると考えられ

る｡

41313 対策費用の削減

三つ目は,対策費用を削減する政策である｡対策費用を削減する方法は大きく三つある｡

一つ目は､対策単価を下げる新たな工法の開発､二つ目は,土壌汚染を残置した状態でリ
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篭4章 ブラウンフィールド間題の解決方法に関する検討

スクを管理する方法,三つ目は.人の健康リスク評価の手法の活用による対策費用を削減

する方法である.

4-3-2-1対策単価の削減

対策単価を減少させることで､土壌汚染対策費用を削減する方法であるo 対策方法につ

いては.浄化に携わる研究者･企業が日夜努力を重ねており､様々な手法が開発･現場に

適応されている.例えば,揮発性有機化合物(以下､ VOC)に関しては,鉄粉の混合,醍

化剤の投入､ VOC分解微生物を活性化する栄養剤の投入, VOC分解微生物を投入する方法

など,掘削除去以外にも原位置で浄化する方法が多数確認されており､また,その費用も,

掘削除去よりも安価なことが多いo

しかしながら,原位置浄化については,サイト毎にその適応性や費用が大きく変わるこ

と､浄化期間が掘削除去と比較して長期間となること,浄化効果の確認をするまで状況が

把握できないことなどの問題もある｡環境省による土壌汚染対策方法の現状を図4-2に示し

た1)o掘削除去等と比較して安価な原位置浄イヒ方法は､全体の対策に占める割合は26%程度

であることが確認されているo また､これらの中には稼働中の工場における原位置浄化対

策も含んでいることから､土地売買時における原位置浄化方法の占める割合はより低くな

ると考えられるo このような中で､原位置浄化の有効性を生かすためには,土地売買直前

に調査を実施するのではなく､長期的な乱点で事前に調査を実施し,長期的な浄化対策を

実施することが有効な手段であると考えられるo

このように対策単価を減少させるための研究･開発に予算を投じることは､有効な手段

ではあるものの,即効性がある政策ではない｡しかしながら土壌汚染問題は,数十年単位

の問題であることから,今後も継続した努力が必要であると考えられる.

リスクマネジメント

21%

土壌汚染の除去
53%

原位置浄化
26%

図4-2 日本の土壌汚染対策方法の現状1)
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4-3-2-2土壌汚染のリスクを管理する方法

二つ目は,汚染土壌を残したまま､汚染土壌のリスクを管理していく政策である｡この考

え方は､ 2-3-3で述べたとおり､現在の土壌汚染対策法でも取り入れられており､例えば土

壌含有量基準を超過する濃度の汚染物質が確認された場合には,汚染土壌の直接摂取に係

る健康リスクを防止するという観点から､汚染土壌を除去するのではなく,アスファルト

等の被覆により汚染土壌の直接摂取の暴露経路を防止する方法が認められている｡また､

土壌溶出量基準を超過する濃度の汚染物質が存在する場合でも,汚染地下水を経由した間

接摂取に係る健康リスクを防止するため汚染土壌を封じ込めたり､地下水汚染が発生して

いない場合には地下水汚染の発生の有無をモニタリングしたりする､といった手法が認め

られている｡

このような汚染土壌のリスクを管理する対策方法を採用することで,対策費用は大幅に軽

減される｡しかしながら,リスク管理がされているとはいえ､汚染土壌が対象地に残るこ

とから,土地購入者はこのような土地の購入を避ける傾向にある｡そのため,不動産売買

の場合には､基準を超過する土壌をすべて浄化する完全浄化が採用されることが多い｡環

境省の調べでは,リスクマネジメントの方法が全体の対策に占める割合は21%程度である

ことが確認されている(図4-2)
1)0

このようにリスクマネジメントの方法は,土壌汚染対策費用を減少させる有効な手段で

あり,現行の政策でも採用されている｡しかしながら､実際の土壌汚染対策では､リスク

マネジメントではなく完全浄化が主流であることが確認されている｡これは土壌汚染が残

地することへの抵抗感に起因し､実際の土壌汚染対策では完全浄化が主流であることが確

認されている｡このため,今後は,リスクマネジメントのさらに活用がされるための方策

を考える必要がある｡この点に関しては､ 7章,結言で述べる｡
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4-3-2-3人の健康リスク評価の活用

三つ目は,人の健康リスク評価方法の活用である｡土壌･地下水汚染に起因する健康リ

スクは､汚染サイトおよびその周辺の土地利用状況,周辺の地下水利用状況､水文地質状

況によって大きく異なる｡例えば､汚染サイトの土地用途が専用庭付きの戸建住宅,マン

ション､商業地､公園､工場と異なる場合､同じ濃度の有害物質が存在したとしても汚染

土壌の直接摂取による健康リスケは異なる｡これは汚染サイトに人が滞在する時間や被覆

状況により､人体への汚染土壌の摂取量は大きく異なるからである｡また,周辺において

地下水飲用利用がなく,将来も地下水の飲用が考えられないようなサイトにおいては､土

壌溶出量基準を超過する土壌が存在したとしても健康リスクは生じない｡

ブラウンフィールドが1980年代から問題となっているアメリカでは､その対応の一つと

して健康リスク評価により,調査･対策の必要性や浄化目標値をサイト毎に設定する手法

を発展させてきており2),環境保護局あるいは州政府も,それらの妥当性について認めてい

る｡

また､ドイツ,イギリスでは､土地利用状況に応じた健康リスク評価の結果に基づき､

規制値や浄化目標値をそれぞれ設定し,汚染土壌の管理を実施している3)4)｡このように健

康リスク評価の手法を用いることで､より費用対効果が大きく,かつ健康リスクを許容で

きる範囲で収められる対策を選択することが可能となり,自主的な調査･対策において実

際にその結果を活用している事例もみられる｡

一方､日本では土壌含有量基準､土壌溶出量基準とも土地利用状況,周辺の地下水利用

状況に係らず一律に設定された基準である｡土壌含有量基準は,当該地に七十年間居住す

ることを前提に算出されており,また､土壌溶出量基準は､地下水汚染防止の観点から地

下水環境基準と同等に設定されており,人の健康リスク評価に基づく柔軟な土壌汚染管理

の政策は採用されていない｡

このため､人の健康リスク評価を用いた,より柔軟な土壌汚染管理をする政策の導入を

することで､土壌汚染対策費用を削減できると考えられる｡また,人の健康リスク評価を

用いた柔軟な土壌汚染管理を推進することで､浄化目標値の上昇による対策単価の減少や,

管理が必要な対策範囲の減少等､他の二つの方法にも効果が出ると考えられる｡

しかしながら､このような柔軟な土壌汚染管理は､日本のように土地用途変更の頻度が

高い国の場合､土地利用変更時における手続きの煩雑化､知識の専門化による一般市民の

理解不足に伴う問題の発生,といった問題を生む可能性があることに注意が必要である｡
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4-4 調査前ブラウンフィールドヘの対応

ここでは参考までに調査前ブラウンフィールドへの対応についても記載する｡

アメリカでは,調査前ブラウンフィールド(3-412で定義)に認定された土地については,

土壌汚染調査費用およびその再開発に係る教育費用について,補助金を出している｡

このような調査前ブラウンフィールドについては,土壌汚染が存在しないケースも多く

存在し,土壌汚染が存在しない場合は､再開発に必要な費用を削減できる｡本研究では,

土壌汚染が存在する確率は,製造業1では約10%,製造業2､クリーニング店で約60%､

ガソリンスタンドで約30%程度と推定している｡
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4-5 総括

本章では, 3章で評価したブラウンフィールド間題が及ぼす事業者･社会･経済への影響

を低減するための方法として､調査後ブラウンフィールドの対応として､補助金,土地の

価値の上昇､対策費用の削減について検討した｡

補助金については,汚染原因者責任の問題,公的資金の私有地への投入,汚染費用負担

者の負担割合､財源の確保の問題が生じるため,現在よりも広く運用するためには,工夫

が必要と考えられる｡また,この政策は,サイト自体の状況および周辺の状況に大きく左

右され､適応できるサイトが限定されること,また,特定の企業のみ利益を得る可能性が

あることから､国の政策として現行の制度をより間口を広げるのではなく,問題を抱えた

業界団体や自治体毎の個別対応が重要であると考えられる｡

また､対策費用削減の方法として,新たな工法の開発による対策単価の削減,リスクマ

ネジメントの活用､人の健康リスク評価の活用を検討した｡現在,新たな工法の開発によ

る対策単価の削減､リスクマネジメントの活用については,既に政策として取り組まれて

いる､もしくは政策として導入されている｡特にリスクマネジメントを活用した対策は,

対策費用を大きく削減できる可能性があり,今後､その普及方法について更なる検討が望

まれる｡

一方､人の健康リスク評価に基づく柔軟な土壌汚染管理については､欧米では導入されて

いるものの､日本では導入されていない｡

そのため, 5章, 6章では,日本において人の健康リスク評価に基づく汚染土壌管理を実

施した場合に,対策費用の削減効果について検討することとする｡
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2)

3)

4)

環境省(2006)
,平成16年度土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査･対策

事例等に関する調査結果,
pp.42156,環境省

U･ S･ Environmental Protection Agency (1989), Risk Assessment Guidance for Super fund

Ⅵ)1ume I Human上iealth Evaluation Manual (PartA) Interim Final, EP〟540/ト89/002.

Federal Ministry for the Environmental
,Nature

Conservation and Nuclear Safety

(1999),Federal Soil Protection and Contaminated Sites Ordinance (BBodSchV)血ted 12

July1999.

Department for Environment, Food and Rural Affairs and the Environmental

Agency(2002),Soil Guideline Values for Lead Contamination.
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兼5章 健康リスク評価の導入による対策費用削減効果1

一汚染土壌の直接摂取に関する健康リスク評価の導入によ
る土地利用別の対策兼用軽減効果-

5-1 5章の概要と構成

5章､ 6章では,ブラウンフィールド間題を解決する政策の一つとして､人の健康リスク

評価方法の導入による対策費用削減効果について検討するo 5章では､日本において考慮さ

れている二つの暴露経路のうちの一つである汚染土壌の直接摂取を対象暴露経路に､日本

において最も基準超過が多い物質である鉛を対象物質とし､土地利用を考慮した詳細な人

の健康リスク評価手法の導入による土地利用毎の管理目標値の算出と､対策費用削減効果

について検討したo図511には.環境省による基準超過物質の事例数を記載する.)o

最初に5-2にて､諸外国の土壌中の鉛に関する規制と,土壌含有量基準の設定根拠および､

既往研究について述べるo次に､ 5-3では､本章の目的を述べ. 5-4では,リスク評価方法

を､ 515では対策費用の算出方法および適応サイトのデータついて述べるo 5_6では､リス

ク評価結果および対策費用削減効果の結果を､ 5-7では､考察を述べ､最後に518で総括を

したo

本章は､ society of RiskAnalysis 2006A皿ual Meeting､環境科学会2005年会で講演した内

容および環境科学会誌に投稿し､受取掲載された論文内容を含んでいるc
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5-2 諸外国の鉛汚染土壌の規制と日本の現行の制度

土壌汚染に起因する人の健康リスクは､同じ濃度の汚染があった場合でも､汚染地の利

用形態や周辺の地下水利用状況等によって大きく異なる｡汚染土壌の直接摂取に限れば,

汚染サイトの利用状況により大きな影響を受ける｡これは,当該サイトの滞在時間,被覆､

利用者の年齢等､暴露条件が大きく異なるためである｡

本節では､土地利用により人の健康リスクが大きく変化する汚染土壌の直接摂取の暴露

経路について､アメリカ,ドイツ､イギリス,オランダのリスク管理政策および､土地利

用に係らず一律の基準値である日本における土壌含有量基準の設定根拠について記述する｡

また､日本における汚染土壌に起因する人の健康リスクについての既往研究について述べ

る｡

5-2-1諸外国における規制と根拠

51211-1アメリカにおける規制

アメリカでは, 1980年代後半より,個別サイトのリスク評価手法を発展させてきた2)

3
)
｡

これは､基準値を超える土壌汚染が確認された場合､当該サイトにおいてリスク評価を実

施し,人の健康リスクの大小により対策の必要性および浄化の目標値を決定するものであ

る｡

アメリカの土壌中の鉛の規制のもう一つの特徴は､鉛は摂取量が少ない場合でも健康へ

影響は否定できないとして､ RfD(Reference Dose :許容摂取量を意味し, TDI (TolerableDaily

intake)とはぼ同義)を設定しておらず4)､汚染土壌のリスク評価の判定基準を,血中鉛濃

度が10LLg/dLを超過しないこととしていることである｡スーパーファンドサイト等､工場

跡地における鉛汚染土壌の浄化目標は,個別サイトのリスク評価手法とIEUBKモデル5) (鉛

の体内動態モデル)を用いて,土壌汚染およびそのはかの媒体(飲料水･ダスト･大気･食

料品等)を経由した鉛摂取により,血中鉛濃度が10LLg/dLを超過する人の割合が5%以下と

なる濃度を浄化目標値の上限値としている6)0

また,製造業等の有害物質を使用しているサイト以外の場所においても塗料等による鉛

汚染が多数確認されていることから, 2001年に子供の遊び場については400mg/kg,またそ

れ以外の庭については平均で1200mg/kgを超過した場合は,何らかの対応が必要なことを

明記したoこれらの数値は, IEUBKモデルを用いて, 500mg/kgの鉛が子供の遊び場にあっ

た場合の血中鉛濃度を計算した結果､子供の知能指数に対する影響が出る可能性がある血

中鉛濃度である10LLg/dL7)を超過する子供の割合が1-5%であったことから算出された8)o
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5-2-1-2 欧州における規制

ドイツ,イギリスでは,個別サイト毎のリスク評価による浄化目標値の設定は明記して

いないものの,土地利用に応じた規制値や管理目標値を設けている9)10)｡これらの規制値は,

住居地域がドイツ,イギリス共に400mg/kg､公園がドイツ200mg/kg(子供の遊び場),イギ

リス400mg/kg､工･商用地がドイツ2000mg/kg,イギリス750mg/kgである｡

ドイツに関しては,基準値算定におけるリスク評価方法の詳細は不明であったが,イギ

リスでは､他媒体からの摂取に関しても自国のモニタリングデータを用いており,子供の

血中鉛濃度が10LLg/dLを超過しないような土壌中の鉛濃度を算出している.なお､ここで

血中鉛濃度の算出には､ sEGHのモデルが使用されている10)｡

また,オランダでは､土地利用毎の規制値は明記されていないが,介入値として622mg/kg

を算出している｡この介入値の算出には､ ∫.E.C.F.A.のTDIを用いており,また他媒体から

の摂取量についても自国のモニタリングデータを使用している11)0

512-2 土壌含有量基準の設定根拠

現在,日本では鉛汚染土壌の直接摂取による人の健康リスクを防止するため､土壌汚染

対策法における指定基準として土壌含有量基準(150mg/kg以下)が設定されている｡土壌含

有量基準の設定根拠を表5-1に示す｡

土壌含有量基準の設定においてば2)､汚染土壌からの鉛の摂取量(理論最大摂取量)が飲

料水からの摂取量(理論最大摂取量)と同程度となるように設定している｡この値は,結

果的に､人の健康リスクの判定基準を生涯の体重当りの一日平均鉛摂取量(以下､鉛摂取量

とする)がJ.E.C.F.A.のPTW19) (週間耐容摂取量)をTDIに換算した3.57LLgn'g/dayの10%

程度に当たる｡この考え方は､我が国の他の基準との整合を図る観点から､評価の指標は､

一義的に設定している｡その際のリスク評価のシナリオは,汚染土壌の上に70年間住んだ

場合を想定している12)｡

土壌含有量基準の設定におけるリスク評価手法は,近年､鉛の摂取による人の健康影響

を考える上で小児の感受性が高いことが認識されている13)点を考慮していないこと,およ

び一般環境からの鉛の摂取量を算定していない点において､日本の鉛汚染土壌に起因する

人の健康リスクを十分に表現しているとはいえない｡また､前述したように土壌含有量基

準は土地利用形態にかかわらず居住を前提に一律に設定されている｡
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表5-1 土壌含有量基準の設定根拠

評価項目 パラメータ等

暴露期間 70年間(子供6年間､大人64年間)

土壌摂取量 子供200mg/kg/day

大人100mg/kg/day

吸収率 分析方法にて考慮

暴露頻度 365日/午

リスク評価期間 70年間

TDI TDIを用いておらず､汚染土壌からの鉛の摂取量(理論最大摂取量)が

飲料水からの摂取量(理論最大摂取量)と同程度となるように設定して

いる｡この値は､結果的に､人の健康リスクの判定基準を生涯の体重当

りの一目平均鉛摂取量(以下､鉛摂取量とする)がJ.E.C.F.A.のPTWI(過

間耐容摂取量)をTDIに換算した3.57〟g/kg/dayの10%程度に当たる｡

土壌以外からの鉛の摂取 土壌の寄与率を10%と仮定

土地利用 居住のみを考慮

5-2-3 既往研究

日本の鉛汚染土壌のリスク評価について､川辺らは14),土壌の直接摂取による曝露､土壌

粒子の吸入による曝露,作物からの曝露,飲料水からの曝露を組み込んだ包括的モデルに

より鉛の許容リスク濃度を120mgn(gと算出している｡このモデルは､初期リスク評価手法

としては非常に有効なモデルであるが,リスク評価手法では前述の土壌含有量基準と同様

の問題点を抱えている｡このように,日本の鉛汚染土壌の直接摂取リスクの評価について

は,日本の一般環境からのモニタリングデータを活用しておらず､その毒性についても十

分に検討されてこなかった｡

また､土地利用形態を考慮した土壌･地下水汚染の人の健康リスク評価については,藤

長ら15)が揮発性有機化合物に汚染された土壌･地下水に関して,土地利用,飲用井戸の有

無等を考慮し､人の健康リスク評価に基づいた現場毎の管理目標値の設定方法を提案して､

土地利用､飲用井戸の有無により管理目標値が異なることを示している｡また,笹本ら16)

は,土地利用形態を考慮したベンゼンの直接摂取による人の健康リスク評価モデルを構築

し,ベンゼンによる仮想土壌汚染サイトについて土地利用形態毎の管理目標値を設定し､

土地利用形態に基づいた土壌汚染管理を実施することで対策費用を削減できることを示し

た｡これらの研究は,土地利用形態､地下水の利用の有無により汚染土壌および汚染地下

水による人の健康リスクおよび管理目標値が異なることを示している｡しかしながら､こ

れらの研究の対象物質は,日本では直接摂取のリスクについて考慮されていない揮発性有

機化合物であり,直接摂取のリスクを考慮している重金属について土地利用別の管理目標

値や対策費用削減効果について研究された事例はこれまで報告されていない｡
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5-3 目的

本章では､ブラウンフィールド間題に対する解決策の一つとして､人の健康リスク評価

方法の導入による対策費用削減効果を検討することを目的として,日本において考慮され

ている二つの暴露経路のうちの一つである汚染土壌の直接摂取の経路に関して,土壌汚染

調査において基準超過が最も多い鉛を対象物質として,詳細なリスク評価を実施し､土地

利用別の管理目標値を設定し､その適応による対策費用削減効果を確認した｡

具体的には,リスク評価の判定基準は､年齢群ごとに鉛の摂取量と感受性が異なること

を考慮し,どの年齢群においても鉛摂取量がJ且C.F.A. (国連食糧農業機関および世界保健機

関合同食品添加物専門家会議)のTDI9)を超過しないこととした｡また､日本における食品､

飲料水,大気および非汚染土壌の鉛濃度のモニタリングデータを用いて汚染土壌以外から

の鉛摂取量を算出し､汚染土壌経由の鉛摂取量を加え,モンテカルロシミュレーションに

より年齢群別,土地利用別の鉛摂取量の分布を算出したoそして､年齢群別､土地利用別

に算出された全ての暴露経路からの鉛摂取量の合計値の95パーセンタイル値が､ TDIを超

過しない最大となる土壌中の鉛濃度を当該土地利用の管理目標値とし,土壌含有量基準と

その値を比較した｡

最後に､実際に鉛土壌汚染が確認された10サイトに土地利用別の管理目標値を適応した

場合の対策費用を算出し,土壌含有量基準を一律の管理目標値とした場合と比較したo
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5-4 リスク評価方法

5-4-1リスク評価方法の概要

鉛の土壌含有量基準を設定する際のリスク評価方法､および本研究のリスク評価方法を

表5-2に示す｡また,本研究の鉛汚染土壌の管理目標値設定におけるリスク評価モデルを

図5-2に示す｡

本研究においては､土壌含有量基準の設定におけるリスク評価手法において､近年､鉛

の摂取による人の健康影響を考える上で小児の感受性が高いことが認識されている13)点を

考慮していないこと､および一般環境からの鉛の摂取量を算定していない点､複数の土地

利用を考慮していない点について検討を加えたo

具体的には､リスク評価の判定基準は､年齢群ごとに鉛の摂取量と感受性が異なること

を考慮し､どの年齢群についても鉛摂取量がJ.E.C.F.A.のTDlを超過しないこととした｡ま

た､鉛は日常生活において食品､飲料水,大気および土壌を経由して摂取することから,

日本における食品､飲料水,大気および非汚染土壌の鉛濃度のモニタリングデータを用い

て汚染土壌以外からの鉛摂取量を算出した｡これに､汚染土壌経由の鉛摂取量を加え,モ

ンテカルロシミュレーションにより年齢群別,土地利用別の鉛摂取量の分布を算出したo

次に､算出された全鉛摂取量の95パーセンタイル値が､ TDIを超過しない最大となる土壌

中の鉛濃度を当該土地利用の管理目標値とした｡
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表5-2 本研究と土壌含有量基準設定のリスク評価方法の比較

本研究 土壌含有量基準

毒性評価 WHOの丁DⅠを使用 WHOのTDⅠを使用

土壌以外からの鉛摂取量 食物､水､大気からの摂取量を計算 土壌の寄与率を10%と仮定

リスク評価対象年齢 年齢群毎にリスクを評価 生涯(70年間)のリスクを評価

土地利用による影響 4種類の土地利用を考慮 当該地に居住していると仮定

摂取量の分布 モンテカルロシミュレ-シ∃ンにて算出 一部で95%タイル値を使用

毒性評価

･エンドポイントの決定
血中鉛濃度を上昇させ

ない

土地利用毎に最大摂取

量となる年齢群を選定

リスク評価

95パーセンタイルの摂取量

がTDIを超過しない

図5-2 本研究におけるリスク評価方法

5-7



第5章 健康リスク評価の導入による対策費用削減効果1

5-4-2 毒性評価

鉛が人の健康に及ぼす影響についてはよく調べられており､多数の疫学調査から血中鉛

濃度と生体影響との関係が明らかにされている｡例えば,血中鉛濃度が40LLg/dL以上とな

ると腎臓への影響が､ 50LLg/dL以上になると血圧への影響があるといわれているu)o さら

に､近年､血中鉛濃度が10LLg/dL以下においても小児の知能指数への影響や認知障害の影

響を与える可能性があることが報告18) 19)されており,より低濃度の曝露による影響が懸念

されている｡

JIE･C･F･A･20'は1986年に､子供や小児の一日平均鉛摂取量が3-4LLgn(gであれば,血中鉛

濃度の上昇に影響を与えないことを示し,小児へのPTWIとして25LLgn'g/weekを設定した｡

さらにJ.E.C.F.A.17)は1993年に妊婦への影響を考慮し,このPTWIを全年齢に拡張した｡

また, 1999年の総説においても､この結果を支持している13).

一方, c.D.C.(アメリカ疾病センター)は, 1991年に､小児に対する新たな有害影響が確

認されたとして､血中鉛濃度の上昇に対する介入値を従来の25LLg/dLから10LLg/dLに変更

した7).また, 2005年には, 10LLg/dL以下においても影響があるとしながらも,事例数が

少ないとして現行の介入値を維持している｡

これに基づきu.s.E.P.A.(アメリカ環境保護局)は,鉛は摂取量が少ない場合でも健康へ影

響は否定できないとして, RfD(TDIとほぼ同義)を設定しておらず4)､汚染土壌のリスク評

価の判定基準を､ IEUBKモデル21) (鉛の体内動態モデル)を用いて計算された血中鉛濃度が

10LLg/dLを超過しないこととしている｡

このように鉛が人の健康に及ぼす影響に対して,小児や妊婦の感受性が高いことが確認

された｡このような場合は,リスク評価期間を生涯ではなく感受性が高い期間(例えば小児

として1-6歳)に対する影響を確認するべきである｡よって本研究では､リスク評価期間を

5つの年齢群(表5-3)および生涯に区分し,年齢群別のリスク評価を実施した｡

また,産業技術総合研究所･詳細リスク評価書･鉛22)によると, 2004年-2005年に実施

された調査において､日本人の血中鉛濃度の幾何平均値は1,4LLg/dL,幾何標準偏差は1.6

であり,小児においても同様のレベルであることが確認された｡この値は人体への影響の

懸念があるとされている血中鉛濃度10LLg/dLよりも小さい値である｡そこで､本研究にお

けるリスク評価の判定基準は,いずれの年齢群においても現在よりも血中鉛濃度を上昇さ

せないことと設定し, J･E･C･F･A･のPTWlをTDIに換算した3.57LLg n'g/dayを使用する｡た

だし,このTDIを超過した場合においても､人体への影響の懸念があるとされている血中

鉛濃度10LLg/dLに直ちに達するわけではないoつまり,本研究では,人体への影響の懸念
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があるとされている血中鉛濃度10〃g/dLを人の健康リスクの判定基準に設定することと比

較して､安全側に設定している｡

5-4-3 土地利用およびリスク評価期間

リスク評価の際に考慮する土地利用および年齢群を表5-3に示す｡土地利用は､住宅地,

公園､保育園､学校､工･商用地の5つを設定した｡また,年齢群は, 1-6歳､ 7-12歳､ 13-15

歳､ 16-19歳､ 20-69歳の5つおよび生涯(本研究では生涯を1-69歳の期間と仮定した)に区

分し､日常的に土地利用が考えられない年齢群(例えば､工･商用地の1-6歳の年齢群によ

る利用)については考慮しなかった｡

表5-3 対象とした土地利用および年齢群
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5-4-4 鉛摂取量算定

各年齢群の全鉛摂取量(pb(In(ake))は,以下の式で算定した｡

Pb(L];;ake,= Intake(Lc･oynso")x RB(consot.I)+ Intake(Lc･l;ansoil,X RB(c/eanso")

+ Intake(7[ood)× RB(food) + Intake(yai,)× RB(ai,)

数式5-1

ここでJntake(consod) :汚染土壌経由の鉛摂取量( LL gn(g/day) ,
Intake(c/eansoH) :非汚染土壌経由

の鉛摂取量(LL g化g/day) ,
Intake(fbod)

:食品および飲料水経由の鉛摂取量( LL gn(g/day) ,

Intake(at･,):大気経由の鉛摂取量( LL gn'g/day) ､ RB(consoi/) :汚染土壌中の鉛の吸収率､ RB(c/eansoil) :

非汚染土壌中の鉛のR別又率､ RB(fbod) :食品および飲料水中の鉛の喧別又率, RB(ai,) :大気中の

鉛の吸収率, L:土地利用の種類, y:年齢群である｡

また､土地利用別の生涯(1-69歳)の鉛摂取量(Pb(lifnetake))は､以下の式で算定したo

pbL,/E'fb(Intake)-
∑;≡;_o6"9(pb(L];;ake,× A Ty )

70
数式5-2

ここで』㌢ :年齢群の長さ(year)である｡

なお, ∫.E.C.F.A.はpTWIを設定する際に体内吸収量ではなく体内摂取量で算出している

ことから9) 14)､本研究において食品,飲料水および大気経由の鉛摂取については吸収率を1

とした｡また,土壌中の鉛は食品､飲料水および大気経由の鉛摂取と比較して溶出しにく

いため,体内での吸収率が低いといわれている17)
23) 24)｡このため土壌経由の鉛摂取量につ

いては,この補正の必要性について次のとおり検討した｡

ここで､ RB(c/eansoi/)については､本研究で用いた非汚染土壌中における鉛濃度の分析方法

が全量分析法であることから,食品および飲料水中の鉛の吸収率を1とした場合の,非汚

染土壌中の鉛の吸収率を考慮する必要があると判断し､ U.S.E.P.A.による0.6を用いた22)｡

また､ RB(consoEVは､日本の土壌汚染調査における含有量の分析方法は,土壌汚染対策法によ

り体内での馴又率を考慮した1N塩酸抽出法で実施することを定められているため25)､食品

および飲料水中の鉛の吸収率に対する汚染土壌中の鉛の吸収率は分析方法により考慮され

ていると判断し1とした.

汚染土壌経由の鉛摂取量は,次式を用いて計算した5)｡
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Intake(Lc,o7,soil)
- I0

Ed(Lc;ynsoi/)=

3
‥

(C(conso"× In･fs,oyi/,× Ed(Lc;ynso",× Ef(;onsoL./,)

BWyxATyx365

hour(E;ynso",(week,× 5 I hour(ELynso",(sat,I hour(f:yn,a,.I,(SM,
24×7

数式5-3

数式5-4

ここでC(consoiu :汚染土壌中の鉛濃度(mg/kg) , In(soil).･一日の土壌摂取量(mg/day) , Ed(conso′/):

年間の汚染サイト実滞在目数(day/year)､ Ef(consot･/):汚染サイトとの関係年数(year),

hour(consoL･[)
:一日の汚染サイト滞在時間(hour)､ BW:体重(kg)､ Week :平日, Sat :土曜日,

∫〃〃:日曜日である｡

C(consoL･/)は実際の汚染土壌中の鉛濃度を用いた｡ BWは,健康栄養情報基盤データベース

(1995年度)に基づいて1歳以上に年齢群別の確率密度関数を設定した26)o確率密度関数は

対数正規分布を設定した｡年齢群毎のBW. AT. Ef(conso,･[)を表5-4に示す｡

また,土地利用,年齢群により異なるhour(consoil)および,数式5-4により算定されるEd(consoiu

を表515に示すo hour(conso′√)はNHK国民生活時間調査2000年に基づいて設定した27)｡ここ

で各土地利用における滞在時間は,住宅地については在宅の時間,公園についてはレジャ

ー活動の時間､学校については学業の時間,工･商用地については仕事関連の時間を用い

た｡また､ 1-6歳についてはデータがなかったため､住宅地については家庭婦人のデータを,

保育園については小学校のデータを用いた｡またト6歳の公園については, 7-12歳の休日の

レジャー活動の時間を全曜日に用いた｡なお､住宅地の20-69歳には,最も在宅時間が長い

家庭婦人のデータを使用した｡
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表5-4 年齢群にかかわるパラメータ(体重､年齢群の長さ､汚染サイトとの関係年数､エ

ネルギー摂取量)

年齢群 β『(kg)25) AT,EfConsoi1(year) cal(kcal)25)

1-6歳 16 6 1,446

7-12歳 32.9 6 1,968

13-15歳 51.3 3 2,294

16-19歳 57.6 4 2,288

表5-5 土地利用および年齢群に係るパラメータ(一日の汚染サイト滞在時間､年間の汚染

サイト実滞在日数)

年齢

秤
パラメータ

住宅地 公園 保育園.学校 工.商用地

平 土 日 辛 土 日 平 土 日 辛 土 目

日 曜 曜 日 曜 曜 日 曜 曜 日 曜 曜

1-6歳
EDL,Y(consoi.)(day) 306 72 91

対象なし

Hour00nsoi1(hour) 20.4 19.5 19.5 1.3 1.4 1.8 7.5 3.5 1.0

7-12

歳

EDL,Y(consoi1)(day) 225 37 91

Hourc.ns.il(hour) 14.0 15.8 17.5 1.7 4.0 4.7 7.5 3.5 1.0

13-15

歳

EDL,Y(consoi1)(day) 226 30 118

Hour00nsoi1(hour) 14.1 15.3 18.3 0.9 4.1 5.5 8.8 6.8 3.7

16-19

歳

EDL,Y(consoiり(day) 230 16 110

Hourc.ns.il(hour) 14.3 15.4 18.6 0.7 2.0 1.8 8.3 5.2 3.8

20-69

歳

EDL,Y(consoi1)(day) 306

対象なし
99 99

Hourc.ns.i1(hour) 20.4 19.5 19.5 7.8 4.3 2.2 7.8 4.3 2.2
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In(sou)は､経口経由､経気道経由､経皮経由が考えられる.ここで経皮経由の鉛の馴又

率が高いという知見は得られていない13)ことから､この経路からの摂取は無視した｡

よってIn(sot･/)は,次式を用いて計算できる｡

In(Ls,oL,= In(Lo,,yil,+ In(7nha/a(,･on, 数式5-5

ここでIn(o,a/) :経口経由の一日土壌摂取量(mg/day) , In(L･nhalafL･on):経気道経由の一日土壌摂取

量(mg/day)である｡

In(o,al)はvanwijnenらによる1-5歳児の土壌摂取量の調査結果を用いた28)oここで確率密

度関数は対数正規分布を設定し, 1-6歳の住宅地では幾何平均値111mg/血y(GSD : 1.6)を,

1-6歳の公園､保育園では幾何平均値174mg/day(GSD : 1.73)を用いた｡また, 1-6歳の子

供は土壌と接する機会がそれ以上の年齢と比較して多いことから､土壌摂取量が多いとい

われているいる29)o u.s.E.P.A.や日本における土壌の直接摂取による人の健康リスク評価で

は,ト6歳の土壌摂取量がそれ以外の年齢の土壌摂取量の2倍に設定されていることから,

7歳以上の土壌摂取量は1-6歳の半分とし､公園,学校は174mg/dayの半分の87mg/dayを,

住宅地,商用地は11lmg/dayの半分の56mg/dayを用いたo

ln(inhdad.n)は､次式で計算した30)o

･n(;･nha/a,,･on,- % x 106

IHay;.,= 17.3 -0.22x(BW20169 -BWy)

数式5-6

数式5-7

ここで, IH(aL･,):一日の呼吸量(m3/day), Pe :土粒子発生係数(m3/kg), BW20-69 : 20-69歳の平

均体重(kg)である｡

peはu.s.E.P.A.による値(1,320,000,000m3/kg)を用いたoまた, IHai,は大人の一日呼吸量

17.3m3を基本とし31)､呼吸量は体重に比例して増加する仮定して,数式517で計算したo

非汚染土壌経由の鉛摂取量は次式で計算した｡
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Intake(Lc,I:ansot"- 10
3

､.

(C(c[eansot･],× In(Ls,oy",× Ed(Lc,I:anso",× Ef(ごIeansoE･/I)

BWyxATy x365

数式5-8

Ed(Lc;fansot･[,- 3 65
- Ed(Lc;ynso",

Ej;;leansoi/)= A Ty

Ej;ご′eansoL7)
=

Ej;;onso")

数式5-9

数式5-10

数式5111

ここでC(c/eansoL･l):非汚染土壌中の鉛濃度(mg/kg) , Ed(c/eansoi/メ:年間の非汚染サイト実滞在

日数(day/year), Ef(cleansoL./):非汚染サイトとの関係年数(year)である｡

C(c/eansoE･/)は､1999-2003年に産業技術総合研究所により調査された日本の河川堆積物中

(3024検体)の鉛濃度分布32) (対数正規分布を設定､ GM : 22mg/kg､ GSD : 1.9)を用いた｡

この値は,環境庁が平成11年度に実施した全国10都市における土壌中の鉛濃度の調査25)

における平均値+3oの濃度140mg/kg(個別の数値は未発表)を､上記の幾何標準偏差で逆

解析して得た幾何平均値19mg/kgと概ね同値であることから妥当であると判断したo

食品および飲料水経由の鉛摂取量は次式で計算した｡

Intake(7[ood)=

Foody =

Pb(food) X Foody + C(ware,) X In(wa(e,)y

BWy

Caly

cal
20J9

数式5-12

数式5-13

ここでPb(fbod) :食品経由の鉛の一日摂取量(LLg/day)､ Food :年齢群別のエネルギー摂取量

係数, c(ware,) :飲料水中の鉛濃度(LLg /L)､ In(o,a/).･一目の飲料水量(L/day), α/:エネルギ

ー摂取量(kcal)､
Cal20~69 : 20-69歳の平均エネルギー摂取量(kcal)である｡
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Pb(fbod)には,対数正規分布を設定して､国立医薬品食品衛生研究所による1999年から2003

年までの5年間のトータルダイエットスタディの鉛摂取量の幾何平均値である15.4LLg/day

を33)､幾何標準偏差は前述の調査において記載がなかったため､ 1993年に保元らにより実

施された調査結果である2.2534)を用いた. calおよびcal2''169は健康栄養情報基盤データベ

ースに基づいて設定した(表514) 25)｡また､飲料水中の鉛濃度は平成15年度の水道水賃デ

ータベースの度数分布を確率分布として用い,飲用水量は1-6歳については1L/day､ 7歳以

上については2L/dayを用いた35)0

なお､ pb(food)については成人のものしか得られなかったため, 19歳以下の年齢群におけ

るPb(fbod)は食事摂取量に比例すると仮定して,数式5-13で計算したo

大気経由の鉛摂取量は次式で計算したo

Intake(ya,･,)-
C(a,･,)× IH(yai,)

BWy
数式5-14

ここでC(a,･,)
:大気中の鉛濃度(LLg/m3)であるo

1-6歳の年齢群における食事の内容が大人と大きく異なる可能性があるo とくに､授乳期

の乳児の食事内容は大人と全く異なるため,本算定には大きな仮定があることに注意する

必要がある｡乳児の食事による鉛摂取量に関するデータが得られれば､より確度の高い計

算が可能となる｡

また, C(all,)は1997年に調査された大気中浮遊物賃中の鉛濃度のうち平均値で最高濃度を

示した東京都の81 LLg/m3を用いた36).

これらの各確率分布を基に,土地利用毎､年齢群毎の鉛摂取量の分布をモンテカルロシ

ミュレーションで計算した｡モンテカルロシミュレーションに際しては, crystal

Bal12000(Decisioneering lnc.)を用い､試行回数を10,000回とした｡さらに確率密度関数を

設定した各パラメータは互いに独立で相関はないと仮定した｡
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5-4-5 管理目標値算出

各土地利用において最大鉛摂取量となる年齢群をリスク評価の対象に選定した｡なお､

最大鉛摂取量は､いずれの土地利用においても最も低い年齢群であった｡

Pb(LISa?e)- max(Pb(LI;Sake)) 数式5-15

ここで, Pb(L];?are)‥土地利用上における最大鉛摂取量であるo

一般に慢性毒性を対象とした人の健康リスク評価では､汚染物質の摂取量がTDlと比較し

て大きい場合にリスクがあると判断される｡

本研究では,暴露パラメータについて確率密度分布を設定しており,鉛摂取量は確率密

度分布で算出される｡ここで,鉛摂取量の確率密度分布においてどのパーセンタイル値を

リスク評価に用いるかは､算出される管理目標値に大きな影響を与えるため､非常に重要

である｡通常は95パーセンタイル値が用いられるが､有害性が確認されている物質につい

ては,安全側の基準値の設定として99パーセンタイル値を採用することも考えられる｡

しかし､ u.S.E.P.A.は,鉛汚染土壌の直接摂取に対する人の健康リスクについて,判定基

準を血中鉛濃度が10LLg/dLを超過する割合が5%を越えないことと設定しており,全経路か

らの鉛摂取量の確率密度分布から血中鉛濃度の確率密度分布を算出し,血中鉛濃度が

10LLg/dLを超過する割合が5%を越えた場合を浄化の発動基準として定めている37)oまた､

日本では､鉛の土壌含有量基準の設定における汚染物質摂取量の算定には確率密度分布を

用いていないが､影響が大きい暴露パラメータである体重については平均値を,土壌摂取

量に関しては安全側である95パーセンタイル値を用いている｡

さらに,人の健康リスクの判定基準の設定の違いに着目すると,本研究では血中鉛濃度

を現在よりも上昇させないようにTDIを設定している｡したがって,先に述べたとおり､

鉛摂取量がTDIを超過した場合においても､人体への影響の懸念があるとされている血中

鉛濃度10LLg/dLに直ちに達するわけではない｡

以上のことから､本研究では､土地利用形態と土壌中の鉛濃度ごとに算出された鉛摂取

量の95パーセンタイル値が, TDIに一致する土壌中の鉛濃度を当該土地利用の管理目標値

(TarC(LconsoL･l))とした(図513)｡
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汚染土壌中の鉛濃度(mg/kg)

図5-3 管理目標値設定の概念図
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5-5 対策費用算出

前節で設定した土地利用別の管理目標値を､実際に鉛による土壌汚染が確認された10サ

イトに適応して､土地利用別に対策必要面積および対策費用を算出した｡また､算出され

た対策必要面積および対策費用を土壌含有量基準で実施した場合と比較し,対策費用削減

効果について検討した｡

鉛による土壌汚染が確認された10サイトのデータを表516に示す｡これらのサイトでは,

概ね100m2に1地点の割合で土壌調査が実施されており､土壌含有量基準超過が確認され

た範囲については掘削除去にて対策が実施された｡対象サイトのうち7サイト(a-g)は､過

去に工場として鉛を使用していた履歴が確認された｡この7サイトの中3サイト(a-c)は土

壌汚染対策を完了後､住宅地として利用され､ 4サイト(d-g)は工･商用地として利用され

ている｡また,残りの3サイト(h｣)は過去に倉庫やオフィスビル等の商用地として利用さ

れており,鉛の使用履歴は確認されなかった｡これらのサイトは土壌汚染対策完了後､ 2サ

イト(h, i)は商用地として､ 1サイトO)は住宅地として利用されているo

サイトa- eは敷地面積の20%以上で土壌含有量基準を超過する鉛が確認され,土壌中の

鉛濃度の幾何平均値も100mg/kgを超過している｡またサイトf-jは土壌含有量基準超過が

確認されたのは敷地面積の10%以下であり,土壌中の鉛濃度の幾何平均値も50mg/kg以下

である｡対策費用は次式で計算した｡

MC(LconsoL･/)= V(cLonsoH)X Cost

V(cLonsoiO- ∑(AL(n)(c(consoL･l,(n), TarC(Lconso"))× DL(n))

数式5-16

数式5-17

ここでMC(consoiり:対象サイトの土壌汚染対策費用(円)､ V(co,"oi":対象サイトの対策体積(m3)､

cost : 1m3辺りの対策費用(円)､ A(n) :調査地点nが代表する面積(m2)､
c(consoi′｣ (n) :調査

地点nの土壌中の鉛濃度(mg/kg)､ 刀(〟):調査地点nの管理目標値適合を確認した深度(m)､

TarC(Lconso,･/):土地利用形態と土壌中の鉛濃度ごとに算出された鉛摂取量の95 /トセンタイ

ル値が､ TDIに一致する土壌中の鉛濃度を当該土地利用の管理目標値､である｡

土壌汚染対策は,土壌含有量基準もしくは管理目標値を超過した範囲および深度のみ実

施するとし,対策方法は掘削除去後､埋め立て処分をすると仮定した｡現在､掘削除去後,
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第5章 健康リスク評価の導入による対策費用削減効果1

埋め立て処分を実施すると汚染土壌1m5当り45,000円-55,000円(比重1.8g/cm5で算定)の

処理費用がかかるといわれている38)｡処理費用は徐々に安くなってきているが,本研究では

1m5当りの対策費用を50,000円とした｡
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第5章 健康リスク評価の導入による対策費用削減効果1

5-6 結果

5-6-1 非汚染地における鉛摂取量

日本において土壌汚染サイトと関りなく生活した場合の鉛摂取量,および摂取経路を表

5-7に示す｡

鉛摂取量が最も多かった年齢群は1-6歳で3.OLLg化g/day(95パーセントタイル値,以下鉛

摂取量は95パーセントタイル値)で､年齢群が高くなるに従い減少する傾向を示した.こ

れらの経路からの鉛摂取量がTDIに対する寄与率は､最も高い1-6歳で84%であった｡

また､摂取経路別でみると寄与率が最も高いのは食品および飲料水経由であり､大気経

由の寄与率が最も低かった｡

表5-7
一般環境からの鉛摂取量と摂取経路

年齢群
鉛摂取量

(LLgn(g/day)

鉛摂取量が

TDⅠに占める

割合

摂取経路別鉛摂取量(FLgn(g/ 血y)

食品および

飲料水
大気 非汚染土壌

1-6歳 3.0 84% 2.6 0.04 0.34

7-12歳 1.9 54% 1.8 0.01 0.09

13-15歳 1.3 37% 1.3 0.004 0.05

16-19歳 1.2 33% 1.1 0.003 0.05

20-69歳 1.0 29% 1.0 0.006 0.04
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第5章 健康リスク評価の導入による対策費用削減効果1

5-6-2 年齢群別の鉛摂取量

複数の年齢群による土地利用を考慮した住宅地､公園､学校および工･商用地について,

年齢群別の鉛摂取量を図5-4-図5-7に示す｡その結果､いずれの汚染土壌中の鉛濃度にお

いても､鉛摂取量は住宅地,公園では1-6歳､学校では7-12歳､工･商用地では16-19歳

が最も多くなり､低年齢群はど鉛摂取量が多くなることが確認された｡住宅地,公園の1-6

歳と生涯の鉛摂取量を比較すると,汚染土壌中の鉛濃度が100mg/kg以下では1-6歳の鉛摂

取量が生涯の約2.5倍, 1,000mg/kgでは約5倍, 10,000mg/kgでは公園で約9倍､住宅地で

約6倍であったo また､工･商用地では, 16-19歳と20-69歳の摂取量ははぼ同じ値であっ

た｡
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5-6-3 土地利用別の鉛摂取量

土地利用別の鉛摂取量を図518に示す｡複数の年齢群による土地利用が考えられる住宅

地､公園､学校､工･商用地については､最も鉛摂取量が多い年齢群を対象とした(住宅地､

公園:ト6歳､学校:7-12歳､工･商用地:16-19歳,図5-4-図5-7)｡

土地利用別の鉛摂取量を比較すると,いずれの汚染土壌中の鉛濃度においても､鉛の摂

取量は住宅地が最も多く､保育園,公園,学校の順番で,最も摂取量が少ないのは工･商

用地であった｡

また､汚染土壌中の鉛濃度が100mg/kgまでは各土地利用とも鉛摂取量に大きな変化はな

く､住宅地,公園,保育園が3.0-3.4LLgn'g/day,小学校が1.9LLg化g/day､最も少ない工･

商用地で1･4LLg化g/dayとなったoまた,汚染土壌中の鉛濃度が1,000mg/kgでは,摂取量が

最も多い住宅地で15LLgn'g/day､最も少ない商用地で1.4LLgn'g/dayとなり,約11倍の差が

確認された｡
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5-6-4 管理目標値

汚染地を利用した場合の土地利用別の土壌中の鉛濃度の管理目標値を表5-8に示す｡最

もTarC(consotvが低い土地利用は､住宅地の100mg/kgであり,次いで保育園,公園の200mg/kg

であった.また,学校､工･商用地は､ 1400mg/kg､ 5100mg/kgであった.

表5-8 土地利用別の管理目標値

土地利用 管理目標値

住宅地 100mg/kg

保育園 200mg/kg

公園 200mg/kg

学校 1400mg/kg

工.商用地 5100mg/kg
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5-6-5 対策費用

管理目標値(表5-8)を実際に鉛による土壌汚染が確認された10サイトに適応した結果､

各サイトの対策必要面積の変動を図5-9に､対策費用減少率を図5-10に示す｡

対策必要面積は,土壌含有量基準超過面積が1000m2以下のサイト(g｣)では､土地利用が学

校,工･商用地では､ o血2(対策必要なし)となった｡また､それ以外の6サイトにおいても､

学校の土地利用で対策必要面積が50-92%,商用地の土地利用では86-99%減少したo

対策費用は,住宅地では増加しているが,それ以外の土地利用では減少しており､減少率

の平均値は保育園､公園で8%(範囲: 0-29%),学校で86%(50-100%)､工･商用地で

96%(86-100%)であった｡

また,現在の土地利用に基づく管理目標値による対策を実施した場合の､対策費用減少

率と対策費用を図5-11に示す｡現在の土地利用が住宅地の4サイト(a-c､ j)では対策費用

の変化がない,もしくは増加しているが､工･商用地の6サイト(d-i)では, 3サイト(g-i)

で対策が必要ないと判断され､対策が必要な3サイトでもサイトdでは3億円(減少率83%),

サイトeでは32億円(減少率99%),およびサイトfでは1.1億円(減少率92%)の対策費用

が削減された｡
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5-7 考察

5-7-1リスク評価方法の違いによる影響

土壌含有量基準の設定におけるリスク評価と本研究のリスク評価方法の違いが鉛摂取量

に与える影響について､汚染土壌以外の経路からの鉛摂取量と人の健康リスクの判定基準

の2点から検討した.

5-7-1-1土壌以外の媒体からの摂取量

汚染土壌以外の経路からの鉛摂取量について検討する｡土壌含有量基準の設定において

は､ TDIの90%にあたる鉛を汚染土壌以外の経路から摂取すると仮定している｡一方,本

研究では,日本の一般環境において鉛は食品､飲料水,大気および非汚染土壌を経由して

摂取するとして鉛摂取量を算出した｡その結果,鉛摂取量が最も多かった1-6歳の年齢群で

3.OLLgn(g/day,最も少なかった20-69歳の年齢群で1.OLLg/kg/dayであった(表5-7)oここで,

低年齢群において食物および飲料水経由の鉛摂取量が多くなる要因は,低年齢群では体重

当りの食物経由の鉛摂取量が増加するためである(図5-12)｡

本研究で算出されたl-6歳の鉛摂取量3.0[Lgn(g/dayがTDI(3.57LLg/kg/day)に対して占め

る割合は84%であり､土壌含有量基準の設定における90%より僅かに少ない｡この結果､

日本において汚染土壌経由の鉛摂取に対して許容できる鉛摂取量は､最も少ない1-6歳で

0.57LLgn(g/dayとなり､土壌含有量基準設定に仮定した0.36LLg化g/day(TDIの10%)の約1.5

倍である｡この点においては､土壌汚染対策法に基づく現行の土壌含有量基準は日本人の

鉛汚染土壌による直接摂取のリスクを僅かに過大評価しているが,概ね適切であると考え

られる｡
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5-7-1-2 リスク評価期間の違いの影響

リスク評価期間違いによる影響について検討する｡人の健康リスクの判定基準は､土壌

含有量基準の設定においては生涯(70年間)の鉛摂取量がTDIを超過しないこととしている

13)｡一方,本研究では､リスク評価の期間を5つの年齢群に分割し,年齢群ごとに算出した

鉛摂取量が,いずれの年齢群においてもTDIを超過しないこととした｡これは鉛が人の健

康に及ぼす影響に対して,小児や妊婦の感受性が高いことが確認されており,このような

場合は､リスク評価期間を生涯ではなく感受性が高い期間(例えば小児として1-6歳)にお

ける影響を確認するべきと判断したためである｡ U.S.E.P.A.22),オランダ‖)､イギリス8)､

ドイツ7)でも同様の考え方が採用されている｡

これらの年齢群ごとの鉛摂取量を算出した結果,いずれの土地利用においても年齢群が

低いほど鉛摂取量が増加した(図5-4-図5-7)｡住宅地における1-6歳の鉛摂取量は､土壌

含有量基準の設定に用いられた生涯の鉛摂取量と比較して,汚染土壌の鉛濃度が100mg/kg

で2.6倍､ 1,000mg/kgで5.0倍, 10,000mg/kgで5.9倍であった｡この点においては,土壌汚

染対策法に基づく現行の土壌含有量基準は日本人の鉛汚染土壌の直接摂取のリスクを,特

に1-6歳児について過小に評価している｡

これらの汚染土壌中の鉛濃度の増加に伴う全鉛摂取量の増加の内訳は,食品,飲料水経

由､非汚染土壌経由,大気経由の鉛摂取量が常に一定であり､それに汚染土壌経由の鉛摂

取量が増加することで全鉛摂取量が増加する(図5-13)｡このことから, 1-6歳の年齢群の鉛

摂取量が多く算定されるのは,汚染土壌以外の経路からの鉛摂取量が多いこと(表517)､お

よび1-6歳の年齢群では1日の土壌摂取量がそれ以外の年齢群よりも多いことが主な原因で

ある｡なお､ト6歳の年齢群における食事の内容が大人と大きく異なる可能性がある｡とくに､

授乳期の乳児の食事内容は大人と全く異なるため,本算定には大きな仮定があることに注意する

必要がある｡乳児の食事による鉛摂取量に関するデータが得られれば,より確度の高い計算が可

能となる｡
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値

汚染土壌中の鉛濃度(mg/kg)

国5-13鉛摂取量の内訳(大気経由は1%以下のため記載していない)

5-7-2 住宅地の管理目標値

本リスク評価の結果,住宅地の管理目標値は100mg/kgと土壌含有量基準(150mg/kg以下)

よりも小さい濃度となった(表5-8)｡これは,本リスク評価において小児の感受性が高いこ

とを考慮し､年齢群別のリスク評価を実施したことが主な要因である｡しかしながら,こ

の結果は本研究で設定した管理目標値100mg/kgを超過する鉛を含有する土壌上に居住した

場合においても,直ちに人体への影響が生じるわけではないことに注意が必要である｡な

ぜなら,本研究における人の健康リスクの判定基準は血中鉛濃度を上昇させないことと設

定しており､そのためのTDIを用いている｡つまり､鉛摂取量がTDIを超過した場合にお

いては､血中鉛濃度が上昇する可能性が生じるが,人体への影響の懸念があるとされてい

る血中鉛濃度10[Lg/dLに達するかどうかは不明である｡そのため､人体への影響の有無を

評価するためには､当該鉛摂取量における血中鉛濃度を推定する必要がある｡

ここでは,土壌含有量基準(150mg/kg)および住宅地の管理目標値(100mg/kg)と同等の

鉛濃度が存在する土壌の上に居住した場合における,人の健康影響の恐れが最も高い1-6歳

の小児の血中鉛濃度の分布の推定を以下の方法で実施した｡まず,一般の小児の血中鉛濃

度は,日本人の血中鉛濃度の幾何平均値(1.4LLg/dL)および血中鉛濃度の分布の幾何標準偏

差(1.6)を使用した22)o この値は,小児においても大きな違いはないことが確認されてい

る22)｡次に,汚染土壌中の鉛濃度を150mg/kgとして鉛摂取量の分布を本研究の方法で算出

した｡また,鉛摂取量による血中鉛濃度の上昇については､ ∫.E.C.F.A.の仮定(TDIを超過し

た鉛を摂取した場合､ ILLgn(g/dayの食品経由の鉛摂取量に対して血中鉛濃度が1[Lg/dL上

昇する) 14)を用いた.モンテカルロシミュレーションを行い, 10万回の計算を実施した.

推定された小児の血中鉛濃度のヒストグラムを図5114に示す｡その結果､土壌含有量基
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準と同等の濃度の鉛濃度が存在する土壌の上に居住した場合の血中鉛濃度の幾何平均値は

1.41/1gdL､人体への影響の懸念があるとされている血中鉛濃度10ug/dLを超過する確率

はo.oo1% (10万分の1)となったo また､住宅地の管理目標値では.血中鉛濃度の幾何平

均値は1.39LLg/dL､人体への影響の懸念があるとされている血中鉛濃度10〝g/dLを超過す

る確率はo.oo1%以下(10万の-以下)となったo以上のことから.現在定められている土

壌含有量基準および本研究の管理目標値の濃度の鉛が土壌の上に居住した場合でも,人の

健康リスクは低いと考えられ,土壌含有量基準は日本における鉛汚染土壌の直接摂取のリ

スクを管理できると判断されたo また､この結果は,本研究の管理目標値の設定における

リスク評価方法(鉛摂取量の95パーセンタイル値がTDlを超過しない)についても,日本

における鉛汚染土壌の直接摂取のリスクを管理できることも示している｡

60%

40%

20%

0%

●土壌中の鉛濃度(100m〆kE)

D土壌中の鉛濃度(1 50Tng/kg)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

血中鉛濃度( 〟g/dL)

図5-14鉛濃度が100mg化gおよぴ150mg/kgの土壌上に居住した場合の小児(116歳)の

血中鉛濃度のヒストグラム

5-7-3 土地利用毎の管理目標値

土壌汚染地の土地利用形態を考慮することの影響について検討する.鉛摂取量は土地利

用の種類により大きく異なり(図5-8)､それがリスク評価の結果に反映され､同じ人の健康

リスクに対して管理目標値は最も低い住宅地で100mg/kg､最も高い工･商用地で5,100mg/kg

と土地利用の種類により大幅に異なる結果となった.これらの摂取量および管理目標値の

違いは,土壌汚染地における実滞在日数が工･商用地は住宅地と比較して約l/3であること
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(表515),工･商用地では鉛摂取量が少ない16119歳および20169歳の年齢群の利用しかな

いことによるものである｡

諸外国における土地利用別の規制値は､住居地域がドイツ､イギリス共に400mg/kg､公

園がドイツ200mg/kg(子供の遊び場),イギリス400mg/kg,工･商用地がドイツ2000mg/kg､

イギリス750mg/kgである7) 8)｡曝露パラメータや人の健康リスクの判定基準が異なるため

一概には比較できないが､本研究の結果得られた土地利用別の管理目標値の方が土地利用

の違いに対して幅を持っている｡また,日本において揮発性有機化合物による汚染土壌の

直接摂取リスクおよび汚染地下水飲用リスクに対して人の健康リスク評価を適応し土地利

用別の管理目標値を設定した事例では､工･商用地の管理目標値は住宅地の約2.5-12倍と

算定された11) 12)｡本研究の結果は､これらの研究と同様に土地利用により人の健康リスク

が異なる点では同じであるが､住宅地と工･商用地の差については本研究では51倍と既往

研究と比較し大きい｡これは,本研究において1日における滞在時間を考慮したこと､物

質の毒性を考慮して年齢群別のリスク評価を実施したことが主な要因である｡

5-7-4 対策費用削減効果

これらの土地利用別の管理目標値を実際の鉛による土壌汚染サイトに適応すると､対策

費用減少率の平均値は学校で86%､工･商用地で96%であり､対策費用が大幅に減少する

ことが確認された(図519)0

また,汚染規模が小さいサイトでは, 5,000mg/kgを超過する濃度の鉛が検出される事例

は少ない(表5-6(g｣))｡もし5,000mg/kgを超過する濃度の鉛が検出されていなければ,工･

商用地として利用する場合は土壌汚染対策を実施せずに利用しても鉛による人の健康影響

の恐れは低いと考えられる｡また,汚染規模が大きいサイトにおいても5,000mg/kgを超過

する濃度の鉛が検出されるのは一部の地点(本事例では全区画の1-5%)であり､土壌汚染の

規模が大きいはど浄化費用削減額は大きくなる(図5-ll)｡

5-7-5 土地利用毎の管理目標値を導入するために

このような土地利用別の管理目標値に基づく汚染土壌管理を実施する場合には､当該土

地の土壌環境に関する情報について適切に管理し,汚染土壌を外部に持ち出す場合,もし

くは土地利用の用途を変更する場合には適切な対処が実施できる体制を構築する必要があ

る｡土壌汚染対策法では､都道府県もしくは政令市が指定区域の情報を適切に管理し､適

切な対処が完了すれば指定区域の指定を解除するとなっている39)｡土地利用別の管理目標値

に基づく汚染土壌管理を実施する際には､当該土地について用途区域制限などの指定がさ
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れ,もっとも安全側の管理目標値(鉛では住宅地)まで浄化した場合には指定が解除される

等の法･条例の整備が必要であると考えられる｡

このような土地利用毎の基準地のデメリットとしては､土地利用の変更時に新たな対策

費用が発生する可能性があることがあげられる｡日本では土地の用途変更が多いため､こ

のような制度を導入する際には､まず､土地の用途変更が少ない工業専用地域等から導入

することが重要であると考えられる｡

5-8 総括

本章では､鉛を対象として土壌含有量基準の設定におけるリスク評価の問題点を整理し､

日本の汚染土壌管理における新たな提案として,上記の問題点を改善した詳細なリスク評

価に基づく土地利用別の管理目標値を算出し,その対策費用削減効果について検討した｡

土壌含有量基準のリスク評価手法の問題点は,年齢群ごとに鉛の摂取量と感受性が異なる

ことを考慮していないこと､また､ TDIの90%にあたる鉛を汚染土壌以外の経路から摂取

すると仮定し､残り10%を土壌中から摂取しないようにするために､ TDIの10%を汚染土

壌経由の鉛の一日耐容摂取量としたことにある｡

これらの問題を解決するために,本研究ではリスク評価の判定基準を,年齢群ごとに鉛

の摂取量と感受性が異なることを考慮し､ 5つに区分した年齢群について,いずれの年齢群

においても鉛摂取量がJ.E.C.F.A.のTDIを超過しないこととしたo また､鉛は日常生活にお

いて食品､飲料水､大気および土壌を経由して摂取することから､日本における食品,飲

料水,大気および非汚染土壌の鉛濃度のモニタリングデータを用いて汚染土壌以外からの

鉛摂取量を算出した｡これに,汚染土壌経由の鉛摂取量を加え､モンテカルロシミュレー

ションにより年齢群別､土地利用別の鉛摂取量の分布を算出した｡次に,算出された全鉛

摂取量の95パーセンタイル値が, TDIを超過しない最大となる土壌中の鉛濃度を当該土地

利用の管理目標値としたo 最後に､実際に鉛土壌汚染が確認された10サイトに土地利用別

の管理目標値を適応した場合の対策費用を算出し､土壌含有量基準を一律の管理目標値と

した場合と比較した｡

これらのリスク評価により土地利用別の管理目標値を算出した結果､住宅地で最小値の

100mg/kg､工･商用地で最大値の5,100mg/kgとなったo また,鉛土壌汚染が確認された10

サイトに土地利用別の管理目標値を適応して対策費用を算出し､土壌含有量基準の場合と

比較した｡その結果､対策費用は住宅地では増加するものの,それ以外の土地利用では減

少し､減少率の平均値は保育園,公園で8%,学校で86%､工･商用地で96%であった｡ま

た､住宅地の管理目標値は土壌含有量基準(150mg/kg以下)を下回ったが,土壌含有量基準
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と同程度の濃度の鉛が土壌中に含有されていた場合においても,推定される血中鉛濃度が

人体への影響が懸念されるレベルである10LLg/dLを超過する確率は0.01%以下となること

から､土壌含有量基準を管理目標値とした場合でも日本における住宅地での鉛汚染土壌の

直接摂取のリスクを管理できると判断された｡

これらのことは,土地利用を考慮した人の健康リスク評価に基づく管理目標値の導入に

より,同じ人の健康リスクを人の健康リスクの判定基準とした場合でも､土地利用ごとに

管理目標値が異なることを示している｡また,工･商用地等の土地利用において､住宅地

と同じレベルの健康リスクを判定基準としても､土壌汚染対策法に基づく現行の土壌含有

量基準による対策費用と比較して､必要な対策費用を1/10以下まで削減が可能なこと示し

ている｡

以上の結果は,土地利用を考慮した人の健康リスク評価に基づく管理目標値の導入が､

日本においてより柔軟な汚染土壌管理を可能にすることを示唆している｡

本研究では,日本において土壌汚染事例の最も多いことから､鉛を対象物質とした.しか

しながら,土壌の直接摂取のリスクが考えられる土壌汚染に係る有害物質は日本では重金

属類9物質が規定されているo これらの物質についても同様のリスク評価を実施し,土地

利用別の管理目標値を設定することで,より柔軟な土壌汚染管理が可能となると考えられ

る｡

しかしながら,これらの有害物質の毒性についての情報量､一般環境におけるモニタリ

ングデータ等の情報量はそれぞれ異なるため,全物質について詳細なリスク評価を個別に

実施するには多大な労力が必要になる｡そのため,第一段階として,緊急性が高く(汚染事

例が多い)､毒性についての情幸臥 一般環境におけるモニタリングデータを集めやすい物質

一例えば,枇素等一について取り組むことが望ましい｡

また,このような土地利用別の管理目標値に基づく汚染土壌管理を実施する場合には,

当該土地の土壌環境に関する情報について適切に管理し,汚染土壌を外部に持ち出す場合､

もしくは土地利用の用途を変更する場合には適切な対処が実施できる体制を構築する必要

がある｡土壌汚染対策法では,都道府県もしくは政令市が指定区域の情報を適切に管理し､

適切な対処が完了すれば指定区域の指定を解除するとなっている40)｡土地利用別の管理目標

値に基づく汚染土壌管理を実施する際には､当該土地について用途区域制限などの指定が

され,もっとも安全側の管理目標値(鉛では住宅地)まで浄化した場合には指定が解除され

る等の法･条例の整備が必要であると考えられる｡

このような土地利用毎の基準地のデメリットとしては,土地利用の変更時に新たな対策

費用が発生する可能性があることがあげられる｡日本では土地の用途変更が多いため､こ
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のような制度を導入する際には､まず､土地の用途変更が少ない工業専用地域等から導入

することが重要であると考えられる｡

なお､本リスク評価では､土壌溶出量基準により規制されている土壌から地下水への溶

出に起因する地下水飲用等の暴露経路は考慮していない｡土壌含有量が管理目標値に適合

した場合においても､土壌溶出量基準を超過する溶出量が確認された場合は,別途対応が

必要である｡
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第6章 健康リスク評価の導入による対策費用削減効果2

一事業所の地下水汚染対策方針による
人の健康リスク削減と対策費用への影響に関する検討-

6-1 6章の概要と構成

5章, 6章では,ブラウンフィールド間題を解決するための政策の一つとして,人の健康

リスク評価方法の導入による対策費用削減効果について検討する｡ 5章では,日本において

考慮されている二つの暴露経路のうちの一つである汚染土壌の直接摂取の経路を対象とし

て詳細な人の健康リスク評価の導入による対策費用削減効果について検討した｡

6章では,もう一つの暴露経路である汚染地下水の.摂取を対象暴露経路として,地下水

汚染物質として一般的であり,広範囲の汚染の原因となる揮発性有機化合物(以下, voc)

の1種であるトリクロロエチレンを対象物質とし,周辺状況を考慮した人の健康リスク評

価の導入による,対策費用削減効果について検討した｡

最初に6-2にて､土壌溶出量基準および地下水環境基準の設定根拠と既往研究について述

べる｡次に､ 6-3では,本章の目的を述べ､ 6-4では,リスク評価方法を, 6-5では適応サイ

トと評価条件ついて述べる｡ 6-6では､リスク評価結果および対策費用削減効果の結果を､

617では､考察を述べ,最後に618で総括をした｡

本章は､地下水学会2006年秋季大会で講演した内容および,土壌環境センター技術ニュ

ースに投稿し､受理､掲載された論文の内容が含まれている｡

611



第6章健康リスク評価の導入による対策費用削減効果2

6-2 日本の現行の制度とリスクの考え方

6-2-1汚染地下水に起因するリスクと基準

土壌汚染に起因する人の健康リスクは､同じ濃度の汚染があった場合でも､汚染地の利

用形態や周辺の地下水利用状況等によって大きく異なる｡ VOC汚染地下水の.摂取による人

の健康リスクに限れば,暴露経路は井戸における汚染地下水の利用であり､リスク受容体

は汚染地下水が到達する範囲に存在する井戸の利用者である｡このリスクは､水文･地質

状況､飲用井戸の有無･位置･利用状況,汚染物質の物性により大きな影響を受ける｡

しかしながら,日本におけるVOC汚染地下水の摂取による人の健康リスクを防止するた

めの土壌溶出量基準および地下水環境基準は周辺状況等に係らない一律の基準値である｡

稼働中の事業所においてVOC土壌･地下水調査が実施され,地下水環境基準を超過する濃

度のVOCが地下水に含まれている場合には対策が実施される｡

6-2-2 採用される対策とその範囲

実施される対策には､地下水揚水等による汚染地下水の敷地外への流出防止を目的とす

る対策(緊急対策)と供給源となっている汚染源を浄化する汚染源対策の2種類が存在す

る｡汚染源対策を実施せずに､緊急対策として地下水揚水等による汚染地下水の敷地外へ

の流出防止のみを実施した場合には､汚染源からの汚染物質の供給が断たれておらず非常

に長期にわたる地下水揚水の継続が必要となるため,緊急対策を早期に停止するためには､

必然的に汚染源対策が必要となる｡現在の日本では,汚染源対策においてVOC汚染土壌の

浄化目標値は土壌溶出量基準に適合する状態に､また汚染源において原液状のVOC汚染地

下水が存在する場合は,その範囲も浄化するのが一般的であり,これには非常に高額な土

壌･地下水汚染対策費用が必要である｡

現在､稼働中の事業所において土壌･地下水汚染問題に積極的に取り組んでいる事業者

は経済的に余裕がある大企業が主であるが､今後,経済的に余裕がない中小企業もこれら

の問題に直面すると考えられ このような対策方針は中小企業にとり重い負担になると予

想される｡

6-2-3 人の健康リスクを防止する観点からの目的

土壌･地下水汚染対策の本来の目的は､人の健康リスクを防止することである｡この観

点からみると,稼働中の工場におけるVOC汚染土壌･地下水の対策目標は､汚染源におい

て土壌溶出量基準値下水環境基準に適合させることではなく､飲用井戸において人の健康
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リスクが許容されるレベルにすることといえる｡この場合には､敷地境界と現存する飲用

井戸の間に新たな飲用井戸が設置されないように周辺に情報公開をする等の対応が必要と

なる｡

また,汚染原因者としての企業責任を果たすためには,敷地外における地下水(利用の有

無に関係なく)について､利用された場合に人の健康リスクが許容されるレベルであるこ

とが必要になる場合もある｡これは､敷地外において新たに地下水飲用井戸が設けられる

可能性にも対応するためである｡

前述の,汚染源の浄化目標値を土壌溶出量基準とする対策方針は､対象汚染源が影響を及

ぼす全ての地下水において､人の健康リスクを許容されるレベルにするということ(以下,

完全浄化)とはぼ同義である｡

このように稼働中の事業所におけるVOC汚染土壌･地下水の対策方針は､その目的に応

じて複数案想定され､方針により対策費用は異なると考えられる｡
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6-3 目的

本章では､ブラウンフィールド間題に対する解決策の一つとして,人の健康リスク評価方

法の導入による対策費用削減効果を検討することを目的として,日本において考慮されて

いる二つの暴露経路のうちの-つである汚染地下水の飲用摂取の経路に関して､トリクロ

ロエチレンを対象として,詳細なリスク評価を実施し､対策目標毎の管理目標値を設定し､

その適応による対策費用削減効果を確認した｡

6-4 評価方法

本研究における評価フローを図611に示す｡ ①サイトアセスメントの実施, ②対策方針

の設定､ ③各地点のVOC濃度の地下水流動･物質移流拡散一次減衰シミュレーションによ

る算出, ④リスク受容体における人の健康リスクの算出, ⑤対策方針を満たす汚染源浄化

目標値の算出､ ⑥汚染渡浄化目標値を満たすための対策費用の算出,という手順で評価し

flo

サイトアセ基メント
.

Jl

良寛五重上皇盟主
日模:人の健康リスクを許容されるレベルまで低減
範囲: ①飲用井戸より下流側の全ての地下水

②事業所敷地境界から下流例の全ての地下水
③汚染源から下流側の全ての地下水

工L 工L

市史温の溝化Ej療楕の宜京

塩黒地月表方且⊆よ壷監里.).

園6-1人の健康リスクおよび対策費用算出フロー
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6-4-1 サイトアセスメント

土壌･地下水調査結果および対象地周辺の状況より,対象地のVOC土壌･地下水汚染状

況､水理地質状況およびリスク受容体の情報を収集するoなお､本研究では､トリクロロ

エチレン(以下､ TCE)による土壌地下水汚染が確認されたサイトを対象とした｡

6-4-2 対策方針の設定

対策方針は, ①現存する飲用井戸のリスクを低減させる対策方針(以下､飲用井戸方針).

②事業所敷地外のリスクを低減させる対策(以下,敷地境界方針:敷地外に新たな飲用井

戸が設置されることを考慮した企業の責任)､ ③汚染源も含んだすべての地下水を対策する

方針(以下､完全浄化方針:土地が売却された後に,汚染振地点で飲用井戸が設置される

ことを考慮)の3つを設定したo設定した対策方針を表6-1および図6_2に示す｡

表6-1 設定した対策方針と判断基準

対策方針 リスク判断地点 地点選定理由

現存する飲用井戸のリスクを低

減させる対策(飲用井戸方針)
現存する飲用井戸 現在の人の健康リスク

事業所敷地外のリスクを低減さ 企業責佳

せる対策(敷地境界方針)
事業所敷地境界

将来の人の健康リスク

完全浄化(完全浄化方針) 汚染源
土地売買

将来の人の健康リスク

<--I-I--->

く---------------------･>

リスクを許容レベルまで低減させる範囲

園6-2 設定した対策方針

6-5



第6章健康リスク評価の導入による対策費用削減効果2

6-4-3 各地点の地下水中のVOC濃度の予測

地下水流掛物質移流拡散一次減衰シミュレーションは､ web Teck360社製processing

ModnowおよびRT3Dを用いて行ったo各リスク判断地点における地下水中のVOC濃度の

予測値は､汚染源における地下水中のVOCの濃度よりシミュレーションにより算定した｡

ここで､ C(xw)は定常状態に達した後のVOC濃度としたo

また,本研究では､汚染源における地下水中のVOC濃度は汚染源において存在するVOC

の土壌溶出量の最大濃度と同濃度となると仮定した｡このような汚染源の帯水層中におけ

るVOCの土壌溶出量と地下水中のVOC濃度の関係に関しては､詳細に研究された事例は

ない｡

C(xw) =
sim(C(sou,ce)) 数式6-1

ここでC(sol,,Ce) :汚染源のVOCの最高濃度(mg/L), simシミュレーションの実施,を示す

6-4-4 人の健康リスクの算出

6-4-4-1曝露評価

VOC汚染地下水から人への各曝露経路からのVOC曝露量の計算式を数式6-2- 6-5に示

す｡本研究では､汚染地下水を経由した人への曝露経路として,汚染地下水の飲用,入浴

による汚染地下水の摂取,入浴中の揮発成分の吸入の3つを想定し,曝露量推定式はアメ

リカ環境保護局(以下, u.s.E.P.A.) 2)をベースにした｡また､地下水を使用したシャワー時

の浴室内空気の対象物質濃度(c(AW))の算出には､産業技術総合研究所で開発されたRisk

LeamingⅥr.1.0を使用した｡

Intake("cw, - ∑Intake(3;:nk)･ ∑Intake(?;Ih,+ ∑Inha(T;:h,
･l● .l' .-I

Intake("d;:nk,=

Intake払=

(C("w,× In,rw,× Ed(yw, × Ej;yw,)
BWyxATyx365

(C("w,× Pcx Ssy xEt(badO X Ed(yw) × Ef(yw,)

BWyxATyx365

6-6

数式6-2

数式6-3

数式614
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Inha,T;;A)
=

(c("AW)× Ihy x Et(ba(A)×Ed(yw) × Ef(yw))

BWyxATyx365x24
数式6-5

ここでJntake(cw) :地下水経由のVOCの摂取量(mg/kg/day)Jntake(d,L･nk) :飲料によるVOC

の摂取量(mg/kg/day)Jntake(ba(h) :入浴によるVOCの経口摂取量(mg/kg/day)Jnhae(bath) :

入浴によるVOCの吸入摂取量(mg/kg/day)､ C(w) :地下水中のVOCの濃度(mg/L)Jn(wa(e/) :

一日の水の摂取量(L/day), Ed(conso") :当該地下水の年間利用頻度(day/year), Ef(consou):当

該地下水を飲料する関係年数(year)､ c!AW) :地下水を使用したシャワー時の浴室内空気の

対象物質濃度(mg/m3) I AT1.リスク評価期間(year) ､ pc:皮膚透過係数(cmnlOur), Ss :

全身皮膚面積(cm2), Et(bath) :日入浴時間(hour/day)Jh:目呼吸量(m3/day)､ BW:体重(kg)､

〟:対策方針､ 〟:年齢群,である｡

6-4-4-2毒性評価

TCEが人の健康に及ぼす影響については,動物実験および疫学調査からある程度の知見

が報告されている｡低濃度の慢性毒性では腎臓障害､肝臓障害,胎児の成長に対する影響

などが知られている｡また発がん性については､国際がん研究機関(1ARC) 5)によると2A

に分類されており､発がん性の可能性が高い物質とされている｡

一日耐用摂取量(TDI)は,世界保健機構(WHO)
4)は動物実験の無毒性量(NOAEL)に

種差､個体差としてそれぞれ1/10ずつを乗じて, 1.46×10~3mg/kg/dayを設定している｡一方､

u.s.E.P.A.の1RIS (integratedRisk lnformationSystem/EPA) 5)では､現時点(平成18年6月現

荏)においては経口摂取のRjD (Reference Dose :許容摂取量,はぼTDIと同義)を算出し

ていない｡しかしORD (OfrlCe OfResearch and Development/ EPA) 6)は,新暫定値として動

物実験の最小毒性量(LOAEL)に,種差､慢性毒性の実験期間の短さ､ LOAELとNOAEL

の不確実性,個体差､ TCEおよびその代謝物の一般の曝露の不確実係数3,000で除した値､

3.0×10｣mg/kg/dayを設定している｡

また,発がん性に対するSf(スロープファクタ-)として､ WHO4)は7.8×10-4(mg/kg/day)~1

を採用している｡一方､ IRIS5)ではO.s.E.P.A.のRfDと同様に､現時点でSftま算出されてい

ない｡ ORD6)は新暫定値として､ 2.0×1012から4.0×10-1 (mg/kg/day)Jlの範囲であると再評価

している｡また, cal/EPA (カリフォルニア環境保護局)は､ Sfとして1.3×10v2(mg/kg/day)ll

を算出している｡

本研究では, wHOと比較してより安全側のU.S.E.P.A.の値を用いることとし､ Sfは､

u.s.E.P.A.の暫定値のうち他文献値により近い2.0×10I2(mg/kg/day)ーlを採用したo
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6-4-5 リスク評価

本研究におけるリスク評価では､生涯余剰発ガンリスク(地下水中のTCEを摂取するこ

とで増加した生涯の発ガンリスク)が1.0×10~5を超過しないことをエンドポイントとした｡

これは､日本において発がん性を考慮して水質基準が決定されたベンゼン等の設定に用い

られた値である8)0

なお､慢性毒性は､曝露量や毒性についての個人差に確率密度分布を用いない場合には,

人の健康リスクの有無しか判断できない｡本研究の目的の一つは､対策方針により,人の

健康リスクの削減量を把握することであるため､リスク評価では,リスクを定量的に算出

できる生涯余剰発ガンリスクを用いることとした｡生涯余剰発ガンリスクの算出は次式で

行った｡

Riskc:nce,
= Intake("cw) x SF

Risk'::'n",,:対策方針Nにおける生涯余剰発ガンリスク

6-8
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6-4-6 汚染源浄化目標値の算定

汚染源浄化目標値は,各対策方針のリスク判断地点(表6-1)において人の健康リスクが

許容されるレベルとなるときの,汚染源の土壌中voc濃度とした｡汚染源の浄化目標値は

数式6-7で算出できる｡前述したように､本研究では､汚染源における地下水中のVOC濃

度は､汚染源において存在するVOCの土壌溶出量の最大濃度と同濃度となると仮定し,浄

化目標値についても同様とした｡

ここでは,対策方針Nにおけるリスク判断地点の生涯余剰発ガンリスク(Risk':ど,7Cピr)が10-5

以下となる最大の汚染源の土壌溶出量(c(sol,,Ce))を汚染源の浄化目標値としたo

TarC(:oL,,Ce,- Max(C(sowce,(Risk" ≦ 10L5))
(-(t17LILIJ

数式6-7

ここで､ TarC(:ou,ce)‥対策方針Nにおける汚染源浄化目標値(mg/1),

Max(C(,oz,,ce)(Risk" ≦10~5)) ‥対策方針Nにおけるリスク判断地点における生涯余剰発
L'ullL'er

ガンリスクが10~5以下となる最大の汚染源の土壌溶出量(mg/1)

6-4-7 対策費用の算出

6-4-7-1汚染源対策土量の算出

各対策方針における汚染源の浄化目標値を超過する土壌溶出量が確認された範囲を､汚

染源における土壌汚染対策の対象とした｡対策土量は次式で算出した｡

汚染源付近において原液状のVOC汚染地下水が存在する場合は,その範囲も浄化するの

が一般的であるが､本論文の対象サイトでは,浄化目標値を超過する範囲の汚染源土壌を

汚染源対策の範囲とすれば,原液状の汚染地下水の対策になることから浄化目標値を超過

する範囲の汚染土壌を汚染源対策の範囲とした｡

MV" - =SCVz(SVz > TarC(:ou,ce,) 数式6-8

ここで､ MV:対策方針Nの対策土量(m3), scv:ポイントzが代表する土量(m3), sv:

ポイントzが代表するVOC濃度(mg/L)

6-9



第6章健康リスク評価の導入による対策費用削減効果2

6-4-7-2対策費用の算出

対策費用は､対策土量に対策単価を乗じて､次式で算出した｡本研究では対策単価は原

位置浄化を仮定し､汚染土壌1m3当りの対策単価を50,000円とした9)｡

一般に原位置浄化における対策単価は､浄化目標値,浄化達成期間により変化すると考

えられる｡浄化目標値が高い場合､もしくは浄化達成期間が長い場合は,使用する薬剤や

鉄粉の投入量が少なくなるためである｡しかしながら､土壌溶出量基準以外を目標値とし

た場合の一般的な原位置浄化単価の例がないため,この観点ではリスクベースの考え方か

らはずれてしまうが､本研究では便宜的に一律値とした｡

TotalCost
N
= MVN x cost 数式6-9

ここで, TotalCostN:対策方針Nの全対策費用(円), Cost :対策単価(円)である.

6-4-8 人の健康リスク削減の費用対効果の算出

先にも述べたように､現在の日本では,リスク判断地点が敷地境界や飲用井戸であった場

合でも､ "完全浄化方針"が採用されることが多い｡このような場合､敷地境界や飲用井戸

では､人の健康リスクが受容されるレベルより低いレベルまで減少する｡人の健康リスク

が受容されるレベルよりも低いレベルになることは､望ましいことではあるが､当然､対

策費用は増大する｡このような場合,その効率性を判断する必要がある｡

本節では､人の健康リスクが受容されるレベルよりも低いレベルとなる場合における､人

の健康リスク削減の費用対効果について検討する｡対象とするリスク判断地点は､現段階

で唯一のリスク受容体であり,いずれの対策方針においても人の健康リスクが受容される

レベルよりも低くなる飲用井戸とした｡

リスク削減費用対効果は,対策目標を達成することによる余剰発ガンリスクの削減量を､

その達成に要した費用で除して算出した｡算出式を数式6-10に示す｡

RBAN = RiskAT:n",′一-RiskArL.u′.",,
TotalCost

N
数式6-10

ここで､ RB‥単位対策費用(100万円)で削減された健康リスク､ Risk:I,r,‥汚染源対策をし

ない場合の人の健康リスク､ A :リスク削減効果を検証する井戸名,を示す
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6-5 適応サイトと評価条件

本研究では､前章で述べたモデルをTCE汚染土壌･地下水が確認された稼働中の事業所

に適応した｡

6-5-1サイトの概念モデルおよび水理地質条件

サイトの概念モデルを図613に示すo汚染源から地下水流動方向100m下流側に敷地境界､

150m下流側に飲用井戸Aが存在する｡リスク受容体は､飲用井戸Aの利用者である｡リス

ク評価に用いた各パラメータを表6-2に示す｡

また,対象地は地表からGL-3m程度まで埋土層が位置しており､その下位に第一帯水層

である砂磯層がGL-3mからGし12mに位置する存在する｡第一帯水層の地下水位はGL_2m

程度であり､被圧されていることが確認されたoまた､第一帯水層上部はシルト混じりの

砂磯であることが確認されている｡対象地の水理地質パラメータを表6-3に示すo

図6-3 適応サイトの概念モデル
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表612 本研究におけるリスク評価のパラメータ

大人(7-SO歳) 子供(1-6歳)

In(w)
m)

(L/day) 2 1

Ed
II)

(year) 76 6

Ef (day/year) 3 50 3 50

A f (Year) 74 6

β『11) (kg) 56 16

pc
12)

(cm/hour) 0.016 0.016

ss 13) (cm2) 16000 7300

Et(ba(A)
I3)

(hour/day) 0.2 5 0.25

1h 13) (m3/day) 17.3 8.6

表6-3 対象地の水理地質パラメータ

水平方向の飽和透水係数(cm/s)

導水勾配

間隙率
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6-5-2 対象地の汚染状況

6-5-2-1土壌汚染状況

対象地の汚染振におけるTCE土壌汚染状況を国6Aに示すo第一帯水層上部のシルト混

じり砂磯層において最高濃度が確認され､平面方向に汚染が拡散していることが確認され

たo汚染機構は､最高濃度が観測された地点付近でTCE 7う号土壌中に浸透し,埋土層内を通

過して,第一一帯水屑上郡に到達した後に,地下水とともに拡散したと考えられる.また､

TCEははぼ第一帯水層上部で浸透を停止しており,第一帯水層下部においては基準の10倍

以下の濃度が1地点で確認できるのみである｡以上のことから,対象地の土壌汚染は哩土

宿,笥一帯水屑上部が主であり､第一帯水層上部のシルト混じり砂磯層に高濃度のTCEが

留まっているDまた,対象地ではシスー1,2-ジクロロエチレン(以下､
Gis-I,2-DCE)による土

壌汚染も確認されたが､その濃度はTCEの1/10-1/100程度であり､汚染範囲も狭いことが

確認されている.

. 浸透地点

盛土層

地表部-GL-3m

第一帯水層上部
GL-3m -GL-7m

第一帯水層下部

GL-7m･-Gし12m

- TCE濃度3mg/r以上 A@0.3mg/l<TCE濃度-<3mg/A

』墓室野o.o3mg/I<TCE濃度=<0.3mg/I ∠==フTCE濃度-<0.03mg/A

図6-4 適応サイトの汚染源の土壌汚染状況
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6-5-2-2地下水汚染状況

対象地の地下水汚染状況を表6-4に示す｡汚染源の地下水中のTCE濃度は10 mg/1,

cis-1,2-DCE濃度は7 mg/1であり､敷地境界における地下水中のTCE濃度は1.4 mg/1,

cis-1,2-DCE濃度は0.7mg/1であることが確認されている｡なお,本研究ではリスク評価は,

TCEのみ実施し､ cisll,21DCEについては実施しないこととしたo

表6-4 対象地付近の地下水汚染状況

汚染源

TCE 10 mg/1

cis- 1
,2-DCE

7 mg/1

敷地境界
TCE 1.4 mg/1

cis- 1
,2-DCE

O･7 mg/1
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6-5-3 TCE移流拡散一次減衰シミュレーション

TCEの移流拡散一次減衰シミュレーションに関するパラメータを表6-5に示す｡一次減衰

速度係数は､地下水中の半減期の最大値と最小値の平均値を用いた｡

また､シミュレーションでは､汚染源の濃度境界条件を一定濃度とし､汚染源における

地下水濃度として土壌溶出量のTCE最高濃度(18mg/1)を与えてシミュレーションを行い,

定常状態に達した状態を対策未実施の結果として採用した.また､現在の汚染源付近およ

び敷地境界付近の汚染状況に最も近かった20年後の結果を現在の汚染状況として､この時

点で汚染源対策を実施したとして,各地点のVOC濃度を計算した｡なお,汚染源対策は,

汚染源の濃度境界条件を変化させることで表現し､汚染源対策開始後,直ちに目標濃度に

達すると仮定した｡リスク評価には, vOC濃度が定常状態に達した対策実施20年後の濃度

を用いた｡

表6-5 物質移行モデルパラメータ

パラメーター名 パラメータ値

仮比重(g/cm3)

地下水流動方向の分散係数(上β)
14)

横方向の分散係数(HD)
15)

鉛直方向の分散係数

TCE

logKoc16) (mi/g)

一次減衰速度係数16) (1/yea,)

Gis- 1
,2-DCE

TCE

cis- 1
,2-DCE

1.8

o.83(loglO(scale))2･414

0. 1(上β)

0. 1(HD)

2.1

1.77

0.26

0.17

Scale 汚染源からの距離を示す

鉛直方向の分散係数は､ processingModflowの初期値を用いた
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6-6 結果

6-6-1対策方針が人の健康リスクと対策費用に与える影響

対策を実施しなかった場合および各対策方針における解析結果(各地点での地下水中の

TCE予測濃度.飲用井戸A利用者の健康リスク,浄化目標値,対策土量､汚染源対策費用)

を表6に示すo また､飲用井戸A利用者の人の健康リスクと対策費用に対策方針が与える

影響の比較を図6-5に示す｡

本対象地における唯一-のリスク受容体である飲用井戸Aにおける余剰生涯発ガンリスク

は,対策を実施しない場合で1.7×10叫であり,生涯余剰発ガンリスクが許容される判断基準

とした1.0×10J5を超過しているため.何らかの対策が必要と判断された(表6､図6-5)o

また､何らかの対策をした場合はいずれの場合も生涯余剰発ガンリスクは判断基準を下回

ったo対策方針における対象とする範囲(表611)が汚染源に近づくほど､リスクは減少し､

対策方針が完全浄化方針の場合のリスクは1.3×10-7となり､対策をしない場合と比較して

約l/1000に減少した｡

また､対策費用は､対策方針における対象とする範囲(表6-1)が汚染源に近づくほど高

くなり,対策方針が飲用井戸方針の場合の対策金額2,700万円と比較して､完全浄化方針で

は2億4,000万円と.約9倍増加した｡

⊂:::コ余剰生涯発ガンリスク

1l一対集コスト

生涯余剰発ガンリスクが1_OE-05

各地点でヒトの健 康I)スクを受容されるレ

_____1__

lI=

(
b
]
f
E
打
)
エ
Y
目
端
夜

光来 飲用井戸 敷地境界 完全浄化

なし 方針 方針 方針

図6-5 対策方針の違いが飲用井戸A利用者の人の健康リスクと対策費用に与える影響
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6-6-2 各対策方針における単位費用当りの削減リスク

図6-6に､対策費用100万円で削減できる､現時点で本サイトにおける唯一のリスク受容

体である飲用井戸A利用者の生産余剰発ガンリスクの(以下､単位費用当りの削減リスク)

対策方針による比較を示したD

飲用井戸方針の場合,対策費用100万円当たりの生涯余剰発ガンリスクの削減量は

6.0×10Jであるが､敷地境界方針で2.0×10~6となり,完全浄化方針で7.1×10-7となった｡費

用対リスク削減効果は,対策方針における対象とする範囲が汚染源に近づくほど(浄化範

囲が広くなるほど)低くなるQ

(
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2

飲用井戸 敷地境界 完全浄化
方針 方針 方針

図6-6 対策方針の違いが単位費用当たりの飲用井戸A利用者の人の健康l)スク削減量に

与える影響
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6-7 考察

本研究では､稼働中の事業所を対象に､ VOC汚染土壌･地下水における汚染源の対策方

針が人の健康リスク削減および対策費用に与える影響について検討した｡

対策方針は､汚染地下水に起因する人の健康リスクを許容されるレベルまで低減すること

とし, ｢①現存する飲用井戸(飲用井戸方針)｣､ ｢②事業所の敷地境界より外部の地下水(敷

地境界方針｣, ｢③汚染源も含んだすべての地下水(完全浄化方針)｣の3つを対象とした｡

本対象サイトにおいて唯一のリスク受容体である飲用井戸A利用者の生涯余剰発ガンリ

スクは,対策を実施しない場合においては､ 1.7×104であり､生涯余剰発ガンリスクが許容

される判断基準とした1.0×10~5を超過しており,なんらかの対策が必要なことが確認された｡

前述の3方針で対策を実施したところ､いずれの場合においても本対象地における唯一

のリスク受容体である飲用井戸Aにおいて,リスクの判断基準を下回った(図6-5)Oつ重

り,人の健康リスクを守るという目的は,いずれの対策方針でも達成できている｡

一方､対策費用をみると,最も安価な飲用井戸方針は､最も高い完全浄化方針の約1/9倍

(金額差で2億1,300万円)である｡また,同様に企業責任として､敷地境界部より外に人

の健康リスクを生じる可能性がある地下水を出さない､という敷地境界方針をとった場合

においても､必要な対策費用は完全浄化方針と比較して約1/3 (金額差で1億5,400万円)

に軽減できることを示している｡

これらの結果は,稼働中の事業所における土壌･地下水汚染対策において､飲用井戸方針,

敷地境界方針を採用することで,人の健康リスクを守り,かつ必要な対策費用を完全浄化

方針と比較して大幅に軽減できる可能性を示唆している｡

このように対策費用を大幅に軽減できる理由は,汚染源における土壌中におけるTCEの

濃度分布が理由だと考えられる｡つまり､ vOC原液(DNAPL)のような高濃度のVOC土

壌汚染が存在している範囲は､ DNAPLが地中に浸透した部分に限られているため,平面方

向の分布は非常に狭い｡また､ DNAPLが地下水や宙水に溶解した低濃度(例えば3 mg/l以

下)の部分は,地下水や宙水の流れや濃度拡散により広範囲に広がりやすい｡本事例でも,

図6-4に示したように3 mg/1を超過する高濃度TCE汚染土壌は4mx4mの部分でしか確認さ

れておらず, o.o3-3 mg/1の部分は28mx28m程度の範囲に拡散していることが確認されて

いる｡このため､汚染源浄化目標値が高くなると,対策費用は大幅に低減すると考えられ

る｡

また､対策費用100万円当たりの生涯余剰発ガンリスクの削減量は､飲用井戸対策方針

が最も優れており,敷地境界方針､完全浄化方針になるにつれて費用対リスク削減効果が
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小さくなることが確認された(図6-6)｡

6-8 総括

本章は､経済的に余裕がない中小企業が土壌･地下水汚染問題に直面した場合に､対策

方針について高額な対策費用が必要となる｢完全浄化方針｣､半永久的に対策継続が必要な

可能性がある｢敷地境界での緊急対策方針｣以外の選択肢を与えることが可能であること

を示している｡つまり,飲用井戸方針､もしくは敷地境界方針を採用することで､本来の

目的である人の健康リスクの防止や､企業責任を果たすことは可能であり.かつ対策費用

が大幅に節減され,費用対リスク削減効果も高くなることを示唆している｡

今後の課題として,分解生成物も含めたリスク評価の方法､各パラメータの不確実性,慢

性毒性に評価方法に関する検討等が必要である｡また,本研究では,浄化に必要な期間に

っいて考慮をしていないこと,浄化目標値は汚染源の汚染状況,水理地質状況,飲用井戸

の位置によって結果が大きく影響を受けることにも注意が必要である｡
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第7章 結論

以下に,本研究の目的に対する結論,今後の土壌汚染政策に関する提言,本研究の価値

について述べた｡

7-1 結論

ここで,第1章で示した2つの研究目的に対応して,本研究が得た結論を示す｡

7-ト1土壌汚染に起因する社会･経済影響の評価

3章の結果より,今後,日本において土壌汚染調査数が増加すると,一部の業種,一部の

地域において,所有地がブラウンフィールド(売却できない土地)となる事業者の経営へ

の影響,ブラウンフィールド数が増加して地域社会に悪影響を及ぼす可能性が示唆されたo

また､これらのブラウンフィールドの浄化費用として公共費用を用いた場合､日本経済に

大きな負担が必要な可能性が高いことが示唆された｡そのため, PCS (土壌汚染の可能性が

ある土地)がブラウンフィールドになることを防止する政策を採用することが望まれる｡

各項目についての詳細は以下に示す｡

1)事業者への影響(所有地がブラウンフィールドとなる確率)

pcsがブラウンフィールドとなる確率は､業種および地域(地価)により大きな差があ

ることが確認された｡ここでは, 3大都市圏以外の都道府県において､クリーニング店､ガ

ソリンスタンド､土壌汚染の可能性が高い製造業(製造業2)の業種の事業者にとり､特に

影響が大きいことが確認された｡

現在､土壌汚染調査数が多い首都圏､名古屋､大阪では,ブラウンフィールド発生確率

が他の道府県と比較して低いことから､現在､事業者への影響は大きく出ていないと考え

られる｡しかしながら,将来,影響が大きい地方･業種の事業所において,土壌汚染調査

を実施することがより一般的になった場合,所有地のブラウンフィールド化が進み,経営

への影響が出る事業者が増加する可能性が示唆された｡

2)地域社会への影響(地域の潜在的なブラウンフィールド数)

近畿,東海,関東､北信越地域の各都道府県では､潜在的なブラウンフィールド数が2000

サイトを越す都道府県が多数存在し,愛知県､大阪府では5000サイトを越えている｡また､

年間のブラウンフィールド発生数は､日本全体で1500サイトと推定され､愛知県,大阪府
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では,年間100サイトがブラウンフィールドと推定された｡このような都道府県では､ブ

ラウンフィールドの増加による地域社会への悪影響が懸念される｡

ただし､これらの数値は､廃止されたpCSにおいて全て土壌汚染調査が実施された場合の

推定値である｡

3)土壌汚染に起因する日本経済への影響(潜在的なブラウンフィールドサイトの浄化費

用および面積)

日本における潜在的なブラウンフィールドの面積は､大企業が所有しており土地価格に

係らず自主的な浄化が推進されると想定される大規模事業所を除くと､約2,210ha-5,405ha

と推定され､年間,約40ha-100haのブラウンフィールドが発生していると推定された｡

また､日本のブラウンフィールド浄化費用は､ 5.5兆円-12.7兆円と推定され,全汚染サ

イトの浄化費用である約7.5兆円-17兆円の75%程度を占める.また､小規模事業所のブ

ラウンフィールドサイトの土壌汚染浄化費用は､ 3.7兆円-5兆円と推定された.ただし,

これらの数値は､日本における全てのPCSが廃止され土壌汚染調査が実施された場合の推

定値である｡

7-1-2 人の健康リスク評価の導入による対策費用削減効果

3章の結果､将来､日本においても土壌汚染が社会･経済に影響を及ぼすことが想定され

た｡これらの影響を緩和するための方法について4章-6章で検討した｡

4章の議論より､土壌汚染に起因する社会･経済影響を緩和する政策で､諸外国で採用さ

れており日本において採用されていないのは,アメリカで活用されている詳細な人の健康

リスク評価に基づく汚染サイト毎の汚染土壌管理,ドイツ･イギリス等で活用されている

土地利用毎の汚染土壌管理であることが確認された｡

そのため, 5章において､鉛を対象物質として,汚染土壌の直接摂取による人の健康リス

クについて詳細な評価を実施し,土地利用毎の浄化目標値の算出およびその対策費用削減

効果について検討した｡また､ 6章においては,揮発性有機化合物の1種であるトリクロロ

エチレンを対象として,汚染地下水の飲用による人の健康リスクについて,事例サイトに

おいて詳細な評価を実施し､対策方針の違いによる対策費用削減効果について検討した｡

その結果,ある条件下においては､現行の基準を超過する部分を完全浄化する対策方針と

比較して,対策費用を半分から1/10程度まで低減できることが確認された｡この結果は,

サイト毎,土地利用毎の詳細な人の健康リスク評価を用いることで,土壌汚染に起因する

社会･経済影響を緩和できることが示唆されたo
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7-2 今後の土壌汚染政策への提言

ここで､本研究が伝えたいメッセージと今後の課題を述べる｡

2003年に施行された土壌汚染対策法およびその施行と同時期に成立した地方自治体の土

壌汚染に関する条例は,人の健康リスクを防止するという観点からは､その主目的は十分

その役割を果たしていると考えられる｡それ以前に,市街地における土壌汚染の可能性が

ある土地における再開発時に調査を義務付ける法律がなかったことを勘案すると,非常に

評価されるべき法律であると考えられる｡また,これにより法律や条例にかからないサイ

トにおける不動産売買においても､一定の判断基準ができたことは事実である｡しかしな

がら､その施行から4年近く経過し,幾つか検討課題が出てきたことも事実である｡ここ

では､今後の日本の土壌汚染政策を進める上で重要と思われる3つの事項について述べたo

一つ目は､本研究で取り組んだ課題の一つである土壌汚染対策費用の中小事業者への負担

の評価の重要性である｡二つ目は,土壌汚染対策費用を削減するために､現行の法制度に

おいても認められているリスクマネジメントの活用の必要性についてである｡三つ目は,

土壌汚染対策費用を削減するために,人の健康リスク評価の活用する政策の必要性である｡

7-2-1 中小事業者への負担の適切な評価と対応策の重要性

一つは､事業者への土壌汚染対策費用の負担の重さである｡筆者は､実際に土壌･地下

水汚染に係るコンサルタント業務に5年近く従事している｡その業務の中で,多くの土壌

汚染サイトを調査し､幾人かの土壌汚染対策費用の負担に苦しむ中小企業の経営者に出会

った.土地売却により資金を得ようとする中小事業者にとっては,そのサイトにおける土

壌汚染の存在,および土壌汚染対策費用の負担は死活問題である｡しかしながら,このよ

うな土壌汚染対策法の施行およびそれに付随する影響に伴い発生する土壌汚染対策費用が

事業者､特に中小事業者に与える影響については既往研究では評価はされておらず,また,

苦しんでいる事業者数が少ない段階では,政策に反映される可能性は低い｡

本研究では､事業者の所有地が売却できなくなる可能性(ブラウンフィールドになる可

能性)について業種毎,地域(地価)毎に検討した結果,地方都市におけるクリーニング

店ではブラウンフィールドとなる確率が25-45%に､ガソリンスタンドおよび金属製造業

等の土壌汚染の可能性が高い製造業(製造業2)ではブラウンフィールドとなる確率が､ 10

-30%に達すると推定されたo この結果は､将来,地方の多くの事業者にとって土壌汚染対

策費用が経営に影響を与える要素であることを示唆している｡

上記評価には､事業所の規模による土壌汚染対策費用に対する許容率は加味していない
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が､経営の規模が小さいはど,土壌汚染対策費用が与える影響は大きくなると考えられる｡

そのため,このような中小事業者に対する救済措置については,早急な対策の検討が必要

であると考えられる｡現在､数は少なくても問題に直面している事業者はいる｡そして､

今後その数はさらに増加すると推定されている｡

本研究では､事業者への影響以外に,ブラウンフィールドが社会に与える影響(ブラウ

ンフィールド数),およびブラウンフィールドが日本経済に与える影響(ブラウンフィール

ドの浄化に必要な公共費用)を推定している｡いずれの問題も重要であるが,筆者はもっ

とも早い段階で影響があり,かつ､個人への影響が大きい事業者､特に中小事業者への問

題が,最も対策が望まれる部分であると考えている｡なお,次小節以降には､この間題に

対する対応策について述べる｡

7-2-2 リスクマネジメントの活用のために

二つ目は,土壌汚染対策に関する考え方､特にリスクマネジメントの活用である｡現行

の土壌汚染対策法では,土地利用,周辺状況に係らず一律の基準値で規制しており､基準

値を超過した場合は,何らかの対策が必要であるとしているが､対策方法については,完

全浄化以外に,汚染土壌を残置した状態で暴露経路を遮断する等のリスクマネジメントを

する対策も認めている｡

このリスクマネジメントによる対策は､完全浄化と比較して対策費用が安価であるため,

この方法を積極的に採用することで,前述した事業者への土壌汚染対策費用の負担を減ら

すことは可能である｡しかしながら,実際にリスクマネジメントによる対策は,全体の20%

程度でしか採用されていない｡これは,人の健康リスクがない状態でも,土壌汚染が残置

されることで､将来の対策費用を負担する必要が生じるリスクや,心理的嫌悪感が原因と

考えられる｡

このようなリスクマネジメントに対する理解を広めることが､事業者への土壌汚染対策

費用の負担を軽くするための第一歩であると考えられる｡このためには,土壌汚染に係る

ステークホルダー(事業者､土地購入者,行政担当者､周辺住民)およびコンサルタント

が土壌汚染に係るリスク,特に土壌汚染を残置した場合のリスクについて正確な認識を持

つ必要がある｡特に指導的な立場である行政担当者および実際に顧客と接するコンサルタ

ントの教育および一般市民への土壌汚染に対する理解を深めることが重要である｡

712-3 人の健康リスク評価の活用のために

三つ目は,土壌汚染対策費用を削減するために,人の健康リスク評価の活用する政策の
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必要性である｡本研究では,土壌汚染に起因する人の健康リスクは土地利用,周辺状況に

より大きく異なることに着目し,詳細な人の健康リスク評価によって､土地利用毎もしく

は､個別サイト毎のリスク評価を実施した結果,ある一定の条件下(商業･工業用地,飲

用井戸が汚染源から離れている場合等)では,対策費用を完全浄化と比較して半分から1/10

まで減少できることを示し､土壌汚染対策費用を削減するための有効な手段であることを

示した｡しかしながら､人の健康リスク評価を政策として導入するためには､幾つかの課

題がある｡これらの課題および便益について､産業側(事業者側),規制側(行政側),市

民側の視点から議論をする｡

7-2-3-1産業側の視点

産業側､つまり事業者側の視点に立った場合,二つの立場がある｡一つは､土地所有者､

土地の売主もしくは汚染原因者の立場である｡この立場から見た場合,土地利用毎の基準

設定､個別サイト毎のリスク評価に基づく浄化目標の設定(以下,人の健康リスク評価に

よる対策)の導入は､対策コストの減少という観点から非常にメリットが大きい政策とな

ろう｡

もう一つは,買主,つまりその土地を新たに買う人の立場である｡これらの立場かう見

た場合,幾つかのリスクを背負うことになる｡そのリスクとは, ①将来の土地用途変更時

における追加の対策費用発生, ②新土地所有者という立場からリスク評価の妥当性の説明

責任､ ③リスク評価結果の不確実性からくる周辺への影響,である｡これらのなかで①に

ついては,買主が理解した上で購入する必要があるが､ ②, ③については､規制側が,刺

度化されたリスク評価方法の作成およびその妥当性の評価､責任に関する所在を明確にす

る必要がある｡

7-2-3-2規制側の視点

規制側､つまり政府および自治体の立場に立った場合にも,二つの立場がある｡一つは,

自治体の立場である｡この立場から見た場合,先に述べたとおり,リスク評価について､

制度化されたリスク評価方法の作成およびその妥当性の評価､責任に関する所在を明確に

示した上で運用する必要がある｡自治体の担当者が,実際の事業者の窓口であることから､

このレベルにおけるリスク評価の考え方,制度についての理解が必須であると同時に､説

明責任も求められる｡また､不適切なリスク評価方法の使用によるリスクに見合わない(リ

スクが残存した状態での)開発というものを防ぐ必要がある｡

もう一つは,政府の立場である｡政府の立場から見た場合,最も重要と思われるのは､
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人の健康リスク評価方法の統一した手法の設定である｡人の健康リスク評価結果は,判断

基準とする人体への影響､ TDIの設定値､暴露評価手法,パラメータ等により大きく異なる

可能性がある｡実際に運用する地方自治体レベルでのリスク評価結果のプレを防ぐために

は､人の健康リスク評価結果について,信頼性を持たせるためには,日本の統一されたリ

スク評価手法を早急に検討する必要がある｡

また､例えば,土地利用別の管理目標値に基づく汚染土壌管理を実施する場合には､当

該土地の土壌環境に関する情報について適切に管理し､汚染土壌を外部に持ち出す場合､

もしくは土地利用の用途を変更する場合には適切な対処が実施できる体制を構築する必要

がある｡土壌汚染対策法では､都道府県もしくは政令市が指定区域の情報を適切に管理し､

適切な対処が完了すれば指定区域の指定を解除するとなっている1)｡土地利用別の管理目標

値に基づく汚染土壌管理を実施する際には､当該土地について用途区域制限などの指定が

され,もっとも安全側の管理目標値(鉛では住宅地)まで浄化した場合には指定が解除され

る等の法･条例の整備が必要であると考えられる｡

7-2-3-3市民側の視点

市民側の視点から見た場合,リスク評価法に基づく土壌汚染管理は,規制緩和と受け止

める可能性がある｡これについては,リスクコミュニケーションを推進することが最も有

効な手段であると考えられる｡リスクマネジメントの小節でも述べたが(7-2-2)､土壌汚染

に対する理解を広めることにより､周辺住民が土壌汚染に係るリスク､特に土壌汚染を残

置した場合のリスクについて正確な認識を持つことが重要である｡

7-2-3-4デメリットと展望

このような土地利用毎の基準地のデメリットとしては,土地利用の変更時に新たな対策

費用が発生する可能性があることがあげられる｡これが,土地売買を阻害する要因になる

可能性も否定できない｡日本では土地の用途変更が多いため,このような制度を導入する

際には､まず､土地の用途変更が少ない工業専用地域等,地下水利用がない地域(利用で

きる地下水がない地域)等から導入することが普及の近道であると考えられる｡
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7-3 本研究の学問上の価値

本研究の成果が学問的･実用的にはどんな価値を持っているか考察した.方法は,丹羽2)

に従い､伊藤3)の記述方法を参考に,新規性･有用性･独創性という視点から端的に表7-1

に示した｡

表7-1本研究の学問上･実用上の諸価値

話価値 本研究の学問上の価値

1新規性1-1対象の新しさ 1)汚染地がブラウンフィールドになる確率とその地域.業種による

違いを世界で初めて評価o

2)土壌汚染に起因する事業者に対する影響を評価○

3)日本においてブラウンフィールドの数､浄化費用について初めて

定量的に評価o

4)日本の環境基準の設定根拠に対する妥当性の評価o

5)土地利用毎の基準値の設定と対策費用削減効果の評価例は日本で

は皆無であつた○

1-2手法の新しさ 1)地価､ABR(土壌汚染対策費用負担率)を考慮した調査後ブラウ

ンフィールド発生モデルの作成o

2)汚染の存在確率について補正の実施および業種毎に算出o

3)想定汚染土量について,業種別に確率密度分布にて算出○

4)日本における鉛のリスク評価において,日本のモニタリングデー

夕を活用○

5)鉛のリスク評価において､摂取量の95%タイル値を基準設定の根

拠に用いることの妥当性を血中鉛濃度に換算して評価o

ト3解釈の新しさ 1)｢土壌汚染の可能性による生じるブラウンフィールド｣､と｢土壌汚

染により生じるブラウンフィールド｣について､明確に分類○

2)事業者.地域社会.日本経済に対する影響の指標の分類o

3)土壌含有量基準の設定根拠の不十分さに関する評価o

4)稼働中の事業所における土壌汚染浄化において､対策目標の違い

の根拠を明示

2有用性 1)土壌汚染が事業者,地域社会,日本経済に与える影響を評価した

ことにより､今後の土壌汚染管理政策決定の判断資料となるo

2)土壌汚染起因する事業者､地域社会､日本経済に与える影響を緩

和するための手法を分類し､その有効性について検討したo

3)土壌含有量基準の妥当性の評価により､含有量基準改正等におけ

る科学的根拠の資料となる○

4)土地利用毎の管理目標値の設定と対策費用削減効果の算出により

詳細なリスク評価方法の採用について検討する際の科学的根拠の

資料となる○

5)個別サイト毎の汚染地下水飲用の経路における詳細なリスク評価

と対策費用削減効果の算出､詳細なリスク評価方法の採用につい

て検討する際の科学的根拠の資料となるo

3独創性 1)汚染地がブラウンフィールドになる確率に地価､ABR(土壌汚染

対策費用負担率)が影響する
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